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第１章 はじめに 
 

1. 本論⽂の背景と⽬的 
企業と消費者(ユーザー)との共創活動が盛んに行われている(Prahalad & Ramaswamy, 

2004)。社会の情報化や SNSなどのネットワーク化が後押しとなり，消費者は製品やサー

ビスを受け取り消費するだけの存在から，企業と共に新たな価値を共創する存在へと変化

している(Ramaswamy & Gouillart, 2010)。企業と消費者との様々な共創の中でも特に，消費

者を新製品開発プロセスに参加させることによって，革新的な製品やサービスの開発を行

おうとする企業の動きが，研究と実践において注目されている(Chang & Taylor, 2016)。例

えば，DELLやスターバックス，LEGO，良品計画など，数多くの企業がユーザーの革新

的なアイデアを新製品開発に取り入れている(Bayus, 2013; Jensen, Hienerth, & Lettl, 2014; 

Nishikawa, Schreier, Fuchs, & Ogawa, 2017)。企業にとって，消費者はもはや攻略すべき市場

ではなく，イノベーションの源泉とも捉えることができる(Prahalad & Ramaswamy, 2004)。 

そのような背景には，消費者が自ら使用するために，新しい製品を創造したり既存の製

品を改良したりする，「ユーザー・イノベーション」と呼ばれる現象がある(von Hippel, 

2005)。von Hipple(2005)は産業財(von Hippel, 1977)，消費財(von Hippel, de Jong, & Flowers, 

2012; von Hippel, Ogawa, & de Jong, 2011)を問わず，様々な分野でユーザー自らがイノベー

ションを生み出している事実を示した。そのような革新的な消費者のアイデアを用いて，

企業とユーザーによる共創活動を通じて開発された製品は，ユーザー創造製品(user 

generated product)と呼ばれ，市場において高い成果をあげることが明らかになっている

(Nishikawa, Schreier, & Ogawa, 2013)。 

さらに，ユーザー創造製品のユニークなマーケティング・コミュニケーション手法に注

目が集まっている。それは，ユーザーがアイデア発案に参加しているという事実を，消費

者に情報として伝達することである。具体的には，ユーザー創造製品を企業が販売する際

に，「お客様のアイデアから生まれた」といった情報を広告やパッケージ，POPなどで表

示することで，新製品開発プロセスに参加していない消費者，すなわち「非参加消費者

(non-participating consumers)1」の購買意向を高める効果があることが明らかになっている

(e.g., Dahl, Fuchs, & Schreier, 2015; Fuchs & Schreier, 2011; Liljedal & Berg, 2020; Nishikawa, et 

al., 2017)。このような情報発信は，ユーザーが製品開発に関わっているからこそ可能な，

独特な手法である(Wang, Noble, Dahl, & Park, 2019)。しかしながら，近年実践が増えている

新たなマーケティング・コミュニケーション手法であるがゆえに，そのメカニズムは十分

に明らかになっていない。そこで本論文では，ユーザーがアイデアの発案者であるという

情報を「ユーザー発案情報」と定義した上で，ユーザー発案情報の表示が非参加消費者の

 
1 観察消費者(observing consumers)と呼ばれることもある(e.g., Dahl et al., 2015) 
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購買意向を高める効果を「発案者効果(originator effect)」(岡田, 2019)と呼び，そのメカニズ

ムを明らかにすることを目的とする。 

 
2. 発案者効果研究への関⼼の⾼まり 
新製品開発プロセスへの消費者参加の研究は，大きく 4つの段階を経て現在に至ってい

る(Liljedal & Dahlén, 2018)。第一は，新製品開発に参加する消費者の動機研究であり，ユー

ザーの内在的動機や外在的動機との関係性などについて議論されている(e.g., von Hippel, 

2005; Füller, 2010)。第二は，新製品開発に参加した消費者の，企業や製品への認識変化に

関する研究であり，自身が関わった製品や企業に対して評価が高まることなどが見出され

ている(e.g., Franke & Piller, 2004; Fuchs, Prandelli, & Schreier, 2010; Moreau & Herd, 2010)。第

三は，消費者が参加した製品の成果に関する研究であり，ユーザー創造製品は企業創造製

品と比較して革新性が高く(Poetz & Schreier, 2012)，売上効果も高いことが明らかになって

いる(Nishikawa et al., 2013; Poetz & Schreier, 2012)。そして，現在関心が高まっている第四

の領域，すなわち消費者が新製品開発に参加しているという事実を，マーケティング・コ

ミュニケーションで活用することに関する研究が，本論文が対象とする領域である。 

ユーザーがアイデアを発案した製品は，企業の専門家が発案した製品に比べて革新性が

高いことは明らかになっているが(Poetz & Schreier, 2012)，実際に新製品が革新的であるこ

とと，革新的であると非参加消費者に知覚されることは別のことである(Brown, Dacin, 

Pratt, & Whetten, 2006)。また，革新的な新製品を市場へ普及させる上で，マーケティン

グ・コミュニケーションは大きな影響を与える重要な戦略であると言われている(Peres, 

Muller, & Mahajan, 2010)。つまり，市場での成果を高めるためには，革新性の高いユーザ

ー創造製品を，非参加消費者にいかに魅力的に伝えることができるかが重要である。 

では，いかにしてユーザー創造製品を魅力的に伝えることができるのだろうか。その有

力な手法の一つが，ユーザー発案情報の表示である。ユーザー発案情報の活用は，既に複

数の企業のマーケティング・コミュニケーションにおいて実践されている。例えば，数多

くのユーザー・コミュニティを抱え，そのメンバーのアイデアによって創造された製品を

販売しているレゴは，ユーザー創造製品のパッケージに「Designed by LEGO fans」という

ラベルが目立つように印刷されている(Schreier & Dahl, 2012)。同様に，ユーザー創造製品

を数多く販売してきた無印良品では，店頭の POPに「お客様のアイデアから生まれた」と

表示することで，新製品の売上を約 1.2 倍増加させることに成功している(Nishikawa et al., 

2017)。 

このように，企業がマーケティング・コミュニケーションにおいて積極的にユーザーに

よるアイデア発案である点を強調する理由は，新製品開発プロセスに参加していない「非

参加消費者」の取り込みが重要だからである。新製品開発プロセスに参加できるユーザー

の人数は，インターネットの発達により増加したとはいえ，市場全体からみるとごくわず

かである(Fuchs & Schreier, 2011)。 
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例えば，マクドナルドが 2011年にドイツで行った，ユーザーが新しいハンバーガーの

アイデア発案に参加するキャンペーンでは，実際にアイデア発案に参加したユーザーは，

マクドナルドに日々訪れる消費者のうちわずか 4％であり，残りの 96％は店舗などで初め

て情報に接触する非参加消費者であった(Kristal, Baumgarth, Behnke, & Henseler, 2016)。ア

イデア発案に参加した「参加消費者」による製品に対する評価や支払意思額(WTP)が高い

ことはすでに明らかになっているが(Franke & Piller, 2004; Fuchs et al., 2010; Moreau & Herd, 

2010)，より大きな市場の獲得を考える上で，発案者効果が「非参加消費者」に対して与え

る影響を把握することは，実務者や研究者にとって大きな貢献があるといえる。 

本論文は，このような背景の下，発案者効果が非参加消費者の購買意向に与える影響に

関する研究を，理論的および実務的に拡張することを目指すものである。 

 
3. 本論⽂の対象領域 
ユーザー発案情報を新製品のマーケティング・コミュニケーションに活用すること

で，企業やブランドに対する態度(Fuchs & Schreier, 2011; Liljedal, 2016; Paharia & 

Swaminathan, 2019)や製品態度(Dahl et al., 2015)，購入意向や支払意思額(WTP)(Fuchs et al., 

2013)などに影響を与えることが，これまでの研究で明らかになっている。これらの発案者

効果は，ユーザー発案情報の表示がもたらす「推論効果(inference effect)」であり，その結

果として企業やブランド，製品に対する認識や態度に良い影響をもたらす(Nishikawa et al., 

2017)。 

消費者が製品の購入を判断する際に，価格やスペックなど事前に知り得る品質だけでな

く，使い勝手やフィット感など事前には得られない品質も必要とする場合がある。その

際，消費者は限られた情報から製品の品質を推論することが明らかになっており，このよ

うな効果は「推論効果」と呼ばれる(Kardes , Posavac, & Cronley, 2004)。推論効果の基本的

な構成は，三段論法である。Aは Bである，Bは Cである，であるならば Aは Cであ

る，という結論が導かれる。例えば，「このタブレットにはビタミン Bが含まれている」

ことと，「ビタミン Bは人に活力を与える」ことを組み合わせることで，「このタブレッ

トは人に活力を与える」と消費者は推論をおこなっている(Kardes et al., 2004)。このよう

に，推論効果には Bにあたる「媒介要因(mediator)」が存在する。 

マーケティング分野での推論効果の代表的な例として，「フランス産のワイン」「ベル

ギー産のチョコレート」といった，原産国を表示することで購買意向を高める「原産国効

果(country-of-origin effect)」(Bilkey & Nes, 1982)や，職人による手作りであるという表示を

行うことで購買意向を高める「ハンドメイド効果(handmade effect)」などがある(Fuchs, 

Schreier, & van Osselaer, 2015)。Fuchs et al.(2015)では，手作りであるという情報を付加した

製品は，機械で作られた(あるいは生産方法の言及無し)製品よりも消費者の購買意向が高

く，その効果は製品に込められた「愛」が媒介要因であることが見出された。ただし，ハ

ンドメイド効果は社会的に遠い相手への贈り物として評価された場合，その効果が失われ
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ることも明らかになった。このような，表示効果が失われる条件は「境界条件(boundary 

condition)」と呼ばれている。 

以上のような既存の推論効果の研究と同様に，発案者効果の先行研究においても媒介要

因や境界条件を探る研究が，近年盛んに行われている。しかし，発案者効果研究の全体像

を俯瞰・整理した研究は行われていない。また，発案者効果の研究は，イノベーション・

マネジメントを源流としたユーザー・イノベーション研究から派生しており，マーケティ

ング分野との接続が十分に行われていない。そこで，本論文では，発案者効果の既存研究

を俯瞰した上で研究課題を提示し，既存のマーケティング分野との接続を行いながら，そ

の全貌を明らかにしていくことを目的とする。 

 
4. 本論⽂の構成 
本論文の構成は次に示す通りである。 

第 1 章では本論文の背景と目的について説明する。 

第 2 章では発案者効果の先行研究レビューを行う。発案者効果の既存研究は，3つの研

究潮流，すなわち(1)企業レベル，(2)製品レベル，(3)消費者レベルに分類することができ

る。また，それぞれの研究潮流の中に，媒介要因に関する研究と，境界条件に関する研究

が存在する。先述の通り，企業のノベーション・マネジメントを源流としたユーザー・イ

ノベーション研究から派生した発案者効果研究は，企業レベルの媒介要因研究や境界条件

研究は数多く行われているが，それとは対照的に製品レベル研究や消費者レベル研究は十

分とはいえない。以上を踏まえて，「RQ1. 発案者効果の製品レベルの媒介要因を，革新

性の概念を用いて示すことはできるのか？」「RQ2. ユーザー発案情報の表示が購買意向

に与える影響は，購買動機によって媒介されているのか？」「RQ3. ローテク分野におい

て，発案者効果の消費者レベルでの境界条件となる製品カテゴリーとは何か？」の 3つの

リサーチクエスチョンを設定する。 

第 3 章「発案者効果と製品の革新性の知覚」では，発案者効果のメカニズムを製品レベ

ルの媒介要因に着目して研究を行う。ユーザー発案情報の表示がなぜ非参加消費者の購買

意向を高めるのかを明らかにするために，新製品開発の既存研究で蓄積のある概念を用い

て研究を行う。具体的には，革新性を構成する 2つの要因である新奇性と有用性を媒介要

因に用いて実証的な分析を行う。ユーザー発案情報の表示が購買意向を高める効果は有用

性の知覚によって媒介されることを述べる。 

第 4 章「発案者効果と制御焦点理論」では，発案者効果の消費者レベルの媒介要因を，

消費者行動分野で注目を集めている制御焦点理論の 2つの側面である予防焦点と促進焦点

を用いて分析を行う。ユーザー発案情報の表示が購買意向を高める効果は予防焦点，促進

焦点の 2つの要因によって媒介されることを述べる。また，製品関与の高さが促進焦点の

媒介効果を緩和する傾向にあることを明らかにする。 
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第 5 章「異なる製品カテゴリーでの発案者効果」では，発案者効果の消費者レベルにお

ける，その有効性が失われる境界条件を明らかにすることを目的に，製品カテゴリーの違

いに着目した研究を行う。マーケティング・コミュニケーション分野で蓄積のあるロシタ

ー・パーシー・グリッドを援用して，4つの製品カテゴリーを横断的に調査する。低関与–

情報型動機の製品カテゴリーが発案者効果の境界条件であることを述べる。 

第 6 章では本論文のまとめと貢献，今後の研究課題と展望について述べる。 

本論文を俯瞰した研究枠組みは図表 1-1の通りである。 
 
図表 1-1 本論文の研究枠組み 

  
筆者作成 

 

第3章
発案者効果と製品の⾰新性の知覚

第4章
発案者効果と制御焦点理論

第5章
異なる製品カテゴリーでの発案者効果

第２章先⾏研究レビュー

企業レベル

製品レベル

消費者レベル

多くの既存研究が存在する

新製品開発研究
との接続

マーケティング・
コミュニケーション
研究との接続

発案者効果研究

消費者⾏動研究
との接続
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第 2章 発案者効果の先行研究レビュー2 
 

1. 本章の概要 
発案者効果とは，企業がユーザーによるアイデアを活用して開発した新製品を発売する

際に，ユーザーによる発案であるという情報をマーケティング・コミュニケーションに活

用することによって，非参加消費者の購買意欲を高める効果である(岡田, 2019)3。発案者

効果の研究は 2010年代初頭に始まり，近年様々な研究が行われている，イノベーション

研究とマーケティング研究の中間に位置する研究分野である。Management Scienceや

Journal of Marketingといったトップジャーナルを中心に数多くの論文が発表されている

が，これらの研究を俯瞰して整理したレビュー論文は，筆者の知る限り存在しない。 

そこで本章では，発案者効果に関する先行研究のレビューを行う。本研究では，発案者

効果の既存研究を 3つの潮流，すなわち，企業レベルの要因に着目した「企業レベル」研

究，製品レベルの要因に着目した「製品レベル」研究，消費者レベルの要因に着目した

「消費者レベル」研究に分類して整理する。また，各レベルの研究において，発案者効果

のメカニズムを探る「媒介要因」に関する研究と，発案者効果が失われる要因を探る「境

界条件」に関する研究が存在する。これまでに各レベルで明らかになっている媒介要因，

境界条件を整理することで，発案者効果研究の全体を俯瞰するとともに，今後の研究課題

を明らかにすることが本章の狙いである。 

次に，先行研究のレビューから見えてきた 3つの研究課題，すなわち(1)製品レベルでの

媒介要因が明確ではない， (2)消費者レベルの媒介要因を，マーケティング分野の基礎的

な概念で説明できていない，(3)消費者レベルの境界条件が明らかになっていない，という

3つの研究課題を提示する。 

 
2. 企業レベル 
最初の研究潮流は，企業レベル研究である。発案者効果と，非参加消費者による企業や

ブランドに対する知覚との関係性に焦点を当てた研究群である。発案者効果の企業レベル

に着目した先行研究では，3つの媒介要因，すなわち企業の顧客志向(customer 

orientation)，企業のイノベーション能力(innovation ability)，ブランド要因が明らかになって

 
2 本章の内容は下記の論文（招待査読有）をベースに修正したものである。 

岡田庄生(2019). 「ユーザー創造製品の発案者効果」『マーケティングジャーナル』39(2), 61-67. 
3 先行研究には，ユーザーがアイデアを「発案」したという情報に加えて，ユーザーが最終的に製品化す

るアイデアを「選択」したという情報(例えば，「お客様によって選ばれました」という情報表示)の効果

を扱ったものもある(Fuchs & Schreier, 2011)。その研究では，「選択」情報の表示も，「発案」情報と同様

に購買意向を高める効果があることが見出されている。また，クラウドソーシングの最近のレビュー論文

(西川, 2020)では，このような「発案」と「選択」の双方を含んだ情報表示の効果は「ラベル成果」と表

記されている。本研究はユーザーの「発案」情報の効果のみに焦点をあて，「選択」に関する研究はスコ

ープ外であるため，「発案者効果」という表記を採用する。 
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いる(Costa & Coelho do Vale, 2018; Dahl et al., 2015; Fuchs & Schreier, 2011; Kristal et al., 2016; 

Liljedal & Dahlén, 2018; Liljedal 2016; María, 2021; Meißner, Haurand, & Stummer, 2017; 

Schreier et al., 2012; van Dijk, Antonides, & Schillewaert, 2014)。一方，企業レベルの境界条件

要因として，企業やブランドのステータスの高さ(high status)が発案者効果を負の影響へと

転じさせることが確認されている(Fuchs et al., 2013)。 

 
2-1 媒介要因：企業の顧客志向 
媒介要因研究とは，ユーザー発案情報の表示がなぜ非参加消費者の購買意向を高めてい

るのか，そのメカニズムを探る研究である。第一の媒介要因は，企業の顧客志向である。

Fuchs and Schreier(2011)は，ユーザー発案情報の表示が参加消費者に対する影響について実

証的に明らかにする先駆的な研究を行なった。Tシャツ，家具，自転車という異なる 3つ

の製品を用いた実証実験の結果，ユーザー発案情報があるシナリオの方が，企業発案情報

があるシナリオに比べて，製品の購買意向を高めていることが明らかになった。Fuchs and 

Schreier(2011)はこのような効果の背景として，企業の顧客志向の知覚が影響すると主張し

ている。ユーザー発案情報の表示は，ユーザー創造製品を製造している企業の顧客志向の

知覚を高め，その結果，企業への態度や製品への評価を高めているというのである。企業

の顧客志向とは，顧客のニーズとウォンツを十分に理解し満たそうとする企業の志向性を

指す(Brady & Cronin, 2001; Fuchs & Schreier, 2011)。つまり，「お客様のアイデアから生ま

れた」という表示に触れた非参加消費者は，その製品を製造する企業が顧客のニーズを把

握しようと努力している良い企業だと評価して，その結果として製品を高く評価している

と考えられる。 

ユーザー発案情報の表示が購買意向に与える影響が，企業の顧客志向に対する知覚によ

って媒介されることは，Dahl et al.(2015)によって行われた定量的な調査でも明らかになっ

ている。María(2021)による最近の研究でも，企業の顧客志向に対する知覚が購買意向や支

払意思額(WTP)に対して媒介効果があることが示されている。つまり，企業の顧客志向に

対する知覚は，発案者効果の媒介要因であると考えられる。 

 
2-2 媒介要因：企業のイノベーション能⼒ 
第二の媒介要因は，企業のイノベーション能力である。Schreier et al.(2012)は非参加消費者

への定性的なインタビュー調査と定量的な調査を通じて，企業のイノベーション能力に対

する知覚が，購買意向に対して媒介効果があることを明らかにしている。企業のノベーシ

ョン能力とは，その企業がより革新的な製品を生み出すことができるという消費者の知覚

である(Gürhan-Canli & Batra, 2004; Schreier, et al., 2012)。一般的には，企業の専門家の方が

ユーザーに比べて高い製品開発能⼒を持つと考えるのが妥当である(Moreau & Herd, 

2010)。それにも関わらず，なぜ非参加消費者がユーザー創造製品を製造する企業に対して

高いイノベーション能力を知覚するのか，その理由を Schreier et al.(2012)は 22名の半構造
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化インタビューを基に，以下の 4 点にまとめている。すなわち，(1)アイデアの量の多さ，

(2)アイデアの多様性，(3)消費者ニーズの把握，(4)制約のない自由な発想の４点である。

さらに，Tシャツや朝食シリアルを対象とした定量調査を行い，ユーザー発案情報の表示

が購買意向や支払意思額(WTP)を高める効果に対する，企業のイノベーション能力の知覚

による媒介効果を実証している。朝食シリアルを対象とした調査では，ユーザー発案情報

の表示はユーザー創造製品に対する購買意向を高めるだけでなく，口コミ意向は企業発案

情報を表示した場合に比べて約 1.2 倍高く，支払意思額(WTP)は約 1.5 倍高い金額を示すこ

とを明らかにした。また，これらの効果は企業のイノベーション能力に対する知覚を媒介

していることが見出された。つまり，「お客様のアイデアから生まれた」といった情報に

触れた非参加消費者は，ユーザーとの共創を行っている企業の方が高いイノベーション能

力を保有すると評価して，その結果ユーザー創造製品をより高い金額で購入したり，周り

の人に広めたりする可能性があるといえる。 

同様の結果が，調査対象者を 18歳から 29歳のミレニアル世代(millennial generation)に絞

り，iPad カバー，スニーカー，スマートウォッチを対象とした別の研究においても示され

た(Costa & Coelho do Vale, 2018)。この研究では，ユーザーが単独で製品設計に関わったと

するシナリオよりも，ユーザーと企業が共同で設計したとするシナリオの方が，より高い

購買意向を示すことも明らかになっている。つまり，発案者効果を通じて，企業がユーザ

ーのアイデアを採用したり，ユーザーとともに製品を開発していることを非参加消費者に

伝えることで，企業のイノベーション能力への評価を高め，その結果として購買意向を高

めることができることが見出されている。 

このように，Schreierや Fuchsらを中心とした研究グループが，発案者効果の企業レベ

ルの媒介要因を明らかにしていく一方で，これらの研究で行われた実験の多くは企業名や

ブランド名が隠された状態であり，実際の購買状況とは違なる環境だという批判がある

(Liljedal, 2016; Meißner et al., 2017)。 

このような背景の下，非参加消費者のブランドに対する熟知性(familiarity)と発案者効果

の関係を明らかにする研究が行われた。Liljedal(2016)は，実在するブランドを用いて発案

者効果の有効性を研究した。調査では，ナイキのスニーカーとアップルのパソコンが対象

となり，企業名を提示するシナリオと隠すシナリオを用いてその比較を行なった。その結

果，企業名が隠されたシナリオの場合，非参加消費者はユーザー創造製品よりも企業創造

製品に対して高いイノベーション能力や購買意向を示していた。一方，企業名を提示した

シナリオの場合，ユーザー創造製品に対して高い購買意向が示されていた。このような結

果について Liljedal(2016)は，企業名が隠されている場合は新製品プロセスに参加したユー

ザーのイノベーション能力に疑問が持たれるため企業創造製品が選好されるが，企業名を

明らかにする場合はイノベーション能力が担保されるのでユーザー創造製品が選好された

のではないか，と主張している。また，同じ研究においてスニーカーやパソコンに比べて

技術的複雑さが低い製品(炭酸水・洗剤)でも同様の調査が行われ，複雑さが低い製品の場
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合は企業名の提示の有無によらず発案者情報の表示が企業のイノベーション能力や製品態

度に正の影響を与えることが確認された。これは，技術的複雑さが低い製品については，

非参加消費者が新製品開発プロセスに参加したユーザーのイノベーション能力に疑問を持

つ可能性が低いためだと考えられる。 

一方，Meißner et al.(2017)はアップルとノキアの新しいスマートフォンを対象として調査

を行なったが，ユーザー発案情報の表示は企業のイノベーション能力に対する知覚を高め

ていたものの，購買意向への有意な効果は見られなかった。この結果は，企業名を提示し

ており，なおかつ製品の技術的複雑さが高い場合，ユーザー創造製品が選好されるという

Liljedal(2016)の結果と一部矛盾する。これらの研究は，ブランドに対する熟知性という要

因の他に，技術的複雑さ(Schreier et al., 2012)やステータスの高さ(Fuchs et al., 2013)といった

他の要因が影響を与えている可能性がある。 

 
2-3 媒介要因： ブランド要因 
第三の媒介要因は，ブランド要因である。先行研究では，2つのブランド要因，すなわ

ち，(1)ブランドパーソナリティと，(2)ブランドエクイティが媒介要因であることが明らか

になっている。 

まず最初に，ブランドパーソナリティの媒介効果について述べる。van Dijk et al.(2014)

は，オランダで良く知られる食品ブランド「Honing」と架空のブランド「Samo」の新製品

を対象として，発案者効果の影響について調べた。その結果，いずれのブランドにおいて

もユーザー発案情報の表示は購買意向を高めており，ブランド認知の有無による有意な差

はなかった。また，van Dijk et al.(2014)は，ブランドパーソナリティ(Aaker, 1997)で用いら

れる指標の一つである「誠実(sincerity)」に着目して発案者効果のメカニズムを分析してい

る。その結果，発案者情報の表示は企業ブランドの誠実さの知覚を高めることが見出され

た。また，発案者情報の表示が購買意向やクチコミ意向などの行動意図に与える正の影響

は，ブランドの誠実さの知覚によって媒介されていた。つまり，ユーザー発案情報の表示

に触れた非参加消費者は，その製品を提供しているブランドの誠実さに対する評価を高

め，その結果として購買意向を高めていると考えられる。 
次に，ブランドエクイティの媒介効果について述べる。Kristal et al.(2016)は，発案者効

果がブランドエクイティに与える影響を，スポーツ用品ブランドのナイキと，エネルギー

シリアルのブランドであるケルンという 2つの実在するブランドを使って調査を行なっ

た。その結果，ユーザー発案情報の表示はケルンのブランドエクイティを高める効果は認

められたが，ナイキに対しては有意な影響を与えていなかった。ブランド間での異なる結

果について Kristal et al.(2016)は，製品カテゴリーの違いが影響しているのではないかと述

べている。 

また，Liljedal and Dahlén(2018)は，発案者効果がブランドエクイティの中でも「ブラン

ドユニークネス(brand uniqueness)」(Keller, 1993)と「ブランド帰属意識(brand attribution)」
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(van Osselaer & Alba, 2003)という 2つの要因に与える影響を，新製品とブランドへの期待

との一致・不一致という要素を取り入れて研究を行なった。実験では，架空のハンバーガ

ーレストランによる新しいハンバーガー製品(ブランドへの期待と一致)と新しいピザ製品

(ブランドへの期待と不一致)を開発するシナリオを用いて，発案者効果がブランドに与え

る影響を調べた。その結果，発案者効果はブランドへの期待と不一致のシナリオの方が，

一致するシナリオに比べて，ブランドユニークネスに対して有意に高い影響を与えてい

た。ブランド帰属意識は 2つのシナリオで有意な差は確認できなかった。つまり，企業が

ユーザーとの共創により開発した新製品がブランドにとって新しい領域となる場合，発案

者効果を用いることでブランドユニークネスに対する評価を高めることができると考えら

れる。 

ここまでをまとめると，発案者効果の企業レベルにおける既存研究では，3つの媒介要

因が明らかになっている。企業の顧客志向や，企業のイノベーション能力に加えて，ブラ

ンドパーソナリティやブランドエクイティといったブランド要因が，発案者効果の媒介要

因である。また，ブランドに対する熟知性と発案者効果の関係性は，十分に一貫性を持っ

た結果はまだ見出せていないことも確認できた。 

 
2-4 境界条件：ステータスの⾼さ 
境界条件とは，発案者効果の有効性が失われる条件である。企業レベルの境界条件要因

としては，企業やブランドのステータスの高さが発案者効果の影響が失われることが明ら

かになっている。Fuchs et al.(2013)はファッション分野において高ステータスなブランド

(プラダやグッチ，ルイ・ヴィトンなど)と，大衆的なブランド(ZARAや H&M，ディーゼ

ルなど)を対象として，発案者効果の有効性に関する調査を行った。その結果，ユーザー発

案情報の表示は，企業のデザイナー発案情報と比較して，大衆的なブランドでは有効であ

るのに対して，高ステータスなブランドにおいては負の影響を与えることが明らかになっ

た。ラグジュアリーブランドは社会的なステータスのシグナルに大きく関与している

(Wernerfelt, 1990)。そのため，デザインの素人であるユーザーが製品創造に関与している

という情報が，消費者が他者に対して優越感を感じる「代理感情(agentic feeling)」(Locke, 

2003)に対して負の影響を及ぼし，その結果としてユーザー発案情報の表示が購入意向に対

して負の影響を与えるというのである。また，Fuchs et al.(2013)は，高ステータスブランド

の発案者効果を有効にする戦略を提示し，検証を行なっている。具体的には，次の 3つの

表現方法，すなわち(1)アイデア創造に参加したユーザーが，ブランドのデザイナーから承

認を得ていることを伝える，(2)ユーザーを「アーティスト」と表現する，(3)単なるユーザ

ーではなくセレブリティ(ジョージ・クルーニーやエマ・ワトソン)を起用する場合には，

発案者効果が有効となることを明らかにしている。 

Fuchs et al.(2013)の高ステータスにおける発案者効果の負の影響に関する研究は，その対

象をファッション分野に限定されたものではあるが，時計など他の製品カテゴリーにおい
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ても同じような結果が示される可能性は高いと考えられる(Fuchs et al., 2013)。しかし，

Weber, Gruppelaar, and Oosterhof(2016)が行なった，高ステータス自動車ブランドであるメ

ルセデスベンツを対象とした発案者効果の研究では，ユーザー発案情報の表示を，企業発

案情報の表示と比較した場合，ブランドの高級感の知覚(perceived luxury)やブランド態度に

与える影響は有意な差は確認できなかった。Fuchs et al.(2013)と異なる結果を示した理由に

ついてWeber et al.(2016)は，調査で使用した刺激情報の情報量が少なく判断できなかった

のではないかと言及している。 

 
3. 製品レベル 

2つ目の研究潮流が，製品レベル研究である。発案者効果の影響を，製品そのものの性

能や品質と結びつけて解明しようとする研究である。製品レベル研究も，企業レベル研究

と同様に，媒介要因に関する研究と境界条件に関する研究の 2つに整理することができ

る。既存研究では，製品品質が発案者効果の媒介要因であることが明らかになっている

(Nishikawa et al., 2017)。また，技術的複雑さ(complexity)の高さが境界条件であることも見

出されている(Costa & Coelho do Vale, 2018; Liljedal, 2016; Schreier et al., 2012)。 

 
3-1 媒介要因：製品品質 

Nishikawa et al.(2017)は，発案者効果をフィールド実験によって実証する，初めての研究

を行なった。この研究の中で，製品品質に対する知覚が媒介要因であることを明らかにし

ている。フィールド実験に使用されたのは，無印良品ブランドから新たに発売された電気

製品(ブザーや万歩計)と食品(スナック菓子)である。電気製品を対象とした実験では無印良

品 46 店舗を対象にフィールド実験を実施し，67 日間の販売データを分析した。その結

果，ユーザー発案情報を POPに提示した店舗の販売量は，そうでない店舗に比べて約 1.2

倍高かった。 

食品を対象とした実験では，無印良品の 194 店舗を対象としたフィールド調査を行

い，16 日間の販売個数データを用いて分析を行なった。その結果，ユーザ発案情報を POP

で表示した店舗の販売量は，企業の専門家発案情報を POPで表示した店舗の販売量と比較

すると，約 1.5 倍の売上であった。また，統制群(発案情報無し)の場合と比較して，ユーザ

ー発案情報と企業の専門家発案情報のそれぞれの販売量を測定したところ，ユーザー発案

情報の表示は約 20%の売上増加効果があるのに対して，企業の専門家発案情報の表示は有

意な増加効果を示さなかった。このことから，発案者に関する情報がない場合と，企業の

専門家発案情報の表示がある場合とでは，非参加消費者にとって違いがないといえる。ま

た，単に POPの情報量が増加したから売上が伸びたわけではなく，ユーザー発案情報の表

示によって売上が増加していることも，この結果から推測することができる。 

さらに，Nishikawa et al.(2017)は追加的な実験室実験を行い，製品レベルの媒介要因につ

いて分析している。この実験では，ユーザー発案情報の表示が非参加消費者のユーザー創
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造製品の選択意向を高める媒介要因として 2つの変数，すなわち(1)製品品質と(2)新しさの

知覚を採用して調査を行っている。その結果，ユーザー発案情報の表示が選択意向に与え

る影響は，製品品質の知覚によって媒介しており，新しさの知覚は有意な結果を示さない

ことを見出した。つまり，発案者情報の表示は非参加消費者の製品品質に対する知覚を高

め，その結果として選択意向を高めているといえる。ただし，この研究で扱われている製

品品質，新しさという 2つの媒介要因は，調査を通じて得られた回答者の定性的な情報か

ら抽出されたものであり，新製品開発やマーケティング分野の既存研究の概念に基づいた

ものではない点に注意が必要である。 

 

3-2 境界条件：技術的複雑さ 
Schreier et al.(2012)は，技術的複雑さが高い製品(家電製品，ガーデニング用電子機器，

ロボット玩具)と，複雑さが低い製品(Tシャツ，トイレタリー用品，アウトドアスポーツ

用品)を用いて，発案者効果の違いを検証した。その結果，複雑さが低い製品はユーザー発

案情報の表示が購買意向に対して有効であったが，複雑さが高い製品では有意な結果を示

さなかった。つまり，技術的複雑さの高さが発案者効果の境界条件だといえる。これは，

複雑さが高い製品では，ユーザーが効果的なアイデアを創出することが困難であると，非

参加消費者から知覚されるため，発案者効果が失われると考えられる。 

同様の結果が，Costa and Coelho do Vale(2018)が行った，製品の複雑さを 3段階に分け，

iPadカバー(複雑さ低)，スニーカー(中)，スマートウォッチ(高)を使用した実験においても

示されている。技術的複雑さが低い製品では発案者効果は有効であったが，複雑さが中と

高の製品では効果が見られなかった。Costa and Coelho do Vale(2018)は，製品開発者に対す

る類似性(similarity)と専門性(expertise)の知覚はトレードオフの関係にあると指摘する。技

術的複雑さが低い製品では新製品開発プロセスに参加しているユーザーと非参加消費者と

の類似性に対する知覚が高まるが，技術的複雑さが高い製品では企業の専門家の専門性に

対する知覚が高まる。この結果は Schreier et al.(2012)の結果と一貫しており，技術的複雑さ

が高い製品において，非参加消費者はユーザーが複雑な製品のアイデアを創造するために

十分な専門性を持っているとは考えておらず，ユーザーよりも企業の専門家に対してイノ

ベーション能力が高いと感じているため，ユーザー創造製品よりも企業創造製品を選好す

るといえる。 

María(2021)は，健康増進に関わる製品分野において，4つの技術的複雑さが高い製品(紫

外線クリップ検出器，スマートフォーク，姿勢トレーナーデバイス，フードスキャナー)

と，4つの複雑さが低い製品(バッグホルダークリップ，シリコンオーブンラックプロテク

ター，ジャーオープナー，ペングリップ)を対象に，発案者効果を検証した。分析の結果，

ユーザーがアイデア発案に参加したという情報は，企業の顧客志向に対する知覚を高め

て，購買意向や口コミ意向に正の影響を与えていた。また，技術的複雑さの高さはこれら

の効果に対して負の影響を与えていた。 
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以上のような先行研究の結果から，製品レベルの発案者効果において技術的複雑さの高

さが発案者効果の境界条件，すなわち，その有効性が失われる条件であるといえる。つま

り，技術的複雑さが高いハイテク分野(high-tech domain)の製品は発案者効果の有効性が失

われる。一方で，技術的複雑さが低いローテク分野(low-tech domain)の製品については，非

参加消費者に対してユーザーが新製品開発に関わっていることをマーケティング・コミュ

ニケーションで活用することは有効な手法だと考えられる(Nishikawa et al., 2017)。なお，

本論文では，ハイテク分野の製品は，電子機器や家電製品，衣料品など技術的複雑さが高

い製品カテゴリーを，ローテク分野の製品とは Tシャツや雑貨，食品や飲料など，技術的

複雑さが低い製品を指すこととする。 

ただし，これはハイテク分野の製品開発にユーザーを参加させること自体を否定するも

のではない。実際，パソコンメーカーのデルはユーザーのアイデアを基にした製品開発を

行っている(Bayus, 2013)。他にも，製薬会社であるイーライ・リリーは患者を製品開発プ

ロセスに参加させている(Sawhney, Verona, & Prandelli, 2005)。問題となるのは，ユーザーが

製品開発に参加したという情報を非参加消費者に伝達した際に生じるマイナスの心理的効

果である。 

 
4. 消費者レベル 
最後の研究潮流は，消費者レベル研究である。これまでの研究潮流が，企業や製品など

供給側の要因に着目しているのに対して，消費者レベル研究は発案者情報に触れた非参加

消費者，すなわち需要側の要因に着目した研究群である。既存研究からは，企業と消費者

の結びつきの強さを示す社会的アイデンティティ(social identification)や，自分自身の内部

情報と参照して関連付ける自己参照(self-referencing)が媒介要因であること，共創に対する

熟知性(familiarity)や権力格差(power-distance)が境界条件であることが明らかになっている

(Dahl et al., 2015; Liljedal & Berg, 2020; Paharia & Swaminathan, 2019; Schreier et al., 2012; Song, 

Jung, & Zhang, 2021; Wang et al., 2019; Zuniga Huertas & Pergentino, 2020)。 

 
4-1 媒介要因：社会的アイデンティティ 

Dahl et al.(2015)は，ユーザー創造製品を製造する企業と非参加消費者との心理的な結び

つきを，社会的アイデンティティ理論(Tajfel & Turner, 1986)を援用して明らかにした。社

会的アイデンティティとは，類似する社会的メンバーに自己の所属を感じることである。

類似する他者の行動や業績が自己に影響を与えることがある。例えば，⼥性がノーベル賞

を受賞した場合，それを見た⼥性は⼥性としての社会的アイデンティティを活性化させた

結果，その賞を光栄に思うようになる(Dahl et al., 2015)。同様に，ユーザー発案情報の表示

に触れた非参加消費者は，自分と似ている存在である一般ユーザーが新製品開発プロセス

に参加していることを知覚して，自己の社会的アイデンティティを活性化させた結果，ユ

ーザー創造製品の購買意向が高まる可能性がある(Dahl et al., 2015)。Tシャツやシリアルを
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対象に行なった調査の結果，発案者効果が購買意向に与える影響は，社会的アイデンティ

ティによって媒介されることが明らかになった。また，非参加消費者が女性の場合，企業

が男性ユーザーの発案により新製品を創造したとするシナリオよりも女性ユーザーの発案

により新製品を創造したとするシナリオの方に高い類似性を感じており，より強い購買意

向を示していた。さらに，ソフトウェアを対象とした調査では，製品開発プロセスに限定

的なユーザーのみが参加したとするシナリオよりも，すべてのユーザーにオープンに開か

れていたとするシナリオの方が，社会的アイデンティティを活性化させ，その結果として

購買意向に正の影響を与えていた。つまり，非参加消費者はユーザー発案情報に触れるこ

とにより社会的アイデンティティを活性化させ，あたかも自分自身が企業と共同で製品開

発をしたかのような感覚を持ち，その結果として購買意向が高まると考えられる。また，

自分自身との類似性が低い場合や，自分自身が開発プロセスに参加不可能な場合は，その

効果が緩和されることも見出された。 

Liljedal and Berg(2020)も同様に，ユーザー発案情報の表示がブランド態度に与える正の

影響は，新製品開発プロセスに参加したユーザーが自己と同一グループであると知覚する

ことによって強くなることを明らかにした。この研究では，地元で有名なチョコレートブ

ランド「Marabou」を用いて，大学生を対象に調査が行われた。チョコレートのフレーバ

ーコンテストで優勝したユーザーについての情報をテキストと写真の組み合わせで非参加

消費者に与えたところ，テキスト，写真によって自己と同一グループ(同じ都市出身で同じ

大学の OB)であるシナリオの方が，異なるグループ(遠く離れた小さな村に住む，現在失業

中の男性)のシナリオと比較して，高いブランド評価を示していた。これらの先行研究か

ら，発案者効果が購買意向に与える影響は，新製品プロセスに参加したユーザーとの類似

性により活性化された，非参加消費者の社会的アイデンティティによって媒介されてお

り，自己と異なる存在であると認識した場合には，その有効性が失われる可能性が高いと

いえる。 

 
4-2 媒介要因：⾃⼰参照 

Wang et al.(2019)は，発案者情報を含む複数の情報によって生じる非参加消費の「自己参

照」(Escalas, 2007)が，発案者効果の媒介要因であることを見出した。自己参照とは，提示

された情報を自分自身の内部情報と参照し，関連付けて精緻化する認知プロセスのことで

ある(Escalas, 2007)。物語的説得理論(Escalas, 2007; Green & Brock, 2000)によれば，広告な

どで登場人物の物語を用いることで，消費者の自己参照が活性化し，強い感情的な反応を

誘発して説得力を高めるといわれている。Wang et al.(2019)は，ユーザー創造製品が持つユ

ニークな特徴として，ユーザーによるアイデア創造の物語を企業のマーケティング・コミ

ュニケーションに活用できる点に着目した。そして，企業メッセージとユーザーによるア

イデア創造物語の志向性が一致している場合よりも，不一致な場合の方が自己参照が活性

化して購買意向が高まる「ミスマッチ戦略」を見出した。 
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ミスマッチ戦略を検証するために，Wang et al.(2019)は，「スターバックス・ダブルショ

ット・エナジー・コーヒー・メキシカン・モカ」というユーザーのアイデアから生まれた

新しい缶コーヒーを対象に調査を行った。この調査では，2種類の異なる志向性の情報，

すなわち接近志向(approach-oriented)と回避志向(avoidance-oriented)が援用されている。接近

志向とは理想に近づく望ましい結果を達成しようと動機付ける志向性である。回避志向と

は，不快または望ましくない結果を回避しようと動機付ける志向性である。 

この調査で採用された製品のユーザー創造物語を，スターバックスのアイデア投稿サイ

ト「スターバックスアイデア」で調べたところ，その内容は接近志向であった(「私が幼い

頃，おばあちゃんが話してくれました。寒くて憂鬱な冬の日の夜に理想的な飲み物は，ク

リーミーなチョコレート，新鮮なシナモンスティック，砂糖，そしてスチームしたミルク

で作られた美味しいメキシカンホットチョコレートだと。」)。そこで，同時に表示する企

業の説得的メッセージを，接近志向(「一口飲めば，冬の暖かさと喜びを感じることができ

ます」)と回避志向(「一口飲めば，冬の寒さや憂鬱な気分とはサヨナラできます」)の 2種

類用意して，情報の組み合わせの違いが購買意向に与える影響を分析した。その結果，メ

ッセージの志向性の組み合わせがミスマッチである場合，すなわちユーザー創造物語が接

近志向であり，企業メッセージが回避志向である場合の方が，非参加消費者の自己参照を

活性化させ，その結果として購買意向を高めることを見出した。このような結果を示す理

由として，不⼀致な情報を提示された時の方が，非参加消費者はメッセージを理解するた

めに自分自身の情報検索により深く関与するため，自己参照を活性化させて，購買意向を

高めていると考えられる。 

Wang et al.(2019)はさらに，ユーザー創造製品を扱う共創型プラットフォームである「ク

アーキー」で開発・販売された製品の中から 122製品を抽出し，発売から 60 日間の売上

と，製品の情報発信における企業とユーザーのメッセージの志向性の一致・不一致の関係

を調査している。その結果，情報が不一致であるコミュニケーションを行なった製品の方

が，情報が一致している製品に比べて 94.9%高い売上を生み出していたことが明らかにな

った。つまり，マーケティング・コミュニケーションにおいて志向性が不一致となるメッ

セージを用いることで，非参加消費者がより深くその情報と自分の経験を関連づけるの

で，購買意向が高まるといえる。 

Wang et al.(2019)と同様に，異なる 2つの情報の関係性に着目して発案者効果について分

析しているのが，Zuniga Huertas and Pergentino(2020)である。この研究では，携帯電話のプ

ランやクレジットカードのポイントプログラムを対象に，その製品カテゴリーに対するコ

ンテクストと発案者効果の関係について調査を行なった。その結果，事前に携帯電話やク

レジットカードに対して世の中の人々の満足度が低いという否定的なニュースに触れた非

参加消費者は，企業創造製品よりもユーザー創造製品に対して高い購買意向を示すことが

明らかになった。コンテクストに関する研究によれば，消費者が意思決定を行う際にはア

クセス可能なコンテクストに基づいて評価を行う(Schwarz & Bless, 1992)。よって，事前に
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製品やサービスの否定的なコンテクストを得た場合には，企業に対する開発能力に疑問を

持ち，ユーザーとの共創によって創造された製品を選好するというのである。この研究

も，いわば事前に非参加消費者が得た製品カテゴリーに関する否定的なコンテクストが回

避志向を誘発し，「ユーザーとの共創」という伝統的な企業とは異なる新しい製品開発プ

ロセスが接近志向の情報となり，2つの情報のミスマッチが生まれているといえる。この

ような情報のミスマッチが生み出す自己参照の活性化が，発案者効果の有効性を高めてい

ると考えられる。 

 
4-3 境界条件：ユーザー共創の熟知性 
消費者レベルの 1つ目の境界条件は，ユーザー共創の熟知性(familiarity)である。Schreier 

et al.(2012)はシリアルを対象とした発案者効果の調査の中で，企業とユーザーとの共創活

動に対する熟知性の低さが，ユーザー創造製品を製造する企業のイノベーション能力に対

する知覚を減退させ，結果として発案者効果が失われる境界条件であることを明らかにし

た。自分自身が企業との製品開発などの共創活動に関与したことがなかったり，そのよう

な活動を行なっている人が身の回りにいない非参加消費者においては，発案者効果の有効

性は低減する。これは，人は，自分の特徴や信念，態度などを他者に投影する傾向にある

という社会認知心理学の分野の知見からも示すことができる(Kawada, Oettingen, Gollwitzer, 

& Bargh, 2004)。つまり，ユーザー共創への熟知性が低い非参加消費者は，ユーザー発案情

報に触れたとしても，新製品開発プロセスにユーザーが参加しているという事実に否定的

な考えを持つと考えられる。 

ただし，ユーザー共創の熟知性が低い非参加消費者に対しても，マーケティング・コミ

ュニケーション上の工夫で発案者効果が失われる状態を回避できるとする研究もある。

Jacobsen, Tudoran, and Martinez(2020)は，スナック菓子を対象に，非参加消費者のユーザー

共創の熟知性と発案者効果の関係性について調査を行なった。その結果，共創の熟知性が

低い非参加消費者に対して，企業とユーザーとの共創活動について，企業から情報発信す

る場合(「X社は消費者コミュニティと協力してこの製品を開発しました」)よりも，共創

に参加したユーザーから情報発信する場合(「私たちはあなたと同じ消費者で，X社と協力

して製品を開発しているユーザーの集まりです」)の方が，共創に参加したユーザーの正直

さ(honesty)や能力(competence)の知覚を高めることが明らかになった。つまり，ユーザー共

創の熟知性の低さは発案者効果が失われる境界条件であるが，マーケティング・コミュニ

ケーションにおいて共創に参加したユーザーによる情報発信を用いることで，発案者効果

の有効性を高めることができるといえる。 

 

4-4 境界条件：権⼒格差 
Paharia and Swaminathan(2019)は，ユーザー創造製品の発案者効果を国家単位で比較し，

権力格差がその有効性に影響することを明らかにした。権力格差とは，国家において国民
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が権力の不平等を予期し，受け入れている程度のことを指す(Hofstede, Hofstede, & Minkov, 

2010)。研究では，権力格差の高い国家(グアテマラ)と，低い国家(オーストリア)におい

て，ユーザーおよび企業が発案したサービスに関する Facebook広告を用いたフィールド実

験が行われた。その結果，権力格差の高い国ではユーザー発案サービスが，権力格差の低

い国では企業発案サービスが選好されることが確認された。このような結果から，上下関

係を受け入れる権力格差が高い国では，ユーザーが企業の製品開発に関与すべきではない

と考える国民が多いため，発案者効果の有効性は失われると考えられる。 

Paharia and Swaminathan(2019)はさらに，実際のマーケティング・コミュニケーション戦

略においてマーケターが管理しやすい指標に置き換えるために，米国内の非参加消費者が

持つ政治的志向性(保守 vs リベラル)を権力格差の代理変数として使用した上で，ソフトウ

ェアや家具を対象に調査を行なった。その結果，政治的志向性がリベラルな非参加消費者

の方が，ユーザー発案情報の表示に高いエンパワーメントを感じ，その結果として購買意

向を高めていることが明らかになった。一方，保守的な政治志向性を持つ非参加消費者は

専門知識を重視するため，企業が発案した製品の品質を高く評価し，購買意向を高めてい

た。 

Song et al.(2021)も同様に権力格差に着目して，発案者効果との関係性について研究を行

なっている。この研究では，企業に対する同一化(identification)と信頼(trsut)に対して，権力

格差が与える影響に着目した調査が行われている。Song et al.(2021)は，権力格差が高い中

国と低いアメリカの非参加消費者を対象に，Tシャツを対象とした調査を行った。その結

果，権力格差が低い国(アメリカ)の非参加消費者は新製品開発プロセスにユーザーを参加
させている企業への同一化を媒介としてユーザー創造製品を選好し，権力格差が高い国(中
国)の非参加消費者は企業のプロフェッショナルに対する信頼を媒介として企業創造製品を

選好することが明らかになった。また，同じ国の国民であっても，個人の権力格差志向が

低い非参加消費者は同一化を媒介にユーザー創造製品を，個人の権力格差志向が高い非参

加消費者は信頼を媒介に企業創造製品を好むことも実証した。 
これらの先行研究から，非参加消費者の権力格差の高さが，発案者効果の有効性が失わ

れる境界条件であるといえる。また，権力格差の高さが発案者効果の影響が失われる理由

として，権力格差の高い非参加消費者が企業のプロフェッショナルに対して高い信頼を感

じている点があることも明らかになった。企業のプロフェッショナルに比べてユーザーの

方が専門知識が低いと知覚されていることは，すでに様々な研究において明らかになって

いる (Costa & Coelho do Vale 2018; María, 2021; Moreau & Herd, 2010; Schreier et al., 2012)。

非参加消費者の権力格差の高さはこの傾向をより強め，発案者効果の有効性が失われると

考えることができる。 
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図表 2-1 発案者効果に関する主な既存研究 

潮流 分類 主な変数 

①企業レベル 
媒介要因 

企業の顧客志向(Dahl et al., 2015; Fuchs & Schreier, 2011; María, 2021) 

企業のイノベーション能⼒(Costa & Coelho do Vale, 2018; Schreier et al., 2012) 

ブランド要因(Kristal et al., 2016; Liljedal, 2016; Liljedal & Dahlén, 2018, van Dijk 

et al., 2014) 

境界条件 ステータス(Fuchs et al., 2013) 

②製品レベル 
媒介要因 製品品質(Nishikawa et al., 2017) 

境界条件 技術的複雑さ(Costa & Coelho do Vale, 2018; María, 2021; Schreier et al., 2012) 

③消費者レベル 

媒介要因 
社会的アイデンティティ(Dahl et al., 2015; Liljedal & Berg, 2020) 

⾃⼰参照(Wang et al., 2019; Zuniga Huertas & Pergentino, 2020) 

境界条件 
ユーザー共創の熟知性(Jacobsen et al., 2020; Schreier et al., 2012) 

権⼒格差(Paharia & Swaminathan, 2019; Song et al., 2021) 

筆者作成 
 

5. まとめと研究課題 
ここまで，発案者効果が非参加消費者の購買意向に与える影響に関する既存研究を，企

業レベル，製品レベル，消費者レベルの 3つの潮流に分類して整理してきた(図表 2-1)。そ

の結果，企業レベルの研究においては，企業の顧客志向や企業のイノベーション能力，ブ

ランドパーソナリティやブランドエクイティなどが媒介要因であることが明らかになると

共に，ステータスの高さが境界条件であることが確認された。また，製品レベルにおいて

は，製品品質という媒介要因と，技術的複雑さという境界条件が明らかになった。消費者

レベルにおいては，社会的アイデンティティや自己参照という媒介要因と，ユーザー共創

の熟知性や権力格差という境界条件が確認できた。 

ここ 10年ほどで急速に研究が進んできた発案者効果研究であるが，俯瞰して全体像を

見てみると，初期の研究は企業レベルの研究が多く，近年は消費者レベルの研究が増えて

いることがわかる。これは，企業のマネジメント研究の一分野であるユーザー・イノベー

ションから発案者効果研究が派生していることが要因として考えられる。よって，特に媒

介要因の研究については，企業レベルの媒介要因は広く研究されているものの，製品レベ

ルや消費者レベルの媒介要因研究はまだ十分とはいえない。また，特に消費者レベルの研

究については，いくつかの媒介要因や境界条件が明らかになっているものの，マーケティ

ング分野の研究の知見を生かしたさらなる拡張が可能であると考えられる。 
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そこで本節では，発案者効果の先行研究の整理を踏まえた上で，(1)製品レベルでの媒介

要因が明確ではない，(2)消費者レベルの媒介要因をマーケティング分野の基礎的な概念で

説明できていない，(3)消費者レベルの境界条件が明らかになっていない，という 3つの研

究課題を提示する。 

 
5-1 製品レベルの媒介要因に関する研究課題 
第一に，製品レベルに着目した媒介要因が十分に解明されていない点である。先述の通

り，企業の顧客志向やイノベーション能力など，企業に関連する媒介要因を対象とした研

究の多さと比較すると，製品レベルの媒介要因研究はいまだ少なく，十分な知見が蓄積さ

れているとはいえない。しかし，実際の購買行動の現場において，非参加消費者の購買意

思決定は，製品を製造する企業やブランドの影響を受けるものの，製品そのものから受け

る影響も十分に大きいと考えられる。よって，発案者効果の製品レベルの媒介要因，すな

わち製品そのものに対する知覚を対象とした媒介要因をより明確にすることは，発案者効

果研究にとって重要な課題であるといえる。 

Nishikawa et al.(2017)による研究は，製品品質が媒介要因であることを明らかにした点で

大きな貢献はあるものの，製品品質の定義のあいまいさに課題がある。この研究は発案者

効果のフィールド実験が最大の目的であり，製品レベルの媒介要因は補足的な実験室実験

で明らかになっている。また，実験室実験で扱われている 2つの媒介要因，すなわち製品

品質と新しさという媒介要因は，新製品開発分野やマーケティング分野の先行研究の枠組

みから定義されたものではなく，アンケート調査の定性的なコメントから抽出されたもの

となっており，その定義が十分ではない。具体的には，製品品質を測定する質問の内容

が，「アイデアの素晴らしさ」や「ユーザーニーズのフィット」など複数の要因が混在し

ており，その定義が明確に定まっておらず，製品レベルの要因を十分に明らかにできてい

るとはいえない。また，新しさを測定する質問項目においても，企業が採用した製品開発

プロセスの新しさと，製品そのもののアイデアの新しさの 2つのが混在しており，企業レ

ベルの要因と製品レベルの要因の区別がなされていない。 

製品レベルの媒介要因をより詳細に分析するために，新製品開発分野やマーケティング

分野の既存研究から蓄積のある概念を用いて研究を行うことが重要だと考えられる。発案

者効果の源流でもあるユーザー・イノベーションの先行研究では，ユーザーにより発案さ

れたアイデアを評価する概念として革新性4(innovativeness)が用いられている(e.g., Franke, 

Poetz, & Schreier, 2014; Jensen et al., 2014; Lilien, Morrison, Searls, Sonnack, & von Hippel, 2002; 

Moreau & Dahl, 2005; Poetz & Schreier, 2012)。革新性は，新製品開発分野の研究で広く用い

られている概念である。一方で，発案者効果の製品レベル研究においては，革新性の視点

 
4 製品の革新性(innovativeness)は，製品の創造性(creativity)という言葉が使われることもある(e.g., Im & 

Workman, 2004; Jackson & Messick, 1965)。 
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から行われた研究は多くない。よって，製品レベルの媒介要因として，革新性概念を用い

て研究を行うことは，発案者効果研究を拡張する上で大きな意義がある。そこで，以下の

研究課題を設定する。 

 

RQ1. 発案者効果の製品レベルの媒介要因を，革新性の概念を用いて示すことはできる

のか？ 

 
 

5-2 消費者レベルの媒介要因に関する研究課題 
第二に，消費者レベルに着目した媒介要因に関する研究課題である。先述の通り，企業

のイノベーション・マネジメント研究から派生した発案者効果研究はこれまで，企業や製

品など供給側に立脚した研究が多く，受容側である消費者の特性を取り入れた研究は十分

であるといえない(Paharia & Swaminathan, 2019)。そのような批判の下，近年では消費者レ

ベルの発案者効果研究が増加している。 

その中でも，特に消費者レベルの媒介要因研究に着目すれば，既存研究では社会的アイ

デンティティ(Dahl et al., 2015)と自己参照(Wang et al., 2019)の存在が明らかになっている。

しかし，社会的アイデンティティの存在を明らかにした Dahl et al., (2015)は，企業の顧客

志向と非参加消費者の心理的変化との関係性に着目した研究であり，企業レベルと消費者

レベルが混在した研究だといえる。また，自己参照を明らかにしたWang et al.(2019)は，

情報量の多い物語形式の広告を用いた場合にのみ発生する要因であり，例えば店頭 POPや

製品パッケージなど情報量が少ない場合における発案者効果へ一般化することに限界があ

る。いずれの研究も，消費者レベルの媒介要因研究として貢献はあるものの，マーケティ

ング分野や消費者行動分野との接続は十分になされておらず，研究の余地がまだ大きい。 

非参加消費者という大きな市場の獲得を考えた場合，既存のマーケティング分野や消費

者行動分野で蓄積のある動機や知識といった基礎的な要因を用いた研究が求められる

(Schreier et al., 2012)。特に消費者の動機については，ユーザー・イノベーション研究では

数多くの動機研究がされているが(e.g., Jeppesen & Frederiksen, 2006; von Hippel, 2005)，発案

者効果研究において購買動機に着目した研究は十分に行われていない。ユーザー発案情報

の表示が購買意向を高める背景に，非参加消費者の購買動機による媒介効果があるのかを

明らかにすることは，研究および実務において大きな貢献があると考えられる。よって，

次の研究課題を提示する。 

 

RQ2. ユーザー発案情報の表示が購買意向に与える影響は，購買動機によって媒介され

ているのか？ 
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5-3 消費者レベルの境界条件に関する研究課題 
第三に，消費者レベルの境界条件研究が十分に解明されていない点である。発案者効果

の境界条件に関する既存研究を俯瞰すると，企業レベルと製品レベルでは実務上も研究上

有用性の高い境界条件が明らかになっている。製品レベルでは高ステータスが(Fuchs et al., 

2013)，製品レベルでは技術的複雑さの高さ(Costa & Coelho do Vale, 2018; Schreier et al., 

2012)が境界条件であるという堅牢性の高い結果が示されている。それと比較すると，消費

者レベルの境界条件は近年研究が進められているものの，十分に研究が進んでいるとはい

えない。既存研究からは，消費者レベルの境界条件としてユーザー共創の熟知性 (Jacobsen 

et al., 2020; Schreier et al., 2012)と権力格差(Paharia & Swaminathan, 2019; Song et al., 2021)が

明らかになっている。しかし，企業のマーケターはユーザー創造製品のマーケティング・

コミュニケーション戦略を立案する際に，消費者のユーザー共創の熟知性や権力格差を把

握することは容易ではない。先述の消費者レベルの媒介要因研究の研究課題と同様に，境

界条件においてもマーケティング分野の基礎的な概念，例えば消費者の関与や動機などを

用いた研究が必要である。 

また，製品レベルの既存研究において，技術的複雑さが高い，いわゆるハイテク分野の

製品カテゴリーでは発案者効果が失われることが明らかになっている(Costa & Coelho do 

Vale, 2018; María, 2021; Schreier et al., 2012)。では，技術的複雑さが低いローテク分野の製

品カテゴリーでは，すべての製品で発案者効果が有効性なのであろうか。このような，ロ

ーテク分野の製品カテゴリーを対象とした境界条件は，これまで十分に研究されてきてい

ない。ユーザー・イノベーション分野の既存研究によれば，ユーザー・イノベーションが

発生する製品分野は，医療分野(2.4%)など技術的複雑さが高い分野よりも，住居関係

(45.8%)，乗り物関係(9.6%)，工芸・工作道具(8.4%)，スーポツ・趣味(7.2%)，ガーデニン

グ(6%)，子供関連(6%)など技術的複雑さが低い分野の方が多いことが明らかになっている

(Ogawa & Pongtanalert, 2011)。つまり，企業とユーザーとの共創により生まれるユーザー創

造製品も，大部分がローテク分野の製品であると考えられる。にもかかわらず，これらロ

ーテク分野の製品において，製品カテゴリーの違いに着目した研究は十分に行われていな

い。発案者効果はすべてのローテク分野の製品で有効であるのか，もしくは有効性を失う

製品カテゴリーが存在するのか，製品カテゴリーの違いに着目して境界条件を探る研究を

行うことは，発案者効果研究を拡張する上で重要な示唆を与えると考えられる。 

以上をまとめると，消費者レベルの境界条件研究について，近年研究が進められている

ものの，マーケティング分野との接合は十分に行われておらず，研究の余地が大きい。ま

た，ユーザー創造製品の多くはローテク分野の製品カテゴリーであるにもかかわらず，ロ

ーテク分野を対象とした製品カテゴリーの違いによる境界条件が明らかになっていないこ

とが課題としてあげられる。そこで，以下の研究課題を設定する。 
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RQ3. ローテク分野において，発案者効果の消費者レベルでの境界条件となる製品カテ

ゴリーとは何か？ 

 
5-4 研究課題のまとめ 
本節で述べた研究課題をまとめると，以下のようになる。企業のイノベーション・マネ

ジメント研究から派生した発案者効果研究は，企業レベルは多くの研究が行われている一

方で，製品レベルや消費者レベルにおいては研究の数が少ないだけでなく，既存のマーケ

ティング分野や製品開発分野，消費者行動分野などの関連分野で蓄積がある概念を用いた

研究が十分なされているとはいえない。発案者効果研究のさらなる発展のためにも，発案

者効果の影響が十分に明らかになっているとはいえない点を，既存のマーケティング分野

の知見と接続させて定量的に研究を進めることによって，既存研究の拡張に貢献するのが

本論文の狙いである。リサーチクエスチョンをまとめて再掲すると以下の通りになる。 

 

RQ1. 発案者効果の製品レベルの媒介要因を，革新性の概念を用いて示すことはできる

のか？ 

 

RQ2. ユーザー発案情報の表示が購買意向に与える影響は，購買動機によって媒介され

ているのか？ 

 

RQ3. ローテク分野において，発案者効果の消費者レベルでの境界条件となる製品カテ

ゴリーとは何か？ 

 

以上の 3つの研究課題について，次章以降で実証的に明らかにしていく。 
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第 3 章 発案者効果と製品の⾰新性の知覚5 
 

1. 本章の概要 
本章では，発案者効果の製品レベルにおける媒介要因に着目した研究を行う。 

発案者効果に関する研究は，企業側の要因に焦点を当てた「企業レベル」研究，製品そ

のものに要因を探る「製品レベル」研究，発案者情報に触れた非参加消費者の要因に着目

した「消費者レベル」研究の 3つの潮流に分類することができる(岡田, 2019)。また，そ
れぞれの潮流において，発案者効果が非参加消費者の購買意向を高める背景に存在する媒

介要因を探る研究が進められている。企業レベルにおける既存研究では，企業の顧客志向

やイノベーション能力など複数の要因が明らかになっているが，製品レベルにおける既存

研究では，媒介要因は十分に明らかになっていない。そこで本章では，製品レベルの媒介

要因に焦点を当てて，発案者情報の表示が消費者の製品に対する知覚にどのような影響を

与えているのかを調べることで，RQ1.「発案者効果の製品レベルの媒介要因を，革新性の

概念を用いて示すことはできるのか？」に答える。既存研究の中でも新製品開発分野やマ

ーケティング分野で蓄積のある革新性概念を用いて，発案者効果が持つ製品レベルの媒介

要因を明らかにすることを目指す。 
 

2. 先⾏研究のレビュー 
本節では，RQ1.「発案者効果の製品レベルの媒介要因を，革新性の概念を用いて示すこ

とはできるのか？」に答えるために，発案者効果に関する既存研究のうち，製品レベルの

媒介要因研究の課題を改めて整理する。続いて，本研究において製品レベルの媒介要因と

して採用する製品の革新性を構成する 2つの要因，すなわち新奇性(novelty)と有用性

6(meaningfulness)の先行研究レビューを行う。 

 

2-1 発案者効果の既存研究における課題の整理 
本項では，製品レベルの媒介要因に関する先行研究の課題を改めて整理する。 

製品レベルでの媒介要因を取り扱った数少ない研究に，Nishikawa et al.(2017)による研究

がある。Nishikawa et al.(2017)は，発案者効果の有効性をフィールド実験で明らかにした初

めての研究でもある。この研究では，発案者効果のフィールド実験に加えて，追加的な実

験室実験も行われている。実際にフィールド実験で使用された店頭 POPを使用してアンケ

ート調査を行い，発案者効果の確認に加えて自由回答を用いた定性的な調査も行ってい

 
5 本章の内容は下記の論文（査読有）をベースに修正したものである。 

岡田庄生(2020). 「ユーザー創造製品の情報表示が消費者の製品選択に与える影響 : 新奇性と有用性の

媒介効果に着目して」『広告科学』67, 1-19. 
6 製品の有用性(meaningfulness)は，appropriateness(e.g., Jackson & Messick, 1965; Sethi, Smith, & Park, 2001)
や utility (Stock & von Hippel, 2015)という言葉が使われることもある。 
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る。そこから(1)製品品質(quality)，(2)新しさ(newness)という 2つの媒介要因を作成し，質

問票に落とし込む形で再度アンケート調査を行い，媒介分析を行なっている。その結果，

発案者効果が非参加消費者の製品選択意向に与える正の影響は，製品品質によって媒介さ

れていることを見出した。また，新しさの媒介効果は有意な結果を示さなかった。  

この研究は，企業レベルの媒介要因研究が多かった発案者効果研究において，製品レベ

ルの媒介要因を明らかにしている点で大きな貢献があるものの，製品品質の定義が明確に

定まっていないという課題がある。具体的には，品質を測定する質問項目に，「アイデア

の素晴らしさ」や「ユーザーニーズのフィット」など複数の視点が混在しており，要因を

十分に明らかにできているとはいえない。また，新しさを測定する質問項目においても，

「製品の作成方法は私にとって完全に新しい」「製品は斬新で革新的なアイデアに基づい

ている」など，企業が採用した製品開発プロセスの新しさと，製品アイデアの新しさの 2

つが混在しており，企業レベルの要因と製品レベルの要因の区別がなされていない。発案

者効果の企業レベル研究において，ユーザー発案情報の表示は製品開発プロセスの新しさ

の知覚につながることは，既に明らかになっている(Schreier et al., 2012)。しかし，製品レ

ベル研究において，製品アイデアの新しさが選択意向を高める媒介要因となっているかに

ついては，これまで十分に明らかにされていない。 

そこで，本研究では，製品レベルの媒介要因を明らかにするために，ユーザー発案情報

の表示による非参加消費者の製品に対する知覚の影響を，既存の製品開発分野やマーケテ

ィング分野の研究で蓄積のある概念を用いて，実証的に明らかにすることを目指す。 

 

2-2 製品の⾰新性に関する先⾏研究レビュー 
本研究では，製品レベルの媒介要因を明らかにするため，新製品の評価指標として伝統

的に用いられる概念である革新性に着目する。革新性は通常，新奇性と有用性という 2つ

の概念によって測定されている(e.g., Im & Workman, 2004; Jackson & Messick, 1965; Sethi et 

al., 2001; Szymanski, Kroff, & Troy, 2007)。 
新製品の市場での成果に関する様々な研究を通じて，新製品の革新性が市場での成功に

おいて大きな要因であることが明らかになっている(Szymanski et al., 2007)。Szymanski et 

al.(2007)は，新製品の市場成果と製品の革新性に関して，32の既存研究を対象にメタ分析

を行っている。その結果，新製品の革新性が消費者の購入意向，口コミ，満足度，ロイヤ

ルティを高め，市場での成果を高めることを明らかにしている。 

また，Szymanski et al.(2007)は，製品の革新性を測定する尺度に関する既存研究について

もメタ分析を行なっている。従来，革新性の構成要素としては以前の製品との相対的な新

しさ，すなわち新奇性による 1 要因での測定が主流だった(e.g., Firth & Narayanan, 1996)。

しかし現在では，新奇性に加えて，新製品が顧客にとって有用なものであるかどうかとい

う有用性を加えて，新奇性と有用性の 2つの側面で測定する研究が主流となっている(e.g., 

Cooper & Kleinschmidt, 1987 ; Im & Workman, 2004)。新奇性とは，製品のコンセプト，アイ
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デア，または目的が，対象となる分野において従来の製品と異なる程度や，競合他社の製

品との違いの度合いを指す(Jackson & Messick, 1965; Sethi et al., 2001)。有用性とは，製品が

ユーザーにとって役に立つ，あるいは有益であると見なされる程度を指す(Jackson & 

Messick, 1965; Sethi et al., 2001)。したがって，新製品の革新性とは，新製品が従来の製品と

比較して新しく，かつ顧客にとって有益である度合いを意味する。Szymanski et al.(2007)に

よれば，製品の革新性と市場の成果の関係を扱った研究のうち，革新性を新奇性と有用性

の 2 要因で分析している研究の方が，新奇性の 1 要因で分析している研究に比べて，新製

品の市場でのパフォーマンスとの関連性が強固であった。 

近年の新製品に関する先行研究では，多くの研究が新奇性と有用性の 2 要因を用いてい

る。Rubera, Ordanini and Griffith(2011)は，飲料カテゴリーにおいて功利的(utilitarian)製品で

ある牛乳と，快楽的(hedonic)製品であるストロベリージュースを対象として，消費者の新

奇性と有用性に対する知覚が購買意向に与える影響を調査している。この研究はアメリカ

とイタリアの文化の異なる二国間の差異について扱った研究ではあるが，いずれに国にお

いても，いずれの製品においても，新奇性と有用性の知覚の高さが購買意向に正の影響を

与えていることが明らかになっている。 

Im, Bhat, and Lee(2015)による研究は，消費者の新奇性と有用性に対する知覚がなぜ製品

態度や購買意向に影響を与えるのか，その要因を分析した研究である。この研究では，ス

ポーツシューズと携帯電話を対象に調査が行われた。その結果，新奇性はかっこよさ

(coolness)に影響を与え，それが快楽的価値(hedonic value)を通じて消費者の製品態度に影響

を与えることが明らかになった。また，有用性は功利的価値(utilitarian value)に影響を与

え，製品態度に影響を与えていることが明らかになった。つまり，消費者が製品を評価す

る際に，かっこよさや楽しさを与えてくれるのか，あるいは自分にとって意味がある結果

をもたらすのか，という 2つの側面で評価しているといえる。 

このように，複数の既存研究が，新製品の評価として新奇性および有用性の知覚を用い

ており，またそれぞれの高さは購買意向への正の影響を示している。 

 

2-3 ユーザー・イノベーション研究における新製品アイデアの評価 
ユーザー・イノベーション研究においても，ユーザーが創出した新製品アイデアを評価

する要因として，新奇性と有用性が採用されている(e.g., Franke et al., 2014; Jensen et al., 

2014; Lilien et al., 2002; Moreau & Dahl, 2005; Poetz & Schreier, 2012)。 
例えば，Poetz and Schreier(2012)は，ベビー用品企業がクラウドソーシングによって収集

したユーザーによる製品アイデアと，企業の専門家による製品アイデアを比較する研究を

行なっている。アイデアは企業の経営層によって，新奇性，有用性，実現可能性の 3つの

要因によって評価された。その結果，ユーザー発案アイデアは企業発案アイデアと比較し

て実現可能性はやや低いものの，新奇性と有用性が有意に高い結果を示すことが明らかに

なった。 
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Franke et al(2014)は，分野が異なるユーザーによる新製品アイデアを，新奇性と有用性を

用いて分析を行なっている。この研究では，屋根葺職人と大工，インラインスケーターと

いう分野が異なるユーザーから，共通する課題である「身を守る防具」のアイデアをイン

タビュー調査を通じて取得している。また，収集したアイデアは，専門家によって新奇性

と有用性の評価がなされている。その結果，分野が異なるユーザーのアイデアの方が，有

用性は低いものの，新奇性は高く，分野間の距離が遠いほどその傾向が増幅することが明

らかになった。 

これらの研究から，ユーザー・イノベーションの既存研究においても，ユーザーが発案

したアイデアを評価する際に，新奇性と有用性は一般的に指標として用いられていること

が確認できた。 

 
2-4 本節のまとめ 
本節では，発案者効果の製品レベル研究における研究課題として，製品品質の評価に関

する既存研究の限界について述べた。具体的には，製品品質や新しさを測定する質問項目

に複数の視点が混ざっている点，既存の新製品開発分野やマーケティング分野の研究との

接続がなされていない点などを指摘した。次いで，新製品開発分野の既存研究で頻繁に用

いられる評価基準として，製品の革新性を構成する新奇性と有用性の 2つの要因について

先行研究のレビューを行なった。その結果，新奇性と有用性による製品評価は多くの研究

で採用されており，その有効性が確認できた。また，発案者効果の源流であるユーザー・

イノベーション研究においても，新奇性と有用性の 2 要因によってアイデアの評価が行わ

れていることを確認した。 

ただし，ユーザー・イノベーション研究で調査に用いられるアイデアは専門家による評

価が一般的であり，一般消費者による知覚評価ではない点には注意が必要である。本研究

では，ユーザー発案情報の表示に触れた非参加消費者の知覚の変化と購買意向の関係性に

ついて明らかにすることを目的としている。つまり，本研究では，専門家ではなく非参加

消費者による新奇性および有用性に対する知覚を評価指標として採用する必要がある。以

上の点に留意しながら，本研究では，発案者効果の製品レベルの媒介効果に関して，新製

品開発分野で用いられている製品の新奇性および有用性の知覚を概念として採用して，調

査を行うこととする。 

 

3. 仮説構築 
本節では，発案者効果と製品の新奇性および有用性の知覚に関する仮説を構築する。 

本研究は，発案者効果の製品レベルの媒介効果に関して，新製品開発分野で蓄積のある

製品の新奇性，有用性の知覚を使って明らかにすることを目的としている。ここでは，(1)

ユーザー発案情報が製品の新奇性の知覚に与える影響の仮説，(2) ユーザー発案情報が製
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品の有用性の知覚に与える影響の仮説，(3) ユーザー発案情報が購買意向に与える影響に

対する新奇性と有能性の知覚が持つ媒介効果の仮説について検討する。 

 

3-1 発案者情報が製品の新奇性の知覚に与える影響 
ユーザー・イノベーション研究において，ユーザーが製品を自ら創造する理由として，

市場にある既存の製品の性能や機能に不満を抱いていることがあげられている(von Hippel, 

2005)。企業の新製品開発プロセスに参加するユーザーも同様に，既存の製品に不満を抱

き，従来とは異なる機能や性能を望む可能性が高い。つまり，ユーザーが発案したアイデ

アによる新製品は，既存の製品にはない性能や機能が含まれた，新奇性の高い製品である

可能性が高いといえる。 

このような可能性は，ユーザー・イノベーション分野の複数の既存研究において示され

ている。例えば，Poetz and Schreier(2012)が行ったベビー用品を対象とした調査では，アイ

デアの新奇性評価(5 点尺度)の平均値はユーザー発案アイデアが 2.60(SD 1.27)であるのに対

して，企業発案アイデアが 2.12(SD1.14)であり，有意な差があることを示していた。他に

も，米 3M社の製品開発プロジェクトを対象とした調査では，ユーザーと共同で開発した

製品を社内の専門家が新奇性を評価したところ，従来の方法で開発された製品よりも，ユ

ーザー創造製品の方が，新奇性が高かった(Lilien et al., 2002)。これらの研究は，ユーサー

が企業の製品開発プロセスに参加してアイデアを提供する場合においても，そこから生ま

れたユーザー創造製品は既存製品や市場に存在する競合製品にはない，新奇性の高い製品

である可能性が高いことを示唆している。ただし，上記の研究における新奇性の評価は，

一般消費者ではなく専門家が行っていることには注意が必要である。 

では，製品開発プロセスに関わっていない非参加消費者は，ユーザー創造製品の新奇性

をどのように知覚しているのだろうか。Schreier et al.(2012)が行った質的調査によれば，ユ

ーザーアイデアを採用している企業と製品に対して，非参加消費者は高い革新性を感じて

いた。その理由としてユーザーが製品開発に参加することによる多様性の高さを挙げてい

る。定性調査を通じて，非参加消費者は多様な人が参加して生まれたアイデアには，既存

の製品や従来の企業の開発者には無い，新しい視点やアイデアが含まれることを期待して

いた。また，ユーザーのアイデア発案に対する制約の少なさも，非参加消費者が革新性を

感じる理由として強調されている。調査の中で，非参加消費者は企業の専門家は従来の習

慣や売上など規制に縛られることが多いが，ユーザーは自由度が高くて新しいものに対し

てもオープンであると認識していた。つまり，非参加消費者は，ユーザーが発案した新製

品は，多様な視点や制約に縛れない新しい発想に基づいた製品であると知覚している可能

性が高い。 

よって，下記の仮説を提示する。  
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H1:ユーザー発案情報の表⽰は企業発案情報の表⽰と⽐較して，製品の新奇性の知覚に正の
影響を与える  
  

3-2 ユーザー発案情報が製品の有⽤性の知覚に与える影響 
続いて，ユーザー発案情報の表示が製品の有用性の知覚に与える影響ついて仮説を構築

する。ユーザー・イノベーション分野の既存研究によれば，イノベーションを創出するユ

ーザーは，自分自身の課題を解決したいという動機が強い(von Hippel, 2005)。つまり，企

業には十分把握できていない，ユーザー自身が持つニーズが反映されている点が，ユーザ

ー創造製品の特徴だということができる。ユーザーが企業の製品開発プロセスに参加して

発案した製品アイデアにも，その特徴があらわれている。先述の Poetz and Schreier (2012)

によるベビー用品を題材とした調査では，ユーザーが発案したアイデアと企業内アイデア

との比較において，有用性評価(5 点尺度)はユーザー発案アイデア(M=2.44,SD=10,1)の方

が，企業内の専門家によるアイデア(M=1.86,SD=0.66)よりも有意に高い結果を示してい

た。 

非参加消費者も，ユーザー創造製品は有用性が高いと知覚している可能性が高い。

Schreier et al.(2012)の質的調査によれば，非参加消費者は企業の専門家よりも製品開発に参

加したユーザーを，自分と同じ集団に属していると捉えている。また，企業の専門家より

もユーザーの方が，自分たちのニーズやウォンツを把握していると考えている。これらの

ことから，ユーザーが発案したアイデアから生まれた製品は，より自分たちのニーズやウ

ォンツに適したものだと，非参加消費者から知覚されている可能性が高い。 

Nishikawa et al.(2017)の調査においても，同様の傾向が示されている。アンケート調査に

おける自由回答で，ユーザー創造製品を選んだ理由について尋ねたところ，「『顧客の声

で作られた製品だから，購入者側の好みに合っていると思った』『(デザイナーの考えより

も)顧客の声を信頼できる』」(p.534を筆者訳)など，消費者のニーズやウォンツを把握し

ているからだという声が数多く挙げられていた。つまり，自分自身のニーズやウォンツを

満たすために考えたアイデアから生まれたユーザー創造製品は，そのユーザーのみならず

非参加消費者にとっても高い有用性を持つと知覚されている可能性が高い。そこで，以下

の仮説を提示する。  

  

H2:ユーザー発案情報の表⽰は企業発案情報の表⽰と⽐較して，製品の有⽤性の知覚に正の
影響を与える  
 

3-3 新奇性と有⽤性の媒介効果 
最後に，ユーザー発案情報の表示が製品選択に与える影響における，新奇性と有用性の

知覚による媒介効果について検討し，仮説を構築する。 
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新製品開発の研究分野における既存研究では，新製品の新奇性と有用性の高さは，消費

者の購買意向を高めることが見出されている(Im et al., 2015; Rubera et al.,2011)。 

一方で，製品の新奇性が市場成果に影響しないとする研究結果もある。Im and 

Workman(2004)は，企業の市場志向(market orientation)がもたらす新製品の新奇性および有

用性が市場での成功に与える媒介効果について研究している。ハイテク企業に勤めるマネ

ージャーおよび新製品開発のチームリーダー，合計 312の回答を基に分析をおこなった結

果，新製品の有用性の高さは市場成果に有意に正の影響を与えていたのに対して，新奇性

は有意な結果を示さなかった。 

ただし，この研究はハイテク企業が扱う技術的複雑さが高い製品カテゴリーを対象とし

ている点に注意する必要がある。技術的複雑さが高い製品の場合，新奇性の高さを知覚し

た顧客は，新たな機能や性能に関する学習コストに否定的な態度を示すことがあり，製品

評価を低下させる可能性があるが，複雑さの低い製品においては，新奇性が製品評価に正

の影響を与える(Mukherjee & Hoyer, 2001)。 

発案者効果は，技術的複雑さが高い，いわゆるハイテク分野の製品においては有効性を

示さないことが明らかになっている(Costa & Coelho do Vale, 2018; María, 2021; Schreier et al., 

2012)。つまり，ユーザー発案情報がマーケティング・コミュニケーションのメッセージと

して活用される対象は，主に技術的複雑さが低い，いわゆるローテク分野の製品であると

考えられる。そこで，本研究はローテク分野の製品に限定した研究を行うこととする。そ

のため，新奇性の知覚の高さが製品の評価に正の影響を与えると考えられる。 

仮説 1および仮説 2で示したように，ユーザー発案情報の表示が製品の新奇性と有用性

の知覚に正の影響を与えるのであれば，発案者効果が非参加消費者のユーザー創造製品の

製品選択意向7に与える影響は，新奇性と有用性の知覚によって媒介されると考えられる。

よって，以下の仮説を提示する。  

  

H3:ユーザー発案情報の表⽰が製品選択意向に与える正の影響は，新奇性の知覚によって媒
介される 

  
H4:ユーザー発案情報の表⽰が製品選択意向に与える正の影響は，有⽤性の知覚によって媒
介される 

  

ここまでの仮説を図式化すると，以下のような図で示すことができる(図表 3-1)。  

  

 
7 本研究では，発案者効果の先行研究に従って製品選択意向(Nishikawa et al., 2017)を従属変数として採用

した。 
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図表 3-1 仮説構築の図式化 

 

筆者作成 
 

 

4. 研究⽅法 
本節では，研究方法について述べる。まず，対象となる製品カテゴリーの選定を行う。

次に，プレテストを行い，適切な製品カテゴリーが選定できているかを確認する。続いて

調査設計と尺度開発についてについて述べる。最後に，信頼性と妥当性について確認す

る。 

 

4-1 ⾼ステータス製品カテゴリーと低ステータス製品カテゴリー 
本研究では，発案者効果の製品レベルの媒介効果を，新奇性と有用性の知覚という概念

を用いて明らかにすることを目的としている。発案者効果の既存研究による調査方法を参

考に，実験室実験を用いた定量的な調査を行うこととする。 

まず，本研究で対象とする製品カテゴリーを定める。先行研究レビューでも確認した通

り，発案者効果は主にローテク分野の製品において有効性を発揮する(Costa & Coelho do 

Vale, 2018; María, 2021; Schreier et al., 2012)。そこで，本研究ではローテク分野の製品を対

象とする。 

次に製品の新奇性および有用性の媒介効果の幅広い検証を行うために，Fuchs et al.(2013)

を参考に，低ステータス製品と高ステータス製品の 2つの異なる製品カテゴリーを採用す

ることとする。具体的には，低ステータスの大衆的な製品として Tシャツと，高ステータ

ス製品としてレザーバッグを題材として使用する。また，Fuchs et al.(2013)が行なった調査

ではグッチやプラダなど実在するブランド名を使用しているが，本研究は調査対象者がブ

ランド名に対して事前に持っているイメージによる影響を排除するために，企業名を隠し

たブラインドテストを行うこととする。なお，Fuchs et al.(2013)により，グッチやプラダな

ど実在するブランド名を使用した場合，高ステータス製品は発案者効果が負の影響を持つ

情報表⽰の操作
(ユーザー発案情報/
企業発案情報)

製品選択意向

有⽤性

新奇性H1(+)

H2(+)

H3(+)

H4(+)
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ことが明らかになっているが，ブランド名が隠された状態での発案者効果が高ステータス

製品に与える影響は十分明らかになっていない。そこで本研究では，低ステータス製品と

高ステータス製品の 2つの製品カテゴリーを対象に，発案者効果の影響および新奇性と有

用性の知覚が持つ媒介効果を明らかにすることを目的に調査を行う。 

 

4-2 プレテスト  
本調査に先立ち，製品カテゴリーのステータスの違いについて確認するためのプレテス

トを行った。プレテストでは，大学生(N=24, M 年齢=20.08, 男性=29.17%)を対象に，Tシャ

ツおよびレザーバッグの画像，価格(Tシャツ 税込 2,800円, レザーバッグ 税込 63,000

円)，製品特徴(Tシャツ「何度洗っても型くずれしない強素材」等，レザーバッグ「ハード

レザーで傷つきにくい」等)を記載した刺激素材を表示した上で，ステータスに対する知覚

を確認した。なお，使用した画像は本調査で使用したものと同じであった。 

Fuchs et al.(2013)を参考に，「あなたが Tシャツ(レザーバッグ)の購入を検討する場合，

製造する企業やブランドのステータス(ステータスの高さや，高い評価など)はどれほど重

要ですか？」という単一の質問に対して，1=全く重要ではない，7=とても重要である，の

リッカート 7 点尺度で測定された。なお，質問項目の原文は英語であるため，著者によっ

て日本語に翻訳された質問項目を，研究とは関係ない英語ネイティブレベルのマーケティ

ング業務従事者に依頼して再び英語に翻訳し，正確性について確認を行った。また，質問

項目の順番による偏りを排除するため，Tシャツとレザーバッグの表示順はランダムにな

るように調査を実施した。  
対応のない t検定を用いて確認したところ，レザーバッグのステータスの知覚の平均値

(M=5.83, SD=1.13)は Tシャツの平均値(M=4.29, SD=1.94)を有意に上回っていた(t(22)=3.36, 

p<.01)。よって，以下の分析においては，Tシャツを低ステータス製品，レザーバッグを

高ステータス製品として分類し，それぞれについて分析を進めていく。  

 

4-3 調査設計  
本調査ではインターネットによるアンケート調査を行なった。調査会社の調査パネルを

対象に調査を行った。調査期間は 2019年 3月 26 日(火)～2019年 3月 27 日(水)である。調

査には 1,236名が参加し，参加者はランダムに後述の 4つのセルに振り分けられた。な

お，4つのセルの年齢や性別は有意な違いを示していなかった(図表 3-2)  

Tシャツを題材とした調査では，2種類の架空の製品を同時に掲示した(図表 3-3)。セル

1では，新製品 Aに「お客様のアイデアから生まれた」，新製品 Bに「社内デザイナーの

アイデアから生まれた」という情報を表示することにより，発案者情報の操作を行なっ

た。先行研究より，「社内デザイナーのアイデアから生まれた」と発案者が企業であるこ

とを表示した場合と，発案者情報を明記しない場合では，製品選択意向に変化がないこと

が明らかになっているが(Nishikawa et al., 2017)，本研究では，2つの製品表示の情報量を揃
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えること及び，発案者の違いを参加者に明確に伝えることを目的に，企業発案情報につい

ても表示することとした。このような表示を見た後，参加者は，「もしあなたが表示され

た 2つの新製品のうち 1つを購入するとしたら，どちらを選びますか？」という質問によ

って必ず一方を選択した。そして，「新製品 Aを選択」=1，「新製品 Bを選択」=0とし

て「製品選択意向」というダミー変数を作成した。セル 2では，2つの製品の色や説明文

の違いによる選好の影響を取り除くために，新製品 Aと新製品 Bの製品情報を入れ替え

て，「お客様のアイデアから生まれた」，「社内デザイナーのアイデアから生まれた」と

いう発案情報の表示はセル 1と同様の状態で表示した。  

黒い Tシャツを基準とし，セル 1とセル 2を比較してユーザー発案情報の表示が製品選

択に与える影響について分析するため，セル 2は「製品選択意向」の結果を反転させ，

「新製品 Aを選択」=0，「新製品 Bを選択」=1としてダミー変数を作成した。レザーバ

ッグの調査も，Tシャツの場合と同様の手続きを行なった。具体的には，黒いバッグを基

準として分析するため，セル 4の「製品選択意向」の結果を反転させ，「新製品 Aを選

択」=0，「新製品 Bを選択」=1としてダミー変数を作成した。 

  

図表 3-2 各セルの詳細  

   T シャツ  レザーバッグ        

   セル 1  セル 2  セル 3  セル 4  F  p  

N  309  309  309  309      

M 年齢  44.65   43.15   43.18   43.47   1.30   0.25   

男性  44.01%  41.42%  42.07%  43.04%  0.11   0.74   

 筆者作成 
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図表 3-3 実験に使用された製品画像 
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4-4 尺度  
次に，尺度の開発について記述する。本調査では，製品の評価を測定する尺度として，

新奇性と有用性を採用する。本調査では，Im and Workman(2004)を参考に，製品の新奇性

の知覚に関する質問 4項目，有用性の知覚に関する質問 4項目を，日本語に翻訳して採用

した(図表 3-4)。なお，著者によって日本語に翻訳された質問項目を，本研究とは関係ない

英語ネイティブレベルのマーケティング業務従事者に依頼して再び英語に翻訳し，正確性

についての確認を行った。  

調査では，先述の製品選択意向についての質問に続き，新奇性と有用性の知覚について

の質問を行った。それぞれの質問に対して，1=新製品 Aに大変当てはまる，7=新製品 B

に大変当てはまる，の SD法で測定した。分析に際しては，黒い Tシャツおよび黒いバッ

グを基準として分析を行うため，セル 1およびセル 3の数値を反転させた上で分析を行っ

た。  
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図表 3-4 質問項目一覧 

T シャツ       

構成概念 項⽬ 平均値 標準偏差 

新奇性 

この新製品のアイデアは，かなり常識を超えている 3.95  0.66  

この新製品のアイデアは，⾰命的だといえる 3.94  0.78  

この新製品のアイデアは，既存製品と⽐べて⾰新的な違いをもた

らしている 
3.91  0.84  

この新製品のアイデアは，課題解決に対して独創的な⽅法を⽰し

ている 
3.94  0.81  

有⽤性 

この新製品のアイデアは，消費者のニーズと期待に関係している 3.76  0.97  

この新製品のアイデアは，消費者の望みを叶えている 3.68  1.01  

この新製品のアイデアは，消費者のニーズと期待を満たしている 3.75  0.99  

この新製品のアイデアは，消費者にとって便利である 3.87  0.99  

 

レザーバッグ     

構成概念 項⽬ 平均値 標準偏差 

新奇性 

この新製品のアイデアは，かなり常識を超えている 4.00  0.67  

この新製品のアイデアは，⾰命的だといえる 3.98  0.73  

この新製品のアイデアは，既存製品と⽐べて⾰新的な違いをもた

らしている 
3.89  0.77  

この新製品のアイデアは，課題解決に対して独創的な⽅法を⽰し

ている 
3.87  0.87  

有⽤性 

この新製品のアイデアは，消費者のニーズと期待に関係している 3.59  1.07  

この新製品のアイデアは，消費者の望みを叶えている 3.60  1.11  

この新製品のアイデアは，消費者のニーズと期待を満たしている 3.69  1.04  

この新製品のアイデアは，消費者にとって便利である 3.75  1.16  

筆者作成 
 

4-5 信頼性と妥当性  
次に，構成概念について述べる。構成概念となる新奇性，有用性の 8項目に対して，探

索的因子分析(最尤法，プロマックス回転)を行った(図表 3-5)。各項目を，因子付加量の基

準を 0.40，共通性の基準を 0.40として分析したところ，いずれも数値を十分に満たしてい

た。また，累積因子寄与率も 0.50を超える値を示していた。次に，構成概念の信頼性と妥

当性について確認する(図表 3-6)。まず，信頼性に関しては，クロンバック α 係数は 0.70
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以上であり，CR(composite reliability)も 0.60 以上であり，構成概念は十分な内的一貫性を

備えていた(Bagozzi & Yi, 1988)。  

続いて，確認的因子分析を用いて，構成概念の妥当性について確認する(図表 3-7)。ま

ず，一次元性に関しては，GFI，CFIのどちらも 0.90 以上，RAMSEAは 0.08 以下であり，

十分な適合度を示していた。また，収束妥当性に関しては，各構成概念に対して，すべて

の項目において標準化係数(因子負荷量)が有意な値を示しており，かつ 0.50 以上だった

(Hair, Black, Babin, & Anderson, 2010)。AVE(average variance extracted)は 0.50 以上が望まし

いとされており(Hair et al., 2010)，新奇性の AVEは Tシャツが 0.47，レザーバッグが 0.41

と，基準値をやや下回ったものの，有用性の AVEは Tシャツが 0.56，レザーバッグが

0.64と十分に高い結果をしていたため，全体の整合性を考慮して本モデルを採用した。弁

別妥当性については，それぞれの構成概念の AVE は HSV(Highest Shared Value)を上回っ

ており，十分な妥当性を示している(Fornell & Larcker, 1981)。  

 

図表 3-5 探索的因子分析 
T シャツ         

構成概念 項⽬ 新奇性 有⽤性 共通性 

新規性 

この新製品のアイデアは，かなり常識を超えている 0.69  -0.01  0.46  

この新製品のアイデアは，⾰命的だといえる 0.88  -0.12  0.66  

この新製品のアイデアは，既存製品と⽐べて⾰新的な違いを

もたらしている 
0.68  0.02  0.48  

この新製品のアイデアは，課題解決に対して独創的な⽅法を

⽰している 
0.43  0.20  0.32  

有⽤性 

この新製品のアイデアは，消費者のニーズと期待に関係して

いる 
-0.04  0.80  0.60  

この新製品のアイデアは，消費者の望みを叶えている -0.08  0.85  0.64  

この新製品のアイデアは，消費者のニーズと期待を満たして

いる 
-0.02  0.74  0.54  

この新製品のアイデアは，消費者にとって便利である 0.07  0.63  0.45  

 寄与率 0.29  0.24   

 累積寄与 0.29  0.53    

筆者作成 
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図表 3-5 探索的因子分析(続き) 
レザーバッグ       

構成概念 項⽬ 新奇性 有⽤性 共通性 

新規性 

この新製品のアイデアは，かなり常識を超えている 0.64  0.12  0.68  

この新製品のアイデアは，⾰命的だといえる 0.72  0.17  0.62  

この新製品のアイデアは，既存製品と⽐べて⾰新的な違いを

もたらしている 
0.58  0.25  0.68  

この新製品のアイデアは，課題解決に対して独創的な⽅法を

⽰している 
0.44  0.44  0.56  

有⽤性 

この新製品のアイデアは，消費者のニーズと期待に関係して

いる 
0.20  0.80  0.42  

この新製品のアイデアは，消費者の望みを叶えている 0.18  0.77  0.55  

この新製品のアイデアは，消費者のニーズと期待を満たして

いる 
0.26  0.78  0.39  

この新製品のアイデアは，消費者にとって便利である 0.21  0.72  0.39  

 寄与率 0.33  0.21   

 累積寄与 0.33  0.54    

筆者作成 
 

図表 3-6 構成概念の妥当性と信頼性 

T シャツ                

構成概念 平均値 標準偏差 信頼性α CR AVE HSV (a) (b) 

(a)新奇性 4.08 0.59 0.73 0.78 0.47 0.24 - - 

(b)有⽤性 4.11 0.82 0.85 0.83 0.56 0.24 0.49 - 

         

レザーバッグ              

構成概念 平均値 標準偏差 信頼性α CR AVE HSV (a) (b) 

(a)新奇性 4.01 0.57 0.73 0.73 0.41 0.26 - - 

(b)有⽤性 4.11 0.97 0.87 0.87 0.64 0.26 0.51 - 

筆者作成 
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図表 3-7	確認的因子分析 

 
 

かなり常識を超えている

⾰命的だといえる

既存製品と⽐べて⾰新的な違い
をもたらしている

課題解決に対して独創的な⽅法
を⽰している

消費者のニーズと期待に関係し
ている

消費者の望みを叶えている

消費者のニーズと期待を満たし
ている

消費者にとって便利である

新奇性

有⽤性

Tシャツ(N=618)

χ2 =80.66, df=19, p<.001, GFI=0.97, CFI=0.96, RMSEA=0.07,
誤差変数は省略, 数字は標準化係数と相関係数, 全ての係数は1%⽔準で有意

0.49

筆者作成
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図表 3-7	確認的因子分析(続き) 

 
 

5. 研究結果 
本節では，研究結果について述べる。まず，仮説 1および仮説 2の検証を行い，ユーザ

ー発案情報の表示が新奇性と有用性の知覚に正の影響があることを確認する。続いて，仮

説 3と仮説 4の検証を行い，ユーザー発案情報の表示が製品選択意向に与える正の影響

は，有用性の知覚によって媒介されるが，新奇性の知覚は媒介効果を示さないことを確認

する。 

 

5-1 ユーザー発案情報の表⽰が新奇性と有⽤性の知覚に与える影響  
はじめに，ユーザー発案情報の表示が製品選択に与える影響について確認する。各セル

における製品選択意向の結果は，図表 3-8のようになった。まず，基準となる黒い Tシャ

ツにユーザー発案情報が表示された場合(セル 1)と，企業発案情報が表示された場合(セル

かなり常識を超えている

⾰命的だといえる

既存製品と⽐べて⾰新的な違い
をもたらしている

課題解決に対して独創的な⽅法
を⽰している

消費者のニーズと期待に関係し
ている

消費者の望みを叶えている

消費者のニーズと期待を満たし
ている

消費者にとって便利である

新奇性

有⽤性

レザーバッグ(N=618)

χ2 =90.42, df=19, p<.001, GFI=0.96, CFI=0.96, RMSEA=0.07,
誤差変数は省略, 数字は標準化係数と相関係数, 全ての係数は1%⽔準で有意

0.51

筆者作成

0.58

0.67

0.66

0.65

0.82

0.78

0.84

0.75
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2)を比較して，ユーザー発案情報の表示が製品選択意向に与える影響を，カイ二乗検定を

用いて分析した。その結果，ユーザー発案情報の表示が製品選択意向に与える正の影響

は，10%水準で有意な結果となった(χ2Tシャツ(618)=3.47, p<.10, φ=.07)8。 

続いて，基準となる黒いレザーバッグにユーザー発案情報が表示された場合(セル 3)と，

企業発案情報が表示された場合(セル 4)を比較して，ユーザー発案情報の表示が製品選択意

向に与える影響を，カイ二乗検定を用いて分析した。その結果，ユーザー発案情報の表示

が製品選択意向に与える正の影響は，10%水準で有意な結果となった(χ2バッグ(618)=2.91, 

p<.10, φ=.07)。 

これらの結果は，ややマージナルではあるものの，ユーザー発案情報の表示が製品選択

意向を高めるという一連の既存研究と同様の傾向を示している。以上より，ステータスの

高低に関わらず，ユーザー発案情報の表示は製品選択意向に正の影響を与えることが確認

された。  

続いて，ユーザー発案情報の表示が製品の新奇性と有用性の知覚に与える影響について

の仮説を検定する。対応のない t検定を用いて分析を行った結果，Tシャツを対象とした

調査において，ユーザー発案情報の表示は新奇性の知覚に対して，有意な正の影響を与え

ていた(t(616)=2.76, p<.01, d=.22)9。同様に，ユーザー発案情報の表示は有用性の知覚に対し

て，有意な正の影響を与えていた(t(616)=7.33, p<.001, d=.59)。また，レザーバッグを対象

とした調査において，ユーザー発案情報の表示は新奇性の知覚に対して，有意な正の影響

を与えていた(t(616)=2.80, p<.01, d=.22)。同様に，ユーザー発案情報の表示は有用性の知覚

に対して，有意な正の影響を与えていた(t(616)=9.34, p<.001, d=.75)。以上をまとめると，

ステータスの高低にかかわらず，ユーザー発案情報の表示は，新奇性と有用性のいずれの

知覚に対しても，正の影響を与えていることが明らかになった(図表 3-9)。よって，仮説 1

および 2は採択された。つまり，ユーザー発案情報の表示に触れた非参加消費者は，ユー

ザー創造製品に対して新奇性と有用性の双方の知覚を高めている可能性が高いといえる。 

 

 
8 φ はカイ二乗検定の効果量である「ファイ係数」を示している。 
9 d は効果量である「Cohen の d」を示している。 
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図表 3-8 製品選択意向の結果	 
T シャツ       

  新製品 A 新製品 B 合計 

セル 1 184(60%) 125(40%) 309 

セル 2 148(48%) 161(52%) 309 

    
レザーバッグ     

  新製品 A 新製品 B 合計 

セル 3 186(60%) 123(40%) 309 

セル 4 144(47%) 165(53%) 309 

筆者作成 
 

図表 3-9	ユーザー発案情報の表示が新奇性と有用性の知覚に与える影響 

T シャツ           

   ユーザー発案情報(SD)  企業発案情報(SD)  t   p  d  

新奇性  4.14(0.58)   4.01(0.60)   2.76   **  0.22  

有⽤性  4.35(0.83)   3.88(0.76)   7.33   ***  0.59  

***p≤.001 **p≤.01          

            

レザーバッグ            

   ユーザー発案情報(SD)  企業発案情報(SD)  t   p  d  

新奇性  4.07(0.60)   3.94(0.54)   2.80   **  0.22  

有⽤性  4.45(0.91)   3.77(0.92)   9.34   ***  0.75  

***p≤.001 **p≤.01           

 筆者作成 
 

5-2 新奇性と有⽤性の媒介効果  
次に，ユーザー発案情報の表示が製品選択意向に与える影響における，新奇性と有用性

の知覚の媒介効果を明らかにするために，Nishikawa et al.(2017)を参考に，共分散構造分析

を用いた媒介分析を行う。新奇性と有用性の知覚の媒介効果を分析したところ(ブートスト

ラップ法，リサンプリング数 2,000)，Tシャツは有用性の完全媒介を，レザーバッグは有

用性の部分媒介を示していた(図表 3-10)。  

分析の結果，Tシャツの製品選択意向に対して，新奇性と有用性を含まない場合，ユー

ザー発案情報の表示の直接効果(c-path:β=.07, SE=.04, p<.10)は 10%水準で有意な正の影響

を示すが，新奇性と有用性を含む場合，ユーザー発案情報の表示の直接効果(c’-path: β

=.03, SE=.03, p=.52)は有意な結果を示さず，有用性の知覚による完全な媒介効果
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(CI95%=[.02, .07])を確認することができた。なお，新奇性の知覚(CI95%=[-.01, .02])は有意な

結果を示していなかった。この結果から，ユーザー発案情報の表示を目にした非参加消費

者がユーザー創造製品を選択する傾向にある背景には，有用性の知覚が影響しているとい

える。 

レザーバッグの製品選択意向に対しては，新奇性と有用性を含まない場合，ユーザー発

案情報の表示の直接効果(c-path:β=.07, SE=.04, p<.10)は 10%水準で有意な正の影響を示す

が，新奇性と有用性を含む場合，ユーザー発案情報の表示の直接効果(c’-path:β=.11, 

SE=.04, p<.01)は有意な負の影響を与えることが明らかになり，有用性の知覚による部分的

な媒介効果(CI95%=[.13, .21])を確認することができた。なお，新奇性の知覚(CI95%=[.00, .03])

は，Tシャツ同様に有意な結果を示していなかった。この結果からは，有用性の知覚が持

つ正の影響を取り除くと，ユーザー発案情報の表示はユーザー創造製品の選択意向に対し

てネガティブな効果を持つが，それを上回る有用性の知覚による正の影響があり，発案者

効果全体としては正の影響となっていると考えられる。 

以上の結果により，仮説 3は棄却され，仮説 4は採択された。つまり，ユーザー発案情

報の表示は，非参加消費者の新奇性と有用性の双方の知覚を高めるが，製品選択の意思決

定においては新奇性の知覚は影響を与えておらず，有用性の知覚のみ影響を与えていると

いう可能性が示唆された。  

 

図表 3-10 新奇性・有用性の媒介分析  

 

 

情報表⽰の操作
(ユーザー発案情報/

企業発案情報)
製品選択意向

有⽤性

新奇性β=.13,SE=.05 p<.01 β=.03,SE=.04 p=.44

β=.09,SE=.03 p<.001β=.47,SE=.06 p<.001

cʼ-path:β=.03,SE=.04 p=.52

c -path:β=.07,SE=.04 p<.10

筆者作成。
χ2 =159.445, df=1, p<.001, GFI=0.87, CFI=0.32, RMSEA=0.51

βは標準化偏回帰係数を,SEは標準語差を,pはp値を⽰している。c-pathは媒介要因(新奇性・有⽤性)を
含まない直接効果を，cʼ-pathは媒介要因を含んだ直接効果を⽰している。実践は有意，破線は有意で

はない結果を⽰す。下図も同様。

Tシャツ(N=618)



 46 

 

 

6. 本章のまとめ 
本稿では，これまでの調査のまとめと考察を行う。また，本研究の理論的貢献と実務的

貢献，本研究の限界と今後の研究課題について述べる。 

 

6-1 考察 
ユーザーが企業の新製品開発プロセスに参加し，革新性の高い製品を生み出す共創活動

に，近年注目が集まっている。その一方で，開発プロセスに参加していない非参加消費者

がユーザーによるアイデアから生まれた製品に対してどのように知覚しているのかについ

ては十分に明らかになっていない。 

そのような背景の下，ユーザー創造製品を発売する際に，ユーザーによる発案であると

いう情報をマーケティング・コミュニケーションに活用することで非参加消費者の購買意

向を高める「発案者効果」に関して，実践や研究が進められている。しかし，発案者効果

の既存研究の中で，製品レベルの媒介要因を扱った Nishikawa et al.(2017)において，製品品

質の知覚が発案者効果の媒介要因だと見出されたものの，調査項目に複数の視点が入り込

んでおり，十分に明らかになっていないという課題が存在している。また，Nishikawa et 

al.(2017)はアンケート調査の自由回答を基に構築された調査項目を使用しており，新製品

開発分野やマーケティング分野で蓄積のある既存概念を使用しておらず，既存研究との接

続にも課題があった。 

そこで，第 2 章であげた研究課題のうち，「RQ1.発案者効果の製品レベルの媒介要因

を，革新性の概念を用いて示すことはできるのか？」に答えるため，本研究では，既存研

究で伝統的に用いられている，製品の革新性を測定する 2つの尺度，すなわち新奇性と有

用性の知覚を用いて，製品レベルでの発案者効果の媒介効果を実証的に明らかにした。 

情報表⽰の操作
(ユーザー発案情報/

企業発案情報)
製品選択意向

有⽤性

新奇性β=.13,SE=.05 p<.05 β=.07,SE=.04 p=.102

β=.25,SE=.02 p<.001β=.67,SE=.07 p<.001

cʼ-path:β=−0.11,SE=.04 p<.01

c -path:β=.07,SE=.04 p<.10

レザーバッグ(N=618)

筆者作成。
χ2 =180.012, df=1, p<.001, GFI=0.85, CFI=0.60, RMSEA=0.54
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まず，ユーザー発案情報の表示が非参加消費者の新奇性と有用性の知覚に与える影響に

ついての仮説検証を行なった。その結果，ユーザー発案情報の表示が新奇性と有用性の知

覚に正の影響を与えるという仮説は支持された。ユーザー・イノベーション研究の既存研

究では，ユーザーが新製品開発プロセスに参加した製品アイデアは，企業の専門家が発案

した製品アイデアと比較して新奇性と有用性が高いことが明らかになっている(Poetz & 

Schreier, 2012)。本研究の結果からは，新製品開発プロセスには参加していない非参加消費

者の新奇性と有用性の知覚も同様に，ユーザー発案情報に触れたことで高まることが明ら

かになった。つまり，店頭やWEBサイトなどで「ユーザーのアイデアから生まれた」と

いった表示をみた非参加消費者は，製品にユーザーのアイデアが採用されているのであれ

ば，既存の製品よりも新しく，かつユーザーのニーズに合っているに違いないと感じる可

能性が高い。 

さらに，ユーザー発案情報の表示が非参加消費者の製品選択意向に与える影響を媒介し

ている要因を，新奇性と有用性の知覚を用いて分析した結果，新奇性の知覚は有意な結果

を示さず，有用性の知覚は有意な結果を示していた。新奇性の媒介効果に関する仮説が棄

却された理由として，新奇性の高さが故に複雑なものだと敬遠されたり，些細な新奇性だ

と消費者が感じて選択するメリットにつながらなかった可能性がある(Steenkamp & Gielens, 

2003)。また，新奇性の高さを評価するには他社製品の情報と比較する必要があることも指

摘されている(Im & Workman, 2004)。これらの要因により，ユーザー発案情報の表示によ

って非参加消費者の新奇性の知覚は高まるものの，製品選択意向に直接影響を与えない可

能性がある。一方，ユーザー発案情報の表示によって高まった有用性の知覚は，製品選択

意向に影響を与える可能性が高い。つまり，発案者効果の有用性の知覚が持つ媒介効果の

強固な結果が明らかになった。 

さらに，本研究では幅広い製品での発案者効果の媒介効果を明らかにするために，低ス

テータス製品として Tシャツ，高ステータス製品としてレザーバッグを対象に行った。そ

の結果，新奇性と有用性の知覚に関する効果は低ステータス製品と高ステータス製品の 2

つの製品カテゴリーによる違いは見られず，結果は一貫していることが確認された。つま

り，ユーザー発案情報の表示が新奇性と有用性の知覚を高める効果や，製品選択意向に与

える影響に対する有用性の媒介効果は，ステータスの高低に関わらず一貫した結果を示す

といえる。 

ただし，本調査ではブランド名による影響を排除するために無記名で行われた点には注

意が必要である。というのも，既存研究においては，グッチやプラダといった高ステータ

スブランドを対象とした場合，発案者効果は負の効果を示すことが明らかになっているか

らである(Fuchs et al., 2013)。 
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6-2 理論的貢献 
本研究の理論的貢献として，以下の 3 点があげられる。第一に，発案者効果の製品レベ

ルでの媒介要因に関する研究を拡張した点である。発案者効果研究は企業のイノベーショ

ン・マネジメント研究から派生したユーザー・イノベーション研究を源流としているた

め，企業の顧客志向やイノベーション能力など，企業レベルでの要因を用いた媒介要因研

究が主流だった。また，近年では消費者レベルの媒介要因研究が増えている。企業レベル

や消費者レベルの媒介要因研究は数多く行われている一方で，製品レベルの媒介要因は研

究数も少なく，その要因も十分に解明されていなかった。そのような背景の下，本研究で

は製品レベルの媒介要因に着目し，企業名の影響を取り除いた上で，定量的な調査を通じ

て非参加消費者がユーザー創造製品を選択するメカニズムを明らかにした。実証的な分析

によって，発案者効果全体の中でも十分に研究が進められていなかった製品レベルの媒介

要因を明らかにしたことは，学術的な意義がある。 

第二に，新製品開発研究で伝統的に用いられる革新性概念を構成する要素であり，ユー

ザー・イノベーション分野においても製品評価に頻繁に用いられる新奇性と有用性の 2つ

の概念を用いて，発案者効果研究と既存研究との接続を図った点である。発案者効果の製

品レベルの既存研究では，製品の評価を行う判断軸として定性的な調査から見出された要

因を用いており，既存の研究との一貫性が十分ではなく限界があった(Nishikawa et al., 

2017)。そこで，本研究では既存研究において十分に蓄積のある新奇性と有用性という概念

を用いて，発案者効果が製品選択意向に与える影響の媒介効果を検証した。このように，

既に新製品開発研究やマーケティング分野で蓄積のある基本概念を用いて製品レベルの研

究を拡張した点も，学術的な貢献といえる。 

第三に，ステータスの違いに着目して，異なる高低 2つのステータスを示す製品カテゴ

リーで発案者効果のメカニズムを明らかにした点である。本研究では，ステータスの高低

に関わらず，ユーザー発案情報の表示が有用性の知覚を媒介にして，製品選択意向に影響

を及ぼすことが明らかになった。既に，高ステータス製品カテゴリーについては，企業名

やブランド名を表示した状態では発案者効果が負の効果をもたらすことが既存研究で明ら

かになっている(Fuchs et al., 2013)。しかし，企業名やブランド名の影響を排除した状態で

の，高ステータス製品において発案者効果の有効性は十分に検討されてこなかった。本研

究では，発案者効果は正の影響を示しており，なおかつ有用性の媒介効果も確認すること

ができた。企業名やブランド名の有無が発案者効果に影響を与えるとする既存研究(e.g., 

Liljedal, 2016; Meißner et al., 2017)に対して新たな視点を付与した点も，本研究の貢献であ

る。 

 

6-3 実務的貢献 
次に，実務的貢献として以下の 2 点をあげる。第一に，ユーザー創造製品のマーケティ

ング・コミュニケーション戦略立案において，有用性の重要性を示した点である。SNSな
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どインターネットの発達によって，企業が新製品情報に関して消費者に伝達できる情報量

が増えている。「ユーザーのアイデアによって生まれた」という情報が，有用性の知覚を

媒介して選択意向に影響を与えているのであれば，有用性を補強するような情報，例えば

ユーザーにとって利益になるような機能や性能などの情報を合わせて伝達することで，消

費者の製品選択をさらに促進する可能性がある。一方で，ユーザー創造製品の新奇性，す

なわち既存製品や他社製品にはない新しさに関する情報は，製品選択を促進する可能性は

低い。情報量が増えたとはいえ，限られた情報量でのコミュニケーション戦略を立案する

際に，本研究の知見は情報の優先順位を決定する上で重要な示唆を示しているといえる。 

第二に，高ステータス製品においても，有用性が媒介効果を持つということを示した点

である。高ステータス製品を扱う企業のマーケターにとって，ユーザーのアイデアを生か

した製品開発の可能性や，ユーザー発案情報の表示がもたらす有効性を提示できたこと

は，本研究の貢献であるといえる。既存研究では，グッチやプラダなど既に高いステータ

スだと知覚されているブランドについては，発案者効果は負の影響を示す(Fuchs et al.,  

2013)。しかし，例えば新たなブランドを立ち上げる時や，企業やブランドの認知度が低い

段階においては，発案者効果が新製品のマーケティング・コミュニケーションにおいて効

果がある可能性が高い。さらに，有用性の知覚による媒介効果も確認されているため，先

述の通り，有用性を補強するような情報とセットで情報発信することで，製品選択効果を

促進する可能性がある。技術的複雑さが低い分野であれば，ステータスの高低に関わら

ず，発案者効果を示すことが明らかになった点も，本研究の貢献といえる。 

 

6-4 本研究の課題 
一方で，本研究には課題がある。第一に，媒介分析(図表 3-10 )のモデルの適合度が十分

高いとは言えない点である。より適合度の高いモデルを用いた分析を行うことが，今後の

課題としてあげられる。 

第二に，この研究では非参加消費者によるユーザー創造製品の知覚について調査を行な

っているが，非参加消費者一人一人の購買意向に関する個人差については十分考慮できて

いない(Schreier et al., 2012)。実際の購買行動の現場では，非参加消費者は一人一人が異な

る購買動機を持っている。また，製品に対する関与の違いなども，発案者効果に影響を与

える可能性がある。例えば，Tシャツやレザーバッグに対して熱心に情報収集する非参加

消費者の場合，発案者効果の有効性に影響を与える可能性がある。このような非参加消費

者の個人差に対応した研究が必要だと考えられる。非参加消費者の個人差に着目した研究

については，第 4 章で取り扱うこととする。 

第三に，製品カテゴリーを拡大した研究が求められる。本研究の興味深い結果として

は，発案者効果の有効性が，低ステータス製品カテゴリーである Tシャツのみならず，高

ステータス製品カテゴリーであるレザーバッグにも効果を示した点である。既存研究で

は，ブランド名を掲示した状態での高ステータスファッション製品においては，ユーザー
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発案情報の表示は購買意向に負の影響を示すことが見出されている(Fuchs et al., 2013)。し

かし，本研究では，非参加消費者がブランド名に対して事前にもっているイメージを排除

するために企業名を隠した上で，レザーバッグにおける発案者効果の有効性を調べたとこ

ろ，ステータスが高い製品カテゴリーであっても発案者効果が有効である可能性が見出さ

れた。ただし，本研究はファッション分野の製品を対象としており，この結果を全ての製

品カテゴリーで一般化することは難しい。本研究と同様に，ブランド名を隠した状態で，

どのような製品カテゴリーにおいて発案者効果が有効なのかを，製品カテゴリーを広げて

検証することで，既存研究では見出されていなかった結果を導くことができる可能性があ

る。このような製品カテゴリーを拡大した研究については，第 5 章にて取り扱うこととす

る。 

このようにいくつかの研究課題はあるものの，発案者効果の製品レベルにおいて，有用

性の知覚が重要な要因であることが明らかになったのは本研究の貢献である。 
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7. 資料：実験で使⽤した調査票10 
 
セル 1  
 

私たちは，新製品の情報を表示する方法について理解を深めるための学術的な研究を行ってい

ます。 

今から，ある企業がこれから発売する，異なる 2 つの新製品の情報を見ていただきます(実験のた

め，企業名は隠されています)。 

この企業は，ここ数年様々な企業が導入している，誰でも参加できるオンラインのユーザーコミュニ

ティを持っています。 

 

すべての質問は，説明文や画像などをしっかり見たうえでお答えください。 

 

 

 

上記の新製品表示をよく読んだ上で，以下の質問にお答えください。 

 

Q1.もしあなたが表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？以

下から 1 つ選んでください。 

 

＜ 新製品 A ・  新製品 B ＞ 

 
10 性別，年齢は，実験参加者の属性データから取得した。以下の調査も同様。 
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Q2.以下の質問に当てはまるのは，新製品 Aと新製品 Bのどちらですか？ あなたのお考

えに最も近いものをそれぞれ１つ選択してください 

 

 1 2 3 4 5 6 7 

 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A
に当ては

まる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちら

でもな

い 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B
に当ては

まる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

この新製品のアイデアは，かなり

常識を超えている 

       

この新製品のアイデアは，革命的

だといえる 

       

この新製品のアイデアは，既存製

品と比べて革新的な違いをもたら

している 

       

この新製品のアイデアは，課題解

決に対して独創的な方法を示して

いる 

       

この新製品のアイデアは，消費者

のニーズと期待に関係している 

       

この新製品のアイデアは，消費者

の望みを叶えている 

       

この新製品のアイデアは，消費者

のニーズと期待を満たしている 

       

この新製品のアイデアは，消費者

にとって便利である 
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セル 2 
 

私たちは，新製品の情報を表示する方法について理解を深めるための学術的な研究を行ってい

ます。 

今から，ある企業がこれから発売する，異なる 2 つの新製品の情報を見ていただきます(実験のた

め，企業名は隠されています)。 

この企業は，ここ数年様々な企業が導入している，誰でも参加できるオンラインのユーザーコミュニ

ティを持っています。 

 

すべての質問は，説明文や画像などをしっかり見たうえでお答えください。 

 

 

 

上記の新製品表示をよく読んだ上で，以下の質問にお答えください。 

 

Q1.もしあなたが表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？以

下から 1 つ選んでください。 

 

＜ 新製品 A ・  新製品 B ＞ 

 

Q2.以下の質問に当てはまるのは，新製品 Aと新製品 Bのどちらですか？ あなたのお考

えに最も近いものをそれぞれ１つ選択してください 
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 1 2 3 4 5 6 7 

 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A
に当ては

まる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちら

でもな

い 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B
に当ては

まる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

この新製品のアイデアは，かなり

常識を超えている 

       

この新製品のアイデアは，革命的

だといえる 

       

この新製品のアイデアは，既存製

品と比べて革新的な違いをもたら

している 

       

この新製品のアイデアは，課題解

決に対して独創的な方法を示して

いる 

       

この新製品のアイデアは，消費者

のニーズと期待に関係している 

       

この新製品のアイデアは，消費者

の望みを叶えている 

       

この新製品のアイデアは，消費者

のニーズと期待を満たしている 

       

この新製品のアイデアは，消費者

にとって便利である 

       

 



 55 

セル 3  
 

私たちは，新製品の情報を表示する方法について理解を深めるための学術的な研究を行ってい

ます。 

今から，ある企業がこれから発売する，異なる 2 つの新製品の情報を見ていただきます(実験のた

め，企業名は隠されています)。 

この企業は，ここ数年様々な企業が導入している，誰でも参加できるオンラインのユーザーコミュニ

ティを持っています。 

 

すべての質問は，説明文や画像などをしっかり見たうえでお答えください。 

 

 

 

上記の新製品表示をよく読んだ上で，以下の質問にお答えください。 

 

Q1.もしあなたが表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？以

下から 1 つ選んでください。 

 

＜ 新製品 A ・  新製品 B ＞ 

 

Q2.以下の質問に当てはまるのは，新製品 Aと新製品 Bのどちらですか？ あなたのお考

えに最も近いものをそれぞれ１つ選択してください 
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 1 2 3 4 5 6 7 

 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A
に当ては

まる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちら

でもな

い 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B
に当ては

まる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

この新製品のアイデアは，かなり

常識を超えている 

       

この新製品のアイデアは，革命的

だといえる 

       

この新製品のアイデアは，既存製

品と比べて革新的な違いをもたら

している 

       

この新製品のアイデアは，課題解

決に対して独創的な方法を示して

いる 

       

この新製品のアイデアは，消費者

のニーズと期待に関係している 

       

この新製品のアイデアは，消費者

の望みを叶えている 

       

この新製品のアイデアは，消費者

のニーズと期待を満たしている 

       

この新製品のアイデアは，消費者

にとって便利である 
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セル 4  
 

私たちは，新製品の情報を表示する方法について理解を深めるための学術的な研究を行ってい

ます。 

今から，ある企業がこれから発売する，異なる 2 つの新製品の情報を見ていただきます(実験のた

め，企業名は隠されています)。 

この企業は，ここ数年様々な企業が導入している，誰でも参加できるオンラインのユーザーコミュニ

ティを持っています。 

 

すべての質問は，説明文や画像などをしっかり見たうえでお答えください。 

 

 

 

上記の新製品表示をよく読んだ上で，以下の質問にお答えください。 

 

Q1.もしあなたが表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？以

下から 1 つ選んでください。 

 

＜ 新製品 A ・  新製品 B ＞ 

 

Q2.以下の質問に当てはまるのは，新製品 Aと新製品 Bのどちらですか？ あなたのお考

えに最も近いものをそれぞれ１つ選択してください 
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 1 2 3 4 5 6 7 

 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A
に当ては

まる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちら

でもな

い 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B
に当ては

まる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

この新製品のアイデアは，かなり

常識を超えている 

       

この新製品のアイデアは，革命的

だといえる 

       

この新製品のアイデアは，既存製

品と比べて革新的な違いをもたら

している 

       

この新製品のアイデアは，課題解

決に対して独創的な方法を示して

いる 

       

この新製品のアイデアは，消費者

のニーズと期待に関係している 

       

この新製品のアイデアは，消費者

の望みを叶えている 

       

この新製品のアイデアは，消費者

のニーズと期待を満たしている 

       

この新製品のアイデアは，消費者

にとって便利である 
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第 4 章 発案者効果と制御焦点理論11 
 

1. 本章の概要 
本章では，発案者効果の消費者レベルの媒介要因について研究を行う。 

ユーザーによる発案から生まれた「ユーザー創造製品」を発売する際に，ユーザーが発

案したという情報を付加することで，市場における成果が高まることが明らかになってい

る(Nishikawa et al., 2017)。このような，アイデアの発案者がユーザーであることを明示す

ることで消費者の購買意向が高まる現象は「発案者効果」と呼ばれ，ユーザー創造製品の

マーケティング・コミュニケーションの有力な手法として注目が集まっている(岡田, 

2019)。 

発案者効果が非参加消費者の購買意向を高めるメカニズムを探る媒介要因研究では，近

年，その要因を企業や製品側ではなく消費者側に探る，消費者レベルの研究が増加してい

る(岡田, 2019)。それらの研究を通じて，社会的アイデンティティ(Dahl et al., 2015; Liljedal 

& Berg, 2020)や自己参照(Wang et al., 2019; Zuniga Huertas & Pergentino, 2020)などの媒介要因

が見出されているが，既存のマーケティング研究との接続に限界があり，十分に明らかに

なっているとはいえない。 

そこで本章では，発案者効果の消費者レベルの媒介要因を明らかにすることで，既存研

究の拡張に貢献することを目指す。本研究で注目したのは，消費者の購買動機である。ユ

ーザー発案情報の表示が非参加消費者一人一人の購買動機にどのような影響を与えている

のかを調べることで，RQ2.「ユーザー発案情報の表示が購買意向に与える影響は，購買動

機によって媒介されているのか？」に答える。この研究課題を解明するにあたり，既存の

消費者行動研究やマーケティング研究で蓄積のある制御焦点理論(regulatory focus 

theory)(Higgins, 1997)を用いて，発案者効果が持つ製品レベルの媒介要因を明らかにするこ

とで，発案者効果研究と消費者行動研究やマーケティング研究との接続を行うことを目的

とする。 

 

2. 先⾏研究のレビュー 
本節では，発案者効果に関する既存研究のうち，消費者レベルの媒介要因研究の課題を

改めて整理する。続いて，本研究において消費者レベルの媒介要因として採用する制御焦

点理論(Higgins, 1997)の先行研究レビューを行う。最後に，既存の発案者効果研究と制御焦

点理論との関係性を整理する。 

 

 
11 本章の内容は下記の論⽂（査読有）をベースに修正したものである。 
岡田庄生(2020). 「ユーザー創造製品の情報表示と制御焦点理論 ―オンライン実験による媒介分析―」

『マーケティングレビュー』1(1), 40-47. 
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2-1 発案者効果の既存研究における課題の整理 
ユーザー創造製品に「ユーザーのアイデアから生まれた」という情報表示を付加するこ

とで非参加消費者の購買意向を高め，売上を増加させる効果があることが確認されている

(Nishikawa et al., 2017)。また，消費者はなぜ，企業の専門家ではなく，ユーザーのアイデ

アから生まれた製品を好むのか，発案者効果のメカニズムである媒介要因に着目したさま

ざまな研究が進められている(岡田, 2019)。ユーザー・イノベーション研究から派生した発

案者効果の研究分野において，初期の研究の多くは企業の顧客志向(Fuchs & Schreier, 2011)

やイノベーション能力の高さ(Schreier et al., 2012)，企業ブランドの誠実さ(van Dijk et al., 

2014)やブランドユニークネス(Liljedal & Dahlén, 2018)など，企業側の媒介要因を対象とし

た研究が多く行われていた。その後，媒介要因研究の焦点は徐々に消費者側へと移ってい

った。 

既存研究の中で明らかになっている消費者レベルの媒介要因としては，社会的アイデン

ティティ(Dahl et al., 2015; Liljedal & Berg, 2020)と自己参照(Wang et al., 2019; Zuniga Huertas 

& Pergentino, 2020)の 2 点があげられる。1 点目は，社会的アイデンティティである。Dahl 

et al.(2015)は，社会的アイデンティティ理論(Tajfel & Turner, 1986)を援用して，ユーザー創

造製品を製造する企業と非参加消費者との心理的な結びつきを実証した。この研究では，

非参加消費者がユーザー発案情報に触れると，非参加消費者の社会的アイデンティティが

活性化して，購買意向が高まることが明らかになった。つまり，「ユーザーのアイデアか

ら生まれた」といった情報を見ることで，非参加消費者は，あたかも自分自身が企業と共

同で製品開発をしたかのような感覚を持ち，その結果としてその製品を選好する傾向が高

まるのである。 
また，このような傾向は，新製品開発プロセスに参加したユーザーと自分自身との類似

性が高い場合には強まり，そうでない場合には緩和されることも確認された(Dahl et al., 

2015; Liljedal & Berg, 2020)。さらに，新製品開発プロセスへの参加のオープンさが低いと

知覚される場合，すなわち自分自身が参加できる可能性を感じられない場合も，その効果

は緩和されることが明らかになった。このように，ユーザー発案情報は非参加消費者の社

会的アイデンティティを媒介として，購買意向を高めていることが明らかになっている

(Dahl et al., 2015)。 
2つ目の消費者レベルの媒介要因は，自己参照(Wang et al., 2019; Zuniga Huertas & 

Pergentino, 2020)である。自己参照とは，外部情報を自らの内部情報と参照させて，情報を

関連付けて精緻化する認知プロセスである(Escalas, 2007)。Wang et al.(2019)は，企業メッセ

ージと発案者情報のメッセージ内容の志向性(接近志向と回避志向)の不一致が，非参加消

費者の自己参照を活性化させることを見出した。また，発案者情報の表示が購買意向に与

える影響は，自己参照の活性化によって媒介されることを明らかにした。 

Zuniga Huertas and Pergentino(2020)は，非参加消費者が製品カテゴリーに対して否定的な

ニュースなどの情報に触れた場合，ユーザー発案情報の有効性が高まることを実証的に明
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らかにした。Zuniga Huertas and Pergentino(2020)は，製品やサービスの否定的な情報を得た

非参加消費者は，企業に対する開発能力に疑問を持つため，ユーザー創造製品を高く評価

すると主張している。この結果も，非参加消費者の中での，製品カテゴリーに対するコン

テクストとユーザー発案情報の不一致が生み出す，自己参照の媒介効果が背景にあると考

えられる。このように，ユーザー発案情報は特定の状況下において，非参加消費者の自己

参照という認知プロセスを活性化させ，その結果として購買意向を高める可能性があると

いえる。 
このように，近年消費者レベルの媒介要因に関する研究が増えており，徐々に解明が進

んでいるものの，いくつかの課題がある。社会的アイデンティティの存在を明らかにした

Dahl et al.(2015)は，発案者効果に関する一連の研究の中でも消費者レベルに着目した初め

ての研究であった。ユーザー発案情報の表示は，企業の顧客志向の知覚を高めるだけでな

く，自分自身と企業とのつながりをも強めるという指摘は，発案者効果の影響力が企業や

製品への知覚だけでなく，非参加消費者自身の感情にも影響を与えることを指摘した点に

おいて大きな貢献がある。しかし，この研究は非参加消費者と企業という 2つの要因の関

係性に着目しており，企業レベル要因と消費者レベル要因が混在しているとも考えられ

る。この点において，非参加消費者にのみ内在する要因を十分に明らかにしているとは言

えず，限界がある。企業の存在によらない，非参加消費者に内在する要因の探索が求めら

れている。 
また，Wang et al.(2019)や Zuniga Huertas and Pergentino(2020)は，自己参照という媒介要

因を明らかにした点で大きな貢献があるが，発生条件が複雑だという課題がある。これら

の研究では，発案者情報の物語を詳細に記載した情報量の多い広告や，製品カテゴリーに

対する否定的なニュースなどを刺激情報として用いている。広告での情報量の多さについ

ては，インターネットを活用したマーケティング・コミュニケーションが活発化し，企業

から顧客へと提供可能な情報量は以前に比べると増えているものの，未だに多くの非参加

消費者が店頭 POPや製品パッケージなどでユーザー発案情報に触れている現状を考える

と，よりシンプルな表現での環境下における発案者効果の媒介要因の解明が求められる。

また，否定的なニュースを購買前の非参加消費者に的確に情報提供することは，実際のマ

ーケティング戦略としては容易ではない。これらの点から，よりシンプルなユーザー発案

情報の表示が，どのような媒介要因を経由して購買意向を高めているのかを，消費者レベ

ルでさらに解き明かすことが課題となっている。 
最後に，これらの研究とマーケティング分野の研究との接続が十分になされていないと

いう点も，課題としてあげられる。第 3 章でも課題として指摘した通り，既存の発案者効

果研究において，マーケティング研究分野で基礎的に用いられている概念，例えば関与や

動機といった非参加消費者の購買意向に関する要因が考慮されていないという指摘がある

(Schreier et al., 2012)。発案者効果は，このような非参加消費者一人一人に内在する購買意

向に関わる要因の影響を受けると考えられる。しかし，それらの要因がどのように関わっ
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ているのかについては十分に明らかになっていない。既存の消費者レベルの媒介要因研究

においても，このような購買意向に関連した要因について十分に配慮した研究は少ない。

非参加消費者一人一人が持つ個人差に着目した研究を行うことで，発案者効果の媒介要因

研究をさらに拡張できると考えられる。 

ここまでをまとめると，発案者効果に関する消費者レベルの媒介要因は，近年様々な研

究が進められているものの，企業レベルとの混在や，企業によるコントロールの難しさな

ど，いくつかの課題がある。また，既存のマーケティング分野の研究との接続が十分行わ

れていないという課題や，非参加消費者一人一人の個別性に十分対応できていないという

課題も指摘されている。そこで，消費者レベルの媒介要因研究をさらに拡張させるため

に，本研究では，動機や関与といったマーケティング分野の基礎的な概念を用いて，ユー

ザー発案情報の表示が与える影響と，非参加消費者一人一人の動機や関与との関係性を明

らかにすることを目的とする。 
本章では特に，発案者効果と購買動機の関係性を明らかにするにあたり，近年マーケテ

ィング分野で注目が集まっている制御焦点理論(Higgins, 1997)を用いて分析を行う。制御焦

点理論はコロンビア大学の心理学者 Higginsが提唱して以来，心理学のみならずマーケテ

ィングや消費者行動の分野で盛んに研究が進められている概念である。ビジネス分野にお

ける論文数も，Elsevier社の Scopusでの検索数では，1990年台がわずか 9本だったのに対

して，2000年代には前半 18本，後半 55本，2010年代には前半 126本，後半 267本と急

増していることがわかる。日本においても，2018年に学術雑誌の『マーケティングジャー

ナル』において制御焦点理論の特集号が出版されている(小野, 2018)。そこで本章では，制

御焦点理論を用いて発案者効果と非参加消費者の購買動機の関係性を明らかにすることを

通じて，発案者効果研究とマーケティング研究との接続を行うことを目指す。 

 

2-2 制御焦点理論に関する先⾏研究レビュー 
制御焦点理論とは，目標達成における焦点の違いが，消費者の行動の制御に影響を与え

るという理論である(Higgins, 1997)。制御焦点理論によれば，購買行動によるネガティブな

結果への回避に着目する予防焦点と，購買行動によるポジティブな結果に着目する促進焦

点の二つの制御焦点があり，これらの動機の違いが消費者の行動に影響を与えるとされ

る。例えば，ダイエットに対して「失病予防」というネガティブ予防の観点で見る消費者

は予防状態であるのに対して，「健康」というポジティブな成果を期待する場合は促進状

態だといえる(石井, 2009)。また，制御焦点は消費者に固有な傾向を示すが，状況によって

変化する(Schwarz, 2006)。成長や理想などのプライミングが促進焦点を促し，安全や義務

などのプライミングが予防焦点を引き起こすといった特徴が明らかになっている(Higgins, 

1997)。このような背景から，制御焦点理論はこれまで，WEBサイト(Aaker & Lee, 2001)や

広告(Zhu & Meyers-Levy, 2007)，製品パッケージ(石井, 2018)など，マーケティング・コミ

ュニケーション分野の様々な研究で用いられている。 
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Aaker and Lee(2001)は，グレープフルーツジュースのWEBサイトを用いて，情報提供に

よる刺激と制御焦点の関係性について実証している。WEBサイトに家族の写真や家族に

ついて考えされられる文章に触れた実験参加者は，相互協調的(interdependent)な考えを強

め，グレープジュースががんや心臓病の予防に効果があるなど予防焦点に基づく情報に好

意的な反応を見せた。また，WEBサイトで自分自身について考えられられる情報に触れ

た実験参加者は，相互独立的(independent)な考えを強め，グレープフルーツジュースにビ

タミン Cや鉄分などが豊富に含まれて元気をもらえるという促進焦点に基づく情報に好意

的な反応を示した。 

Zhou and Pham(2004)は，異なる特徴を持つ金融商品を対象に，消費者の制御焦点に与え

る影響について研究を行なっている。同じ金融商品の中でも，退職金や投資信託は損失の

回避に結びつくため，消費者の予防焦点に影響を与える一方で，個別株の取引口座のよう

な金融商品は大きな利益獲得の達成に結びつくため，消費者の促進焦点と関連しているこ

とを明らかにした。このように，企業や製品から得られる情報が消費者の購買動機として

の制御焦点に影響を与え，製品に対する評価に影響を及ぼすことが，先行研究の結果から

見出されている。 

Chitturi, Raghunathan, and Mahajan(2008)は，製品の功利的便益(utilitarian benefit)と快楽的

便益(hedonic benefit)が顧客満足に与える影響を，制御焦点理論の媒介効果を用いて明らか

にしている。功利的便益とは，製品から得られる機能的，道具的，実践的な便益である。

快楽的便益とは，製品から得られる楽しさ，興奮，審美性などに基づいた便益である(Dhar 

& Wertenbroch, 2000)。例えば，新しい自動車の購入を検討するときに，燃費や性能がもた

らす便益は功利的便益，スポーティーなデザインがもたらす便益は快楽的便益だといえ

る。Chitturi et al.(2008)は携帯電話やラップトップコンピューターなどを対象に，製品の功

利的および快楽的便益と制御焦点の 2つの側面との関係性や，購買意向への影響について

調査を行った。調査では，製品の画像や文章によって構成される 2種類のシナリオ，すな

わち功利的便益を強調したシナリオ(携帯電話のネットワークカバー率やバッテリー容量)

と快楽的便益を強調したシナリオ(携帯電話の色の変更プログラムや着信音)が用いられ

た。分析の結果，製品の功利的便益は安心(security)や信頼(confidence)といった消費者の予

防焦点に影響を与え，その結果として購入意向や口コミ意向を高めていた。また，製品の

快楽的便益は消費者の興奮 (excitement)や楽しさ(cheerfulness)，喜び(delight)といった促進

焦点に影響を与え，その結果として購入意向や口コミ意向を高めていた。この調査によっ

て，製品と関連して与えられた情報が消費者の制御焦点に影響を与え，購買意向や口コミ

意向にも影響があることが確認された。 

さらに，WEBサイトや広告などの情報量の多いメッセージだけでなく，検索エンジン

によるキーワード検索とテキスト広告という短いメッセージでも，制御焦点が消費者の行

動に影響を与えていることが明らかになっている。Mowle, Georgia, Doss, and 

Updegraff(2014)は Googleの検索ワードと夫婦向けオンライン自助プログラムのテキスト広
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告を用いて調査を行なった。その結果，「夫婦のコミュニケーションの改善」といった促

進焦点のキーワード検索をした消費者は，表示されるテキスト広告の内容が促進焦点に基

づいたメッセージの場合の方が，予防焦点に基づいた広告よりもクリックされる確率が高

いことを明らかにした。つまり，消費者が情報を検索した際の動機と，広告で発信される

メッセージが整合的な場合の方が，効果的であるといえる。この研究では，短いメッセー

ジであっても，制御焦点が消費者の行動に影響を与えていることが実証されている。 

このように，消費者の購買行動には制御焦点が深く関わっていることや，製品に付帯す

る様々な情報が消費者の制御焦点の 2つの動機，すなわち予防焦点と促進焦点に影響を与

えることが既存研究から明らかになっている。また，そのような情報による影響は情報量

の多い広告だけでなく，テキスト広告のような短いメッセージでも同様に見出されてい

る。これらのことから，店頭や製品パッケージなど短いメッセージで表示されることが多

いユーザー発案情報の表示が購買意向に与える影響を，制御焦点の 2つの側面から分析す

ることは，発案者効果研究とマーケティング研究を接続する上でも大きな貢献があると考

えられる。 

 

2-3 発案者効果と制御焦点理論 
これまで，発案者効果に関する既存研究において制御焦点理論が用いられたものは，管

見の限り存在しないと思われる。しかし，制御焦点理論の源流である回避・接近(Elliot, 

1999)を用いた研究は存在する。Wang et al.(2019)は，ユーザー創造製品の広告において，

企業メッセージの志向性とユーザーによる創造物語の志向性の違いが，非参加消費者の自

己参照を活性化させて，購買意向を高めることを明らかにした。ユーザーによるアイデア

創造物語が接近志向に基づいた記述の場合，企業メッセージが回避志向に基づいた記述の

場合の方が，接近志向に基づいた記述の場合よりも，非参加消費者の自己参照を活性化さ

せ，その結果として購買意向を高めていた。 

この研究でWang et al.(2019)がメッセージの志向性として採用した回避志向と接近志向

は，制御焦点理論の 2つの焦点，すなわち予防焦点と促進焦点と結びつきがある。回避志

向と接近志向は伝統的に心理学分野のモチベーション理論で用いられる概念で，人間が望

まない状態から遠ざかろうとする動機は回避志向，望む状態に近づく動機は接近志向であ

る。よって，回避志向は制御焦点の予防焦点と，接近志向は促進焦点と関連付けられる。

さらに，Wang et al.(2019)では，非参加消費者の制御焦点傾向を考慮にいれた補足的な調査

が行われており，回避志向，接近志向を用いた結果と同じ傾向を示している。 

Wang et al.(2019)は，そもそもユーザー・イノベーションを創出するイノベーターにも，

この 2つの動機が深く関わっていることに着目した。ユーザー・イノベーターが自ら製品

を創造・改良したり，企業との新製品開発プロセスに参画する動機も，回避志向や接近志

向に基づいているというのである。回避志向が強いユーザー・イノベーターは，不愉快な

経験や望ましくない結果を避けるためにイノベーションを生み出し，接近志向が強いユー
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ザー・イノベーターは，望ましい結果を達成するためにイノベーションを生み出す

(Schreier & Prügl, 2008)。例えば，手術中の重大なミスを減らすために自ら医療用具を創造

する医師は回避志向が強いといえる。また，より自分の好みに近づけるために衣服を改良

するユーザーは接近志向が強いといえる。Wang et al.(2019)は，このようなユーザーのアイ

デアから生まれた新製品をマーケティング・コミュニケーションを通じて非参加消費者に

情報発信する際にも，発案者の回避志向もしくは接近志向による情報を伝えることで，非

参加消費者が持つ回避志向もしくは接近志向と関連付けられる可能性があると考えた。さ

らに，単独の情報ではなく，企業による説得的メッセージとユーザーによるアイデア創造

の物語との組み合わせという点に着目して実証した点で，発案者効果研究の拡張に大きな

貢献があるといえる。 

しかし，この研究には限界もある。ユーザー発案情報の表示は，Wang et al.(2019)が対象

とした情報量の多い広告やWEBサイトだけでなく，店頭や製品パッケージなど短いメッ

セージで表示されることも多い。より短くてシンプルな「お客様のアイデアから生まれ

た」というユーザー発案情報の表示が非参加消費者の動機にどのような影響を明らかにす

るかについては検討されていない。この点について，制御焦点理論を用いて明らかにする

ことが，本研究の研究課題である。 

 

2-4 本節のまとめ 
本節では，発案者効果に関する既存研究のうち，消費者レベルの媒介要因研究の課題を

改めて整理した。その結果，消費者レベルの媒介要因として，社会的アイデンティティ

(Dahl et al., 2015; Liljedal & Berg, 2020)と自己参照(Wang et al., 2019; Zuniga Huertas & 

Pergentino, 2020)の 2 点が明らかになっていることを確認した。また，これらの既存研究に

おける課題として，企業レベル要因と消費者レベル要因が混在していることや，よりシン

プルな表現での媒介要因研究が不十分であること，マーケティング分野との接続や非参加

消費者の個人差の検討が十分ではないことを確認した。 

続いて，本研究において消費者レベルの媒介要因として採用する制御焦点理論の先行研

究のレビューを行なった。その結果，制御焦点理論は近年マーケティング分野で注目され

ている概念であり，製品パッケージや製品情報，短い文章など発案者効果と近い状況での

実験も数多く行われており，発案者効果を拡張する上での有用性も確認することができ

た。 
最後に，発案者効果の既存研究の中でも，制御焦点理論の源流ともいえる接近・回避志

向を用いた研究についてレビューを行い，ユーザー創造製品と制御焦点理論の関係性につ

いてさらに明らかにすることの重要性を確認した。 
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3. 仮説構築 
本節では，発案者効果における制御焦点の媒介効果に関する仮説を構築する。本研究

は，発案者効果の消費者レベルの媒介要因に関して，マーケティング分野で近年注目を集

めている制御焦点理論の 2つの焦点，すなわち予防焦点と促進焦点を用いて明らかにする

ことを目的としている。ここでは，(1)ユーザー発案情報が購買意向に与える影響に対す

る，制御焦点による媒介効果の仮説，(2)制御焦点による媒介効果に対する，製品関与の影

響に関する仮説について検討する。 

 

3-1 ユーザー発案情報が購買意向に与える影響に対する，制御焦点による媒介効果の仮説 
まず，ユーザー発案情報が購買意向に与える影響に対する，予防焦点による媒介効果に

ついての仮説を構築する。発案者効果の企業レベルの先行研究では，ユーザー発案情報の

表示は消費者のニーズを満たす製品を製造する企業やブランドだと非参加消費者から知覚

されていることが明らかになっている。Fuchs and Schreier(2011)は，Tシャツ，家具，自転

車といった製品カテゴリーを用いて，ユーザー創造製品の発案者効果についての実験を行

った。その研究の中で，ユーザー発案情報の表示に触れた非参加消費者は，そのユーザー

創造製品を製造する企業が高い顧客志向であるという知覚を高めていることが確認され

た。なぜならば，新製品開発にユーザーが参加することによって，その企業が消費者のニ

ーズを把握することができるため，顧客のニーズや要望に応える製品開発を行うことが可

能だと考えるからである(Schreier et al., 2012)。 

また，ユーザー発案情報の表示はブランドの誠実さの知覚を高めることが明らかになっ

ている。van Dijk et al.(2014)は，食品ブランドを対象に，非参加消費者がユーザー発案情報

の表示に触れた際のブランドパーソナリティ(Aaker, 1997)の評価について研究を行なって

いる。その結果，ユーザー発案情報はブランドパーソナリティの中でも「誠実」への評価

を高めることが明らかになった。つまり，非参加消費者はユーザー創造製品を扱うブラン

ドが信頼に足りる誠実なブランドだと判断して，製品を購入していると考えられる。この

ように，発案者効果の企業レベル研究では，ユーザー発案情報が非参加消費者の企業に対

する顧客志向や誠実さといった評価を高めていることが見出されている。 
このような傾向は，発案者効果研究の製品レベルの既存研究でも確認できる。Nishikawa 

et al.(2017)によれば，ユーザー創造製品は消費者のニーズに合った顧客志向な製品だと知

覚されているという。発案者効果をフィールド実験によって明らかにした Nishikawa et 

al.(2017)では，追加的な調査において，なぜユーザー発案情報が表示された製品を選ぶの

か，自由回答記述式のアンケート調査を行なっている。その結果，ユーザー創造製品の方

が消費者のニーズを取り入れているため，企業創造製品よりも信頼できるといった回答が

多く集まっていた。また，第 3 章で行なった製品レベルの媒介要因研究においても，ユー

ザー発案情報の表示は非参加消費者の有用性の知覚に対して正の影響を与えていることを

確認している。つまり，製品レベルにおいても，ユーザーが新製品開発プロセスに関与し



 67 

ていることを知ることで，ユーザーのニーズにマッチした有用性の高い製品だという知覚

が高まっていると考えられる。 

このように，発案者効果の企業レベルおよび製品レベルの既存研究において，ユーザー

発案情報の表示は顧客のニーズを十分に把握した，信頼できる企業および製品だと知覚さ

れていることがいえる。このような知覚は非参加消費者の安心(security)や信頼(confidence)

といった非参加消費者の予防焦点に影響を与えると考えられる(Chitturi et al., 2008)。ま

た，予防焦点が高まった消費者は，その製品の購買意向を高めることが明らかになってい

る(Chitturi et al., 2008)。つまり，ユーザー発案情報の表示は，消費者にとってネガティブ

な結果を回避できる安心感や信頼感の持てる製品だという予防焦点に影響を与え，その結

果として企業創造製品よりもユーザー創造製品を選好すると考えられる。よって，下記の

仮説を提示する。 

 

H1:ユーザー発案情報の表⽰が製品選択意向に与える正の影響は，予防焦点によって媒介
される 

 

次に，ユーザー発案情報が購買意向に与える影響に対する，促進焦点による媒介効果に

ついての仮説を構築する。発案者効果の企業レベルの既存研究では，ユーザー発案情報の

表示が非参加消費者の新奇性の知覚を高めることが明らかになっている。具体的には，多

様なユーザーによる新しいアイデアが含まれていると考えられることや，企業の枠組みに

囚われることがない自由な発想によるアイデアが含まれていると考えられることから，企

業の専門家よりもユーザーによる発案から生まれた新製品の方が，新奇性が高いと非参加

消費者から知覚されている(Schreier et al., 2012)。また，本論文の第 3 章では，発案者効果

が新奇性の知覚に正の影響を与えることも実証している。よって，ユーザー発案情報は，

非参加消費者に対して，既存の製品に比べて新しいものであると知覚させる効果があると

いえる。 

制御焦点理論の先行研究では，新奇性と促進焦点の関係性を扱う研究が存在する。促進

焦点に基づいた動機に突き動かされる人は，自分自身を成長させたり，理想の状態に近づ

きたいと考える傾向を示す(Higgins, 1997)。よって，予防焦点に基づいた動機が強い人が現

状維持を好むのに対して，促進焦点に基づいた動機が強い人は現状打破を求める傾向にあ

ると考えられる(Chernev, 2004)。このような傾向は，購買意思決定の場面においても行動

に現れる。 

Herzenstein, Posavac, and Brakus(2007)は，フィールド調査と実験を通じて，促進焦点を重

視する消費者は，予防焦点重視の消費者に比べて新製品の購入意向が高いことを明らかに

した。また，制御焦点が新製品の購入意向に与える影響の媒介要因を分析したところ，技

術的な性能に対するリスクの知覚によって媒介されていることが明らかになった。また，

それは予防焦点が強い消費者においてより顕著であることが見出された。この結果から，
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予防焦点を重視する消費者はリスクを回避するため新製品の購入を避ける一方で，促進焦

点を重視する消費者は，新製品のリスクよりも新奇性に着目し，現状維持よりも現状打破

を望む傾向にあると考えられる。 

ここまでをまとめると，ユーザー発案情報の表示は，非参加消費者の新奇性の知覚を高

める。また，新奇性は消費者の促進焦点と関連していることが明らかになっている。これ

らのことから，ユーザー発案情報の表示は，ユーザー創造製品が現状を打破する新奇性の

高い製品だという知覚を高めて，興奮 (excitement)や喜び(delight)といった促進焦点に影響

を与える可能性がある。また，促進焦点の高まりは新製品の購買意向や口コミに正の影響

を与える(Chitturi et al., 2008)。つまり，非参加消費者はユーザー発案情報の表示から，そ

の製品が現状を打破する新しさのある製品だと知覚して促進焦点を強め，その結果として

企業創造製品よりもユーザー創造製品を選好すると考えられる。よって，下記の仮説を提

示する。 

 

H2:ユーザー発案情報の表⽰が製品選択意向に与える正の影響は，促進焦点によって媒介
される 
 
3-2 制御焦点による媒介効果に対する製品関与の影響に関する仮説 
最後に，予防焦点と促進焦点の媒介効果を緩和させる要因として，製品関与の高さにつ

いて検討する。関与とは，消費者が対象物に対して持つ固有の興味や価値，ニーズである

(Zaichkowsky, 1985)。高関与な消費者は，金銭的リスクや身体的リスクなどを回避するた

め，事前の情報検索や購入前の納得を必要とする。それゆえ，高関与な消費者は，その製

品に関連した情報への注目が高い(Celsi & Olson, 2002)。 

制御焦点理論の先行研究では，消費者の製品関与の高さが制御焦点に影響を与えること

が確認されている。Wang and Lee(2006)は，歯磨き粉を対象として，制御焦点がブランド

態度に与える影響を，高関与消費者と低関与消費者の 2 群に分けて調査を行った。その結

果，低関与消費者については，促進焦点が強い消費者は促進焦点を強調したブランドを選

び，予防焦点が強い消費者は予防焦点を強調したブランドを選ぶ傾向が顕著であるが，高

関与消費者についてはその傾向が緩和あるいは逆転していた。Wang and Lee(2006)はこの

結果について，製品への関与度が低い消費者はヒューリスティックな製品選択を行うた

め，制御焦点に大きな影響を受けるが，関与度が高い消費者は，製品そのものの情報をし

っかりと検討するため，制御焦点の影響が弱まると主張している。つまり，製品関与の高

い消費者は，ユーザー発案情報の表示によって予防焦点および促進焦点が高まるものの，

製品選択の場面においてはその影響が緩和されることが考えられる。よって，次の仮説を

提示する。 
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H3:ユーザー発案情報の表⽰が製品選択意向に与える影響の予防焦点による媒介効果は，
製品関与の⾼さによって負の影響を受ける 
 
H4:ユーザー発案情報の表⽰が製品選択意向に与える影響の促進焦点による媒介効果は，
製品関与の⾼さによって負の影響を受ける 
 

ここまでの仮説を図式化すると，以下のような図で示すことができる(図表 4-1)。 

  

図表 4-1 仮説構築の図式化 

 

筆者作成 
 

 

4. 研究⽅法 
本節では，研究方法について述べる。まず，調査設計について述べる。次に，尺度開発

について記述する。最後に，信頼性と妥当性について確認する。 

 

4-1 調査設計 
本調査では，発案者効果の先行研究(Schreier et al., 2012)や，制御焦点理論の先行研究(石

井, 2018)でも対象となっている朝食シリアルと同様の製品である，「グラノーラ」を調査

対象として採用する。 

本研究は，発案者効果の媒介要因を定量的に明らかにするため，インターネットによる

アンケート調査法を採用した。調査会社の調査パネルを対象に調査を行った。調査期間は

2019年 7月 25 日(木)～2019年 7月 26 日(金)である。調査対象は，先行研究と同様に，

グラノーラを購入する機会が多いと考えられる女性を対象とした(Schreier et al., 2012)。こ

の調査には 618名が参加した。 

情報表⽰の操作
(ユーザー発案情報/
企業発案情報)

促進焦点

製品選択意向

予防焦点

製品関与

H1(+) H1(+)

H2(+) H2(+)

H3(-)
H4(-)
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調査では，はじめに，参加者に対して 2種類の架空のグラノーラの製品情報が提示され

た(図表 4-2)。2種類の製品のうち，セル 1では，左側にユーザーが発案者であることを示

す情報が，右側に企業の開発担当が発案者であることを示す情報が付加されている。セル

2では，2つの製品の違いによる選好の影響を取り除くために，製品 Aと製品 Bを入れ替

えて，発案者情報のみセル 1と同様の状態で表示した。実験の参加者はランダムにそれぞ

れのセルに 309名ずつ振り分けられた。なお，参加者の年齢の平均値は，セル間で有意な

差は見られなかった(図表 4-3)。続いて，「もしあなたが，表示された 2つの新製品のうち

1つを購入するとしたら，どちらを選びますか？」という質問を用いて，SD法 7 点尺度

(7=必ず製品 Aを選択する，4=どちらともいえない，1=必ず製品 Bを選択する)で製品選択

意向を測定した。 

 

図表 4-2 実験に使用された画像(左がセル 1，右がセル 2) 

  

筆者作成 
 

図表 4-3 各セルの詳細  

   セル 1  セル 2  t p 

N  309  309      

M 年齢  40.29   39.79  0.53   0.60   

筆者作成 
 

4-2 尺度 
次に，尺度の開発について記述する。本調査では，Chitturi et al.(2008)および石井(2018)

を参考に，以下の各 5項目の質問項目を作成した(図表 4-4)。予防焦点は「この新製品は，
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間違いがなさそうだ」「この新製品は，失敗を予防してくれそうだ」「この新製品は，安

心が生まれそうだ」「この新製品は，自信を持って選べそうだ」「この新製品は，ネガテ

ィブな結果を回避できそうだ」の 5項目に関して，SD法 7 点尺度(7=新製品 Aに大変当て

はまる，4=どちらともいえない，1=新製品 Bに大変当てはまる)で測定した。促進焦点は

「この新製品は，喜びが生まれそうだ」「この新製品は，楽しい気持ちになれそうだ」

「この新製品は，ポジティブな結果に結びつきそうだ」「この新製品は，エキサイティン

グな体験が出来そうだ」「この新製品は，成功を後押ししてくれそうだ」の 5項目に関し

て，SD法 7 点尺度(7=新製品 Aに大変当てはまる，4=どちらともいえない，1=新製品 Bに

大変当てはまる)で測定した。 

最後に，グラノーラへの製品関与に関する質問が行われた(図表 4-4)。質問項目は，

Zaichkowsky(1985)および Costa and Coelho do Vale(2018)を参考に，4つの質問項目を作成し

た。すなわち，「グラノーラは，好きである」「グラノーラは，私にとって重要である」

「グラノーラに，興味を持っている」「グラノーラを購入する頻度は高い」である。これ

らの質問項目は，リッカート 7 点尺度 (1=全く当てはまらない，7=非常に当てはまる)で測

定された。 

調査データは，セル 1のデータの予防焦点と促進焦点の各項目を反転した上で，セル 1

＝0，セル 2＝1として「情報表示の操作」のダミー変数を作成して，セル 1とセル 2を比

較する形で分析を行なった。 

 

図表 4-4 質問項目一覧 

概念 質問項⽬ 平均値 標準偏差 

予防焦点 

この新製品は，失敗を予防してくれそうだ 3.90 0.83 

この新製品は，安⼼が⽣まれそうだ 3.96 0.98 

この新製品は，間違いがなさそうだ 3.93 1.18 

この新製品は，⾃信を持って選べそうだ 3.94 1.15 

この新製品は，ネガティブな結果を回避できそうだ 3.90 0.75 

促進焦点 

この新製品は，喜びが⽣まれそうだ 3.84 1.01 

この新製品は，楽しい気持ちになれそうだ 3.87 1.08 

この新製品は，ポジティブな結果に結びつきそうだ 3.85 0.92 

この新製品は，エキサイティングな体験が出来そうだ 3.92 0.82 

この新製品は，成功を後押ししてくれそうだ 3.87 0.78 

製品関与 

グラノーラに，興味を持っている 4.20 1.64 

グラノーラは，私にとって重要である 4.67 1.66 

グラノーラは，好きである 3.57 1.58 

グラノーラを購⼊する頻度は⾼い 3.22 1.79 

筆者作成 
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4-3 信頼性と妥当性 
本調査の構成概念として使用する予防焦点，促進焦点，製品関与の 14項目に対して，

探索的因子分析(最尤法，バリマックス回転)を行った。因子付加量の基準となる値を

0.40，共通性の基準となる値を 0.40として各項目の確認を行なった，基準を満たさない項

目があった。そこで，基準を満たさない項目12を削除し，予防焦点 3項目，促進焦点 3項

目，製品関与 3項目として再度分析を行なった結果，いずれの結果も基準となる数値を満

たしており，累積因子寄与率の値も 0.50を超えたため採用することとした(図表 4-5)。 

続いて，信頼性と妥当性を確認する。まず，信頼性については，クロンバック α 係数，

CRとも 0.70 以上という結果を示しており，内的一貫性を備えていることが確認された

(Bagozzi & Yi, 1988)。次に，確認的因子分析を用いて構成概念の妥当性について確認す

る。一次元性については，GFI，CFIのいずれも 0.90 以上であり，十分に高い適合度を示

した(図表 4-6)。収束妥当性は，各構成概念において，すべての項目で標準化係数(因子負

荷量)は有意な結果を示しており，基準となる 0.60を超えていた(Hair et al., 2010)。AVEは

予防焦点(0.48)と促進焦点(0.47)が，基準となる 0.50 以上(Hair et al., 2010)をわずかに満たさ

ないものの，製品関与(0.67)は基準を上回っていたため，このモデルを採用した。また，そ

れぞれの構成概念の AVEは，HSV(Highest Shared Value)を上回っており，弁別妥当性につ

いても確認できた(Fornell & Larcker, 1981)。図表 4-7は，分析に用いた変数の記述統計量と

相関係数を示している。 

 

 
12 削除された質問項目は，予防焦点は「この新製品は，自信を持って選べそうだ」「この新製品は，ネガ

ティブな結果を回避できそうだ」の 2 項目，促進焦点は「この新製品は，エキサイティングな体験が出

来そうだ」「この新製品は，成功を後押ししてくれそうだ」の 2 項目，製品関与は「グラノーラを購入

する頻度は高い」の 1 項目であった。 
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図表 4-5 探索的因子分析 

 

構成概念 項⽬ 予防焦点 促進焦点 製品関与 共通性 

予防焦点 

この新製品は，失敗を予防してくれそうだ 0.70  0.10  0.02  0.50  

この新製品は，安⼼が⽣まれそうだ 0.68  0.17  -0.04  0.49  

この新製品は，間違いがなさそうだ 0.61  0.34  -0.01  0.49  

促進焦点 

この新製品は，喜びが⽣まれそうだ 0.24  0.70  0.05  0.55  

この新製品は，楽しい気持ちになれそうだ 0.07  0.69  0.01  0.48  

この新製品は，ポジティブな結果に結びつ

きそうだ 
0.35  0.60  0.04  0.48  

製品関与 

グラノーラに，興味を持っている 0.03  -0.01  0.96  0.93  

グラノーラは，好きである 0.00  0.09  0.80  0.65  

グラノーラは，私にとって重要である -0.03  0.01  0.66  0.44  

  寄与率 0.17  0.22  0.17    

  累積寄与 0.17  0.39  0.56    

筆者作成 
 

図表 4-6 確認的因子分析 

 

失敗を予防してくれそうだ

安⼼が⽣まれそうだ

間違いがなさそうだ

喜びが⽣まれそうだ

楽しい気持ちになれそうだ

ポジティブな結果に結びつきそうだ

予防焦点

促進焦点

0.62

0.72

0.74

0.69

0.74

0.63

0.43

χ2=80.66 , df=24, p<.001, GFI=0.97, CFI=0.97 RMSEA=0.06, 
誤差変数は省略, 数字は標準化係数と相関係数, 全ての係数は1%⽔準で有意

興味を持っている

好きである

私にとって重要である

製品関与

0.67

0.95

0.81

-0.04

0.05
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図表 4-7 構成概念の妥当性と信頼性 

構成概念 平均値 標準偏差 信頼性α CR AVE HSV (a) (b) (c)  

(a)予防焦点 4.07  0.81  0.73  0.73  0.48  0.22 ー ー ー 

(b)促進焦点 3.94  0.82  0.72  0.73  0.47  0.37 0.43  ー ー 

(c)製品関与  4.06  1.48  0.85  0.86  0.67  0.01 0.00  0.07  ー 

※筆者作成。0.43 以上の相関係数は p<.05で有意 

 

5. 研究結果 
はじめに，ユーザー発案情報の表示が製品選択に与える影響について確認する。対応の

ない t検定を用いて分析した結果，5%水準で有意な影響を与えていた(t(615)= 2.33, p<.05, 

d=.19)。よって，発案者効果の先行研究で示されていた結果と同様に，ユーザー発案情報

が表示された新製品の方が，企業の専門家発案情報が表示された場合に比べて選択される

可能性が高いことを確認することができた。 

次に，ユーザー発案情報の表示が製品選択意向に与える影響において，予防焦点と促進

焦点の 2つの要因を媒介要因として媒介分析を行う。共分散構造分析を用いた媒介分析(ブ

ートストラップ法，リサンプリング 2000回)の結果，完全媒介の結果を示した(図表 4-8)。 

分析の結果，製品選択意向に対して，予防焦点と促進焦点を含まない場合，ユーザー発

案情報の表示の直接効果(c-path:β=.30, SE=.13, p<.05)は 5%水準で有意な正の影響を示す

が，予防焦点と促進焦点を含む場合，ユーザー発案情報の表示の直接効果(c’-path: β=-.06, 

SE=.10, p=.56)は有意な結果を示さず，予防焦点(CI95%=[.01, .15])と促進焦点(CI95%=[.15, .42])

による完全な媒介効果を確認することができた。したがって，仮説 1，仮説 2はいずれも

採択された。 

この結果から，ユーザー発案情報の表示に触れた非参加消費者は，予防焦点と促進焦点

のそれぞれの動機を満たす製品であると知覚した結果，ユーザー創造製品を選択する可能

性が高いといえる。また，予防焦点と促進焦点のパス係数を比較すると促進焦点の方が高

い傾向にある。ここから，ユーザー発案情報の表示は非参加消費者の購買動機の中でも促

進焦点，すなわち自身の理想に近づけると感じる動機に大きな影響を与えていると考えら

れる。 

最後に，製品関与の調整媒介効果を検討したところ，予防焦点の媒介効果に対する調整

媒介効果は有意ではなく(CI95%=[-.05, .14])，促進焦点の媒介効果に対する調整媒介効果の

み，マージナルではあるものの，有意で負の影響(CI95%=[-.16, .01])を示した(図 4-9)。製品

関与による調整媒介効果を詳細に探るため，製品関与のスコアの平均±1SDを基準に，単

純傾斜分析による下位検定を実施した結果，平均+1SDにおける製品選択は(β=.26，

SE=.06，p<.001)，平均－1SDにおける製品選択(β=.33，SE=.08，p<.001)に比べて低い数値

を示していた。よって，仮説 3は棄却されたが，仮説 4は支持された。つまり，ユーザー
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発案情報の表示が非参加消費者の促進焦点を媒介して製品選択意向に影響を及ぼす効果

は，製品関与の高さによって緩和されることが示唆されている。 

 

図表 4-8 媒介分析の分析結果 

 

 

図表 4-9 媒介分析の分析結果(調整媒介効果を含む) 

 
 

6. 本章のまとめ 
本節では，これまでの調査のまとめと考察を行う。また，本研究の理論的貢献と実務的

貢献，本研究の限界と今後の研究課題について述べる。 

 

情報表⽰の操作
(ユーザー発案情報/

企業発案情報)

促進焦点

製品選択意向
cʼ-path: β=-.061, SE=.099 p=.536

予防焦点

c ‒path: β=.301, SE=.130 p<.05

β=.136, SE=.063 p<.05

β=.291, SE=.063 p<.001 β=.999 SE=.065 p<.001

β=.511, SE=.078 p<.001

筆者作成。
χ2 =122.963, df=1, p<.001, GFI=0.85, CFI=0.75, RMSEA=0.16

βは標準化偏回帰係数を,SEは標準語差を,pはp値を⽰している。c-pathは媒介要因(予防焦点・促進焦点)を含ま
ない直接効果を，cʼ-pathは媒介要因を含んだ直接効果を⽰している。実践は有意，破線は有意ではない結果を

⽰す。下図も同様。

情報表⽰の操作
(ユーザー発案情報/

企業発案情報)

促進焦点

製品選択意向
cʼ-path: β=-.061, SE=.099 p=.536

予防焦点

c ‒path: β=.301, SE=.130 p<.05

β=.136, SE=.063 p<.05

製品関与

β=.291, SE=.063 p<.001 β=.999 SE=.065 p<.001

β=.511, SE=.078 p<.001

β=-.084, SE=.046 p<.10

β=.053, SE=.055 p=.327

筆者作成。
χ2 =146.814, df=13, p<.001, GFI=0.98, CFI=0.73, RMSEA=0.13
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6-1 考察 
企業が新製品開発プロセスにユーザーを参加させる共創活動が活性化する中，ユーザー

発案情報の表示が消費者の購買意向を高める「発案者効果」の有効性に注目が集まってい

る。しかし，その背景となる媒介要因については，企業の顧客志向やイノベーション能力

など，企業側の要因を探る研究は多く行われているものの，消費者側の要因を探る研究は

十分に行われていない。 

そこで本研究は，ユーザー発案情報の表示が製品選択に与える影響の媒介要因として，

消費者の購買行動における動機に着目し，制御焦点理論の 2つの側面である予防焦点と促

進焦点を用いて実験を行い，定量的な分析を行った。その結果，ユーザー発案情報の表示

は，消費者の安心感や信頼感といった予防焦点と，興奮や喜びといった促進焦点を媒介と

して，製品選択意向に正の影響を与えることが明らかになった。つまり，ユーザーが新製

品開発プロセスに関与しているという情報は，ユーザーのニーズを把握しているので失敗

を回避できるだろうという安心感(予防焦点)と，現状を打破する新しいアイデアに出会え

るだろうというポジティブな感情(促進焦点)という，2つの側面から非参加消費者の購買意

向を高めている可能性がある。この結果からは，ユーザー発案情報の表示は，促進焦点が

強い非参加消費者にとっても，予防焦点が強い非参加消費者にとっても，購買意向を高め

る効果がある可能性が高いと考えられる。 

また，促進焦点の媒介効果は，製品関与の高さによって緩和されることが確認された。

製品関与が高い消費者は製品そのものの情報をしっかりと検討するため，制御焦点の影響

が緩和される(Wang & Lee, 2006)。本研究の結果からは，ユーザー発案情報の表示がもたら

す，楽しさや喜びといった感情への効果は，高関与の消費者に対しては緩和されると考え

られる。製品関与の高さが予防焦点に負の影響を与えなかった原因としては，消費者の関

与が高く，情報を慎重に検討する状況下においてもなお，第 3 章で示されたような，ユー

ザー発案情報の表示が与える有用性の知覚を高める強い力が作用していると考えることが

できる。つまり，製品関与の高低にかかわらず，ユーザー発案情報は強い予防焦点への影

響を持っているといえる。 

 

6-2 理論的貢献 
本研究の理論的貢献として，以下の 2 点について述べる。第一に，発案者効果に関する

研究と，マーケティング分野で蓄積がある制御焦点理論の知見を接続し，消費者レベルの

媒介要因を明らかにした点である。発案者効果は企業のイノベーション・マネジメント研

究から派生した研究であることから，マーケティング分野との接続がこれまで十分に行わ

れていなかった。発案者効果の背景を探る媒介要因研究に関しても，企業やブランドとい

った製造・販売する側の要因に着目した研究が先行し，消費者側の要因を探る研究は近年

になって着手されているのが現状である。既存の消費者レベルの媒介要因研究では，社会

的アイデンティティに着目した研究(Dahl et al., 2015)や，自己参照の活性化に着目した研究



 77 

(Wang et al., 2019; Zuniga Huertas & Pergentino, 2020)などがある。しかし，これらの研究は

マーケティング分野で扱われる関与や動機といった基礎的な要因との関連性は薄く，限定

された領域しか明らかにしていなかった。本研究によって，消費者一人一人が持つ制御焦

点理論に基づいた 2つの購買動機，すなわち予防焦点と促進焦点への影響を明らかにした

ことは，発案者効果研究とマーケティング研究を接続させた点において大きな貢献である

といえる。 

第二に，発案者効果と製品関与の関係性の一側面を明らかにした点についても貢献があ

ったと考えられる。発案者効果研究において，非参加消費者の製品関与が与える影響を取

り扱った既存研究は多くない。本研究のスコープ外であるが，ユーザーと共創した「広

告」を対象とした先行研究において，関与の高さが負の影響を与えることが明らかになっ

ている(Thompson & Malaviya, 2013)。Thompson and Malaviya(2013)は，企業の広告にユーザ

ーのアイデアを採用したという情報を付加することで，ブランドへの評価にどのような影

響を与えるかについて研究を行なっている。この研究では，対象となる企業やブランドへ

の関与度が高く，かつ普段広告をよく見る視聴者においては，その広告がユーザーの発案

であるという情報を与えることは，ブランドへの評価に対して負の影響があること見出さ

れた(Thompson & Malaviya, 2013)。つまり，製品に対して高い関与を持つ消費者において

は，広告は専門家によって作成してほしいという期待があり，ユーザーのアイデアが採用

されたという情報は否定的な感情を生み出すのである。 

このように，ユーザー共創広告の研究において関与の高さの影響を明らかにした研究は

あるものの，本研究のスコープである新製品開発を対象とした発案者効果の先行研究で

は，関与の影響を明らかにしたものは少ない。よって，本研究では製品関与が直接的に発

案者効果に与える影響を調べてはいないものの，制御焦点の媒介調整効果としてその一端

を明らかにしたことは大きな貢献である。 

 

6-3 実務的貢献 
次に，実務的貢献として，以下の 2 点について述べる。第一に，ユーザー創造製品を広

く市場に普及させようとしている企業のマーケターに対して，非参加消費者の 2つの購買

動機，すなわち予防焦点と促進焦点を刺激するようなマーケティング・コミュニケーショ

ンの有用性について提言できた点である。非参加消費者はユーザー創造製品について，開

発プロセスにおいてユーザーのニーズを把握できているから，自分自身にとって失敗が少

ない製品だと認識している可能性が高い。よって，ユーザー創造製品のマーケティング・

コミュニケーションにおいて，「ユーザーのアイデアから生まれた」という情報に加え

て，ユーザーのどのようなニーズから生まれた製品なのかといった背景情報を追加するこ

とで，非参加消費者の予防焦点を刺激して，購買意向を高める可能性がある。同様に，非

参加消費者はユーザー創造製品について，既存の常識を打破する新しくアイデアが含まれ

ており，自分の理想の状態に近づけると認識している可能性が高い。よって，楽しさや興
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奮，喜びといった非参加消費者の促進焦点を刺激するような情報を加えることが有効だと

考えられる。もちろん，実際の新製品開発プロセスを通じて，常に予防焦点や促進焦点を

刺激する情報を揃えることは容易ではないが，いずれか一方の情報だけでも十分効果が期

待できることが，本研究を通じて明らかになったといえる。 

第二に，その製品カテゴリーに対して高い興味や関心を持っている製品関与が高い非参

加消費者に対する，ユーザー創造製品のマーケティング・コミュニケーションに示唆を与

えた点である。本研究で明らかになったように，高関与な非参加消費者に対しては，ユー

ザー発案情報の表示が持つ楽しさや興奮のような促進焦点による刺激が製品選択につなが

らない可能性がある。一方で，失敗を回避できるといった予防焦点による刺激は，関与の

高低に関わらず有効であることが明らかになっている。これらの結果から，製品関与が高

い顧客に対するマーケティング・コミュニケーション戦略を立案する際には，失敗を回避

できるという予防焦点を刺激する情報を付加することが，購買意向を高める重要な方法だ

と考えることができる。デジタルマーケティングの発達により，企業はターゲットの関与

度について把握する情報を保有していることも多い。また，ターゲット層の違いによって

メッセージを出し分けることも，以前に比べれば容易になっている。よって，マーケティ

ングの基礎的な理論である製品関与に基づいた発案者効果の影響が明らかになったこと

は，実務的な貢献が大きいと考えられる。 

 

6-4 本研究の課題 
最後に，本研究の限界と今後の研究課題を述べる。第一に，媒介分析(図表 4-8，図表 4-

9 )のモデルの適合度が，基準とされる値よりもやや低い値を示している点である。より高

いモデルを用いた分析を行うことが，今後の課題としてあげられる。 

第二に，本研究は限定された製品のみを対象とした調査であり，本研究の知見を用い

て，異なる製品カテゴリーへと対象を広げた研究が求められる。本研究では，消費者レベ

ルの媒介要因として予防焦点，促進焦点の媒介効果を明らかにしただけなく，製品関与の

高さが与える媒介調整効果についても見出すことができた。ただし，これらの結果は，本

研究が対象とした製品の選択が影響を与えている可能性がある。具体的には，本研究では

先行研究を参考にしてグラノーラを対象に調査を行ったが，グラノーラは美味しさや楽し

さといった情緒的な価値が重視される製品であり，予防焦点が購買意思決定において重要

な側面ではない可能性がある。より機能的な価値が重視される製品へと対象を広げること

で，本研究を拡張することが可能であると考える。このような問題意識をもとにした製品

カテゴリーの拡張については，第 5 章で取り扱うこととする。 

第三に，制御焦点を非参加消費者固有の特性として利用した研究も，発案者効果研究を

拡張する上で意義があると考えられる。制御焦点理論を用いた先行研究では，制御焦点を

消費者一人一人が持つ固有の特性として用いて，予防焦点が強い消費者と促進焦点が強い

消費者とを分類した調査などが行われている(石井, 2009)。例えば，発案者効果の有効性に
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関して，予防焦点が強い非参加消費者と，促進焦点が強い非参加消費者とで，その傾向の

違いを分析するような研究は，発案者効果を用いたマーケティング・コミュニケーション

戦略の立案に有効な示唆を示すだろう。 

このように，本研究にはいくつかの課題があるものの，発案者効果研究とマーケティン

グ研究を接続し，制御焦点理論を援用して非参加消費者一人一人の購買動機との関係性

や，製品関与が与える効果について検証することができたといえる。 
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7. 資料：実験で使⽤した調査票 
 
セル 1  
 
ある企業がグラノーラの新製品の発売を検討しています(実験のため，企業名は隠されています)。

あなたが，グラノーラを自分や家族のために購入しようとしているという状況を想定してお答えくださ

い。 

なお，この企業は，ここ数年様々な企業が導入している，誰でも参加できるオンラインのユーザーコ

ミュニティを持っています。 

 

Q1.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 
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1 2 3 4 5 6 7 
新製品 B に

大変当ては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 A に

ややあては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

大変当ては

まる 

 

Q2. 以下の質問に当てはまるのは，新製品 Aと新製品 Bのどちらですか？ あなたのお考

えに最も近いものをそれぞれ１つ選択してください ※質問はランダマイズされた 

 

 1 2 3 4 5 6 7 

 
新製品 B に大

変当てはまる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B にや

やあてはまる 

どちら

でもな

い 

新製品 A にや

やあてはまる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に大

変当てはまる 

この新製品は，間違いがな

さそうだ 

       

この新製品は，失敗を予防

してくれそうだ 

       

この新製品は，安心が生ま

れそうだ 

       

この新製品は，自信を持っ

て選べそうだ 

       

この新製品は，ネガティブ

な結果を回避できそうだ 

       

この新製品は，喜びが生ま

れそうだ 

       

この新製品は，楽しい気持

ちになれそうだ 

       

この新製品は，ポジティブ

な結果に結びつきそうだ 

       

この新製品は，エキサイテ

ィングな体験が出来そうだ 

       

この新製品は，成功を後押

ししてくれそうだ 
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ここからは，グラノーラ全般についてお聞きします。 

 

Q3. グラノーラについて，あなたのお考えに最も近いものをそれぞれ１つ選択してください 

 1 2 3 4 5 6 7 

 
全く当て

はまらな

い 

当ては

まらない 

やや当ては

まらない 

どちらでもな

い 

やや当ては

まる 

当てはまる 非常に当て

はまる 

グラノーラは，好きである 
       

グラノーラは，私にとって重要である 
       

グラノーラに，興味を持っている 
       

グラノーラを購入する頻度は高い 
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セル 2  
 
ある企業がグラノーラの新製品の発売を検討しています(実験のため，企業名は隠されています)。

あなたが，グラノーラを自分や家族のために購入しようとしているという状況を想定してお答えくださ

い。 

なお，この企業は，ここ数年様々な企業が導入している，誰でも参加できるオンラインのユーザーコ

ミュニティを持っています。 

 

Q1.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 B に

大変当ては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 A に

ややあては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

大変当ては

まる 
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Q2. 以下の質問に当てはまるのは，新製品 Aと新製品 Bのどちらですか？ あなたのお考

えに最も近いものをそれぞれ１つ選択してください ※質問はランダマイズされた 

 

 1 2 3 4 5 6 7 

 
新製品 B に大

変当てはまる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B にや

やあてはまる 

どちら

でもな

い 

新製品 A にや

やあてはまる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に大

変当てはまる 

この新製品は，間違いがな

さそうだ 

       

この新製品は，失敗を予防

してくれそうだ 

       

この新製品は，安心が生ま

れそうだ 

       

この新製品は，自信を持っ

て選べそうだ 

       

この新製品は，ネガティブ

な結果を回避できそうだ 

       

この新製品は，喜びが生ま

れそうだ 

       

この新製品は，楽しい気持

ちになれそうだ 

       

この新製品は，ポジティブ

な結果に結びつきそうだ 

       

この新製品は，エキサイテ

ィングな体験が出来そうだ 

       

この新製品は，成功を後押

ししてくれそうだ 
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ここからは，グラノーラ全般についてお聞きします。 

 

Q3. グラノーラについて，あなたのお考えに最も近いものをそれぞれ１つ選択してください 

 1 2 3 4 5 6 7 

 
全く当て

はまらな

い 

当ては

まらない 

やや当ては

まらない 

どちらでもな

い 

やや当ては

まる 

当てはまる 非常に当て

はまる 

グラノーラは，好きである 
       

グラノーラは，私にとって重要である 
       

グラノーラに，興味を持っている 
       

グラノーラを購入する頻度は高い 
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第 5 章 異なる製品カテゴリーでの発案者効果 
 

1. 本章の概要 
本章では，消費者レベルの境界条件について，製品カテゴリーの違いに着目した研究を

行う。 

近年，企業が新製品開発にユーザーを参加させる共創活動が広がっている。ユーザーの

アイデアによって生まれた製品は「ユーザー創造製品」と呼ばれており，そのような製品

は食品や飲料，雑貨やベビー用品など，幅広い製品カテゴリーにおいて生まれている

(Fuchs & Schreier, 2011; Hossain & Islam, 2015; Nishikawa et al., 2013; Poetz & Schreier, 2012)。

さらに，ユーザー創造製品を発売する際に，ユーザーが発案したという情報を知らせるこ

とで，非参加消費者の購買意向や実際の売上を高める「発案者効果」が注目を集めている

(岡田, 2019)。 

ただし，発案者効果はあらゆる製品カテゴリーで常に有効というわけではない。既存研

究からは，発案者効果が失われる条件，すなわち境界条件の存在が明らかになっている

(Fuchs et al., 2013; Schreier et al., 2012)。このような境界条件を把握することは研究上も実務

上も大きな課題である。 

そこで本章では，製品カテゴリーの違いが発案者効果に与える影響を把握するために，

マーケティング分野の基礎的な概念である関与と動機に基づいた理論フレームであるロシ

ター・パーシー・グリッド(RPG) (Rossiter, Percy, & Donovan, 1991)を用いた実証的な実験を

通じて，本論文の研究課題 RQ3.「ローテク分野において，発案者効果の消費者レベルでの

境界条件となる製品カテゴリーとは何か？」に答える。そして，RPGが提唱する 4つの異

なる製品カテゴリーを用いて，幅広い製品カテゴリーにおける発案者効果の有効性を検証

し，その境界条件について明らかにすることを目的とする。 
 

2. 先⾏研究のレビュー 
本節では，RQ3.「ローテク分野において，発案者効果の消費者レベルでの境界条件とな

る製品カテゴリーとは何か？」に答えるために，発案者効果に関する既存研究のうち，境

界条件研究の課題を改めて整理する。続いて，本研究において製品カテゴリーの分類に用

いる RPGの先行研究レビューを行う。 

 

2.1 発案者効果の境界条件研究 
「ユーザーのアイデアから生まれた」といったユーザー発案情報の表示は，非参加消費

者がユーザー創造製品を選択する意向に影響を及ぼしている(Schreier et al., 2012)。しか

し，このような発案者効果はすべての製品カテゴリーに有効というわけではない。このよ
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うな表示は，製品の技術的複雑さが高い場合や，高ステータスブランドである場合，効果

を失うことが明らかになっている(Fuchs et al., 2013; Schreier et al., 2012)。 

技術的複雑さが高い製品に関する発案者効果の既存研究では，家電製品，ガーデニング

用電子機器，ロボット玩具(Schreier et al., 2012)，スマートウォッチ(Costa & Coelho do Vale, 

2018)，紫外線クリップ検出器などの健康機器(María, 2021)などを対象とした調査におい

て，発案者効果の影響が緩和されるか，負の影響を示すことが実証されている。このよう

な現象の背景には，非参加消費者が，技術的に複雑な製品のアイデア創出には専門知識が

必要であるが，一般的なユーザーは企業の専門家に勝る専門知識を持っているとは考えて

いないため，ユーザー創造製品よりも企業創造製品を選好するという見方がある(Costa & 

Coelho do Vale, 2018; Schreier et al., 2012)。技術的複雑さの高さという境界条件はこれまで

複数の研究で強固な一貫性を示しており，近年の発案者効果研究は主に技術的複雑さが低

い製品カテゴリー，すなわちローテク分野の製品を対象に行われることが多い(Nishikawa 

et al., 2017)。 
もちろん，ローテク分野の製品カテゴリーにおいても，トイレタリー，食品，飲料，フ

ァッションなど，様々な製品カテゴリーが存在する。また，ユーザー・イノベーション研

究の実態調査では，ユーザー・イノベーションが幅広い製品カテゴリーで発生しているこ

とが確認されており，例えば日本では，住居関係(45.8%)，工芸・工作道具(8.4%)，スーポ

ツ・趣味(7.2%)，ガーデニング(6%)，子供関連(6%)などの分野においてユーザー・イノベ

ーションが創出されていることが明らかになっている(Ogawa & Pongtanalert, 2011)。このよ

うなユーザー・イノベーションの現状に呼応するように，食品や飲料，雑貨など様々な製

品カテゴリーにおいて，企業とユーザーとの共創による製品開発が進められている(Fuchs 

& Schreier, 2011; Hossain & Islam, 2015; Nishikawa et al., 2017)。このようにユーザーとの共創

により生まれるユーザー創造製品の多くはローテク分野の製品であるにもかかわらず，こ

れらローテク分野においてどのような境界条件となる製品カテゴリーが存在するのかを対

象とした研究は十分にされておらず，ここに本章の課題意識がある。 
既存研究で明らかになっているもう一つの境界条件に，ステータスの高さがある。高級

ブランドでの発案者効果に関する既存研究において，企業やブランドのステータスが高い

場合，発案者効果の影響が失われることが明らかになっている(Fuchs et al., 2013)。Fuchs et 

al.(2013)はプラダやグッチ，ルイ・ヴィトンなどの高級ブランドと，ZARAや H&M，ディ

ーゼルなどの大衆ブランドといったファッション業界のブランドを対象に発案者効果の有

効性について調査した。その結果，高ステータスなブランドにおいては，発案者効果が負

の影響を示すことを明らかにした。これは，ユーザー発案情報が，社会的なステータスに

よって他者に対する優越感を感じる「代理感情」(Locke, 2003)に対して負の影響を与え，

その結果として購入意向に対しても負の影響を与えると考えられている。 
また，Fuchs et al.(2013)は高級ブランドであるプラダの中でも，レザーシューズ，ドレス

シャツ，ハンドバッグといった高ステータス製品カテゴリーと，スニーカー，Tシャツ，
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メッセンジャーバッグといった低ステータス製品カテゴリーを比較する形で，発案者効果

の有効性を調査している。その結果，高ステータス製品カテゴリーにおいては発案者効果

は強い負の効果を示す(企業の専門家創造製品を選択する)が，低ステータス製品ではその

傾向は弱まる(ユーザー創造製品と企業の専門家創造製品の選択意向は同程度)ことが明ら
かになった。 

Fuchs et al.(2013)は，発案者効果の新たな境界条件とその背景を明確に示した点で大きな

貢献があるが，Fuchs et al.(2013)も述べている通り，この研究の対象がファッション業界に

限定されているという課題がある。また，本論文の第 3 章でも明らかになった通り，企業

名やブランド名の影響を取り除いた場合の発案者効果の有効性については，企業名やブラ

ンド名を表示した場合とは大きく異なる可能性が高い。よって，ファッション業界以外の

高ステータス製品カテゴリーについて，企業名やブランド名を表示しない状態での発案者

効果をカテゴリー横断的に調査することが研究上の課題としてあげられる。 
さらに，これらの既存研究における境界条件は，主に製品の技術的複雑さや企業やブラ

ンドのステータスの高さなど，企業や製品の側に要因を求める研究が多く，消費者側に要

因を求める研究がなされていない(Paharia & Swaminathan, 2019)。このような批判に対応し

て，消費者要因を変数とした境界条件を探る研究が行われている。既存研究より，非参加

消費者のユーザー共創の熟知性が低い場合や，権力格差が高い場合においては，発案者効

果が失われることが明らかになっている(Paharia & Swaminathan, 2019; Schreier et al., 2012; 

Song et al., 2021)。 

いずれの研究においても，非参加消費者が企業との新製品開発プロセスに参加したユー

ザーの専門性に対して低い評価を行う特性を持つ傾向にあることが，発案者効果の境界条

件となっている。例えば，ユーザー共創の熟知性が低い消費者は，イノベーションを生み

出すユーザーが存在することに対して否定的な考えを持つ可能性が高い。また，権力格差

が高い消費者は，企業の専門家の方が専門性が高いと考える傾向にあるため，ユーザーの

専門性に対して疑念を感じる可能性が高い。これらの結果が発案者効果の有効性が失われ

ることは，製品レベルの境界条件である技術的複雑さに関する既存研究の傾向とも一致し

ている(Costa & Coelho do Vale 2018; María, 2021; Moreau & Herd, 2010; Schreier et al., 2012)。

つまり，新製品開発プロセスに参加した消費者の専門性を低いと知覚する条件が非参加消

費者側に存在する場合，発案者効果の有効性は失われる。 

これらの研究は，発案者効果の境界条件を，企業や製品側ではなく，非参加消費者に内

在する要因から明らかにした点で貢献があるものの，企業のマーケターにとって，顧客が

参加ユーザーの専門性に対して疑念を持つか否かを事前に把握することは難しい，という

課題がある。米国など一部の国では保守層とリベラル層が比較的明確に分かれており，企

業のマーケティング戦略を立案する上で活用されているが(Paharia & Swaminathan, 2019)，

すべての国において保守層とリベラル層が明確に分かれているわけではなく，顧客の信念

を把握することは容易ではない。よって，発案者効果の境界条件を，さらに多様な消費者
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側の視点で解明することは，発案者効果の研究や実践を拡大する上で重要だと考えられ

る。 

また，その際には，既存のマーケティング分野の既存研究との接続が必要である。第 4

章でも述べた通り，発案者効果の媒介要因研究において，マーケティング分野の基礎的な

概念，例えば関与や動機といった要因を考慮に入れた研究は多くない(Schreier et al., 

2012)。それは，境界条件研究においても同様である。実務的な視点でも，企業のマーケタ

ーがユーザー創造製品を販売する際に，消費者のユーザー共創の熟知性や権力格差を把握

することは容易ではないという現実がある中で，既存のマーケティング分野で蓄積のある

概念を用いた消費者レベルでの境界条件を探る研究が求められているといえる。 

また，企業名やブランド名による影響を除外した状態での発案者効果の有効性と製品カ

テゴリーの関係性は，一部の限られた製品カテゴリーについては明らかになっているが，

横断的に十分に研究されてきたとはいえない。 

そこで，本研究では，消費者行動の基礎的な特性である関与と動機に基づいた理論フレ

ームである RPG(Rossiter et al., 1991)を用いて，異なる製品カテゴリーでの発案者効果を横

断的に検証することを目的とする。特に，RPGが提唱する 4つの異なる製品カテゴリーの

製品を用いて実証実験を行い，発案者効果の境界条件，すなわちその有効性が失われる製

品カテゴリーはどこなのかを発見することを目指す。 

 

2.2 RPG の先⾏研究レビュー 
RPGは，Rossiter et al.(1991)が提唱した，製品カテゴリー別に広告やマーケティング・コ

ミュニケーション戦略を立案するためのフレームである。RPGは，マーケティング・コミ

ュニケーションの普遍的な目的であるブランド認知(brand awareness)とブランド態度(brand 

attitude)の双方に対して有用な知見を与える，理論的に根拠のあるフレームワークとして，

マーケティング・コミュニケーションの研究および実践で長年用いられてきた。 

RPGのコンセプトは，Rossiterと Percyによって執筆された 1987年の書籍”Advertising 

and Promotion Management”に登場して以降，2018年に発売された書籍”Marketing 

Communications”に至るまで，彼らの主要な著作に常に登場しており，この分野の教科書的

な存在として扱われている。時代に応じてマーケティング・コミュニケーションの環境は

変化しているものの，RPGの理論や記述については常に一貫しており，大きな変化は無

い。また，RPGの有効性を実証する様々な先行研究も行われており，その有効性が理論的

にも実証されている(e.g., Kover & Abruzzo, 1993)。 

RPGのブランド選好の 4つのセルは消費者の購買意思決定要因によって構築されてお

り，意思決定のタイプ(低関与と高関与)と，購買動機のタイプ(情報型と変換型)の 2つの次

元で構成されている(図表 5-1)。意思決定のタイプでは，事前の情報検索や購入前の納得を

必要とするような，リスクの高い選択を行う場合は高関与，そうでない場合は低関与と定

義されている。購買動機のタイプでは，負の解消や問題の回避が購買動機の場合は情報型



 90 

動機，製品やサービスの消費や使用に関連したポジティブな感情や感覚による購買動機は

変換型動機と定義されている(Rossiter, Percy, & Bergkvist, 2018)13。 

 

図表 5-1  ロシター・パーシー・グリッド 

  購買動機 

情報型(Informational)  変換型(Transformational) 

意思決定 

低関与(Low 

Involvement) 

LI/I 製品カテゴリー 

(⽯鹸，頭痛薬，洗剤など)  

LI/T 製品カテゴリー 

(菓⼦・飲料・映画など)  

⾼関与(High 

Involvement) 

HI/I 製品カテゴリー 

(リフォーム・電⼦レンジ・保険など) 

HI/T 製品カテゴリー 

(ホームシアター・ファッション・旅⾏など) 

Rossiter et al.(2018)をもとに筆者作成 

 

それぞれのセルには典型的な製品カテゴリーが示されており，セルごとに効果的なマー

ケティング・コミュニケーション戦術が提案されている。LI/I製品カテゴリーのマーケテ

ィング・コミュニケーションでは，単純な問題−解決形式のメッセージが有効である。消

費者が感じている問題点を示し，解決策として製品特徴を示すことで，購買意欲を高める

ことができる。LI/T製品カテゴリーでは，消費者の情動(楽しさや興奮など)を刺激するこ

とが重要である。HI/I 製品カテゴリーは最も説得困難なカテゴリーである。この製品カテ

ゴリーは問題解決のためのベネフィットの主張に説得力がなければならないとされてい

る。HI/T製品カテゴリーは情動の真実性が最も重要で，消費者のライフスタイルに合わせ

た表現が重要だとされている。 

RPGのフレームには，個別の製品ブランドを分類することもあるが，本研究のように製

品カテゴリー全体の分類として使用する研究もある(Bruce, Franke, & Mothersbaugh, 2012; 

Reichert, Childers, & Reid, 2012)。Reichert et al.(2012)は，主要な雑誌に掲載された 930 件の

広告を対象に，セクシャルな表現が用いられる実態について RPGの４分類を用いて調査を

行っている。この研究では，個別ブランドではなく製品カテゴリーの特徴によって，RPG

の 4つの象限に分類された上で，分析が行われた。その結果，高関与製品は低関与製品に

比べて性的表現が少なく，HI/I製品カテゴリーで最も頻度が少ないことが明らかになっ

た。このように，RPGは製品カテゴリーとコミュニケーション戦術の関係性を分析するた

 
13 RPG で用いられている 2つの購買動機，すなわち情報型動機と変換型動機は，第 4 章で取り上げた制

御焦点理論の 2つの側面，すなわち予防焦点と促進焦点と関連している(Micu & Chowdhury, 2010)。情報

型動機と予防焦点はいずれもネガティブを回避しようとする動機であり，変換型動機と促進焦点はいずれ

も理想に近づこうとするポジティブな動機である。 
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めに有用なフレームとして，マーケティング・コミュニケーション研究の領域で用いられ

ている。 

一方で，RPGに対する批判もある。第一は Rossiter and Percy(2017)自らが述べている通

り，RPGによって製品カテゴリーを盲目的に分けることの危険性である。製品カテゴリー

の分類はターゲットオーディエンスの視点で行われるべきにも関わらず，実際には企業の

都合で分類されていると批判されている(Rossiter & Percy, 2017)。 

第二は，このような批判にも関わらず，RPGを用いた研究では，消費者自身が関与の高

低や動機の違いについて無自覚的であるとの理由から，企業や研究者といった専門家が製

品カテゴリーを 4つの象限に振り分けていることが多いことである。RPGの先行研究で

は，専門家が振り分けた製品カテゴリーが正確に振り分けられているかといった検証調査

はなされていない。 

このように，RPGはいくつかの問題点があるものの，いまだにマーケティング・コミュ

ニケーションの実践あるいは研究の基礎的な理論として使われており，その有効性が認め

られている。そこで本研究では上記の点を十分に考慮した上で，4つのセルに分類された

製品カテゴリーにおける発案者効果の有効性を検証し，その境界条件を明らかにする。 

 

3. 仮説構築 
本研究は発案者効果の有効性を，複数の製品カテゴリーを対象に横断的に検証するとと

もに，その有効性が失われる境界条件を明らかにすることを目的とする。本節では，RPG

の 4つのセルで分類されたそれぞれの製品カテゴリーにおいて，発案者効果の有効性につ

いての仮説を構築する。 

 

3-1 LI/I(低関与-情報型)製品カテゴリー 
LI/I製品カテゴリーには，石鹸，頭痛薬，洗剤などの比較的低価格な問題解消型製品が

分類される(Rossiter et al., 2018)。この製品カテゴリーのマーケティング・コミュニケーシ

ョンのメッセージとしては，消費者が持つ負の動機の解決策となる製品ベネフィットを端

的にわかりやすく提示することが有効である。また，広告に推奨者(presenter)が登場する場

合，推奨者が持つ専門性が重要だとされている。推奨者とは，広告においてメッセージを

発信する発信源である。例えば，歯ブラシの広告に歯科医師が登場するのは，LI/I製品カ

テゴリーのマーケティング・コミュニケーションの典型例である。ただし，推奨者には有

名人(celebrity)，専門家(expert)，一般消費者(real people)の 3種類が存在する(Rossiter et al., 

2018)。この製品カテゴリーにおいては，専門知識の知覚を得られない推奨者の場合，消費

者は否定的な反応を示し，購入意図を減らすリスクが生じることもあるという(Rossiter et 

al., 2018)。 

発案者効果の先行研究では，非参加消費者は，企業の専門家の方がユーザーよりも専門

知識が高いと知覚していることが明らかになっている(Schreier et al., 2012)。それにも関わ
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らず，ユーザーが発案した製品を非参加消費者が選好するのは，ユーザーの方が企業より

も消費者ニーズを把握しており，制約のない中で自由にアイデアを広げられると知覚して

いるからである(Nishikawa et al., 2017; Schreier et al., 2012)。 

しかし，LI/I製品カテゴリーにおいては，ユーザーが創造したという情報は，消費者に

とっては有用な情報とならない可能性が高い。なぜなら，先述の通り，この製品カテゴリ

ーのメッセージに専門知識が低い推奨者，すなわち一般消費者が推奨者登場することは，

消費者からの否定的な反応を引き起こすからである(Rossiter et al., 2018)。製品情報を伝達

する推奨者と，製品のアイデアを発案する発案者とは立場が異なるが，一般消費者が製品

のマーケティングに関与していることを活用したマーケティング・コミュニケーションで

あるという点においては共通している。この製品カテゴリーでは，アイデアの発案者の専

門性が低いと知覚される場合，消費者の選好に負の影響を与えると考えられる。よって，

以下の仮説を提示する。 

 

H1:LI/I 製品カテゴリーにおいて，ユーザー発案情報の表⽰は企業発案情報の表⽰と⽐較し
て，製品選択意向に負の影響を与える 
 

3-2 LI/T(低関与-変換型)製品カテゴリー 
発案者効果の先行研究では，Tシャツ(Dahl et al., 2015; Fuchs & Schreier, 2011)，シリアル

(Dahl et al., 2015; Schreier et al., 2012)，スナック菓子(Nishikawa et al., 2017)など，LI/T製品

カテゴリーを用いた調査を行っている研究が多く，いずれの研究でも発案者効果の有効性

が実証されている。本論文の第 3 章でも Tシャツを題材とした発案者効果の調査を行い，

その有効性が実証されている。このように，複数の研究で LI/T製品カテゴリーでの発案者

効果の有効性がすでに示されている。では，なぜ LI/T製品カテゴリーにおいては，発案者

効果は有効なのであろうか。 

LI/T製品カテゴリーには，比較的安価であり，美味しさや楽しさなどポジティブな感情

が購買動機となる製品が分類される。LI/T製品カテゴリーにおいて消費者の購買意欲を引

き出すためには，正で報酬的な動機づけを，独自性のある表現を通じて行うことが効果的

だとされている(Rossiter et al., 2018)。ネガティブを解消する専門性や機能性の訴求が有効

である LI/I製品カテゴリーと異なり，LI/T製品カテゴリーではポジティブを生み出す感情

的な信頼性が重要な要素である。本論文の第 4 章において，ユーザー発案情報の表示は，

非参加消費者の促進焦点を媒介として，製品選択意向に正の影響を与えることが見出され

ている。また，その傾向は，非参加消費者の製品関与が低い場合の方が強いことも見出さ

れた。低関与の意思決定に分類されている LI/T製品カテゴリーにおいては，第 4 章で示さ

れた通り，ユーザー発案情報は促進焦点，すなわち理想に近づくポジティブな感情を刺激

している可能性が高い。 
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また，Rossiter et al., (2018)によれば，LI/T製品カテゴリーのマーケティング・コミュニ

ケーションが消費者にとって自分自身を投影して，ポジティブな感情を生み出す必要があ

るとされている。発案者効果研究では，非参加消費者がユーザー創造製品を製造する企業

の評価を高める要因として，ユーザー発案情報の表示を通じて企業との心理的な結びつき

を感じることが指摘されている(Dahl et al., 2015)。Dahl et al.(2015)は社会的アイデンティテ

ィ理論を援用し，発案者情報を見た非参加消費者が社会的アイデンティティを活性化さ

せ，その結果ユーザー創造製品の購買意向が高まることを定量的な調査を通じて実証し

た。この研究から，発案者情報によって非参加消費者はあたかも自分自身が企業と共同で

製品開発をしたかのような感覚を持ち，その結果として購買意向が高められていると考え

られる。以上のことから，ユーザー発案情報の表示は，非参加消費者にとって，LI/T製品
カテゴリーにおいて有効とされている，自分自身を投影するポジティブな感情を生み出す

情報となる可能性が高い。よって，以下の仮説を提示する。 

 

H2: LI/T 製品カテゴリーにおいて，ユーザー発案情報の表⽰は企業発案情報の表⽰と⽐較
して，製品選択意向に正の影響を与える 
 

3-3 HI/I(⾼関与-情報型)製品カテゴリー 
HI/I製品カテゴリーは，比較的高価であり購買前に情報探索が必要となる製品の中で

も，ネガティブな状態を解消するために購入する製品カテゴリーである。住宅リノベーシ

ョンや電子レンジなどの家電，保険などが含まれる(Rossiter et al., 2018)。この製品カテゴ

リーの多くは，本研究ではスコープ外としている技術的複雑さが高いハイテク分野の製品

に該当するものが多い。ただし，この製品カテゴリーにおいても，足が痛くならないパン

プス(桶谷,2018)や，アウトドアウェアやレインウェアといった高機能ウェア(王ほか 
2021)など，複数のユーザーによるアイデアから生まれた製品が市場には存在している。

さらに，これらの製品はマーケティング・コミュニケーションにおいてユーザー発案情報

が積極的に活用され，成果をあげている。よって，ローテク分野の製品に限定した場合に

おいては，HI/I製品カテゴリーでは発案者効果が有効である可能性が高い。 
HI/I製品カテゴリーは，LI/I製品カテゴリーと同様，負の状態を解消するような情報発

信が有効である。LI/I製品カテゴリーと異なる点としては，選択リスクが高いために情報

探索を慎重に行うことだ。また，ベネフィット主張が極端である場合に拒絶される危険性

があるため，真実性をもたせることが重要である。そのため，専門性の高い推奨者に加え

て，客観性や正直さを持っている誠実な一般消費者を推奨者として起用することが有効で

ある(Rossiter et al., 2018)。例えば，がん治療サービスの広告を用いた実験では，実際のユ

ーザーがサービスを推奨する言葉を情報に加えることで，サービスに対する信頼性や使用
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意向を高める効果があることが実証されている(Kemp, Min, & Joint, 2015)14。つまり，一般

消費者をマーケティング・コミュニケーションに起用することで製品の信頼性を高め，選

択意向を高めることが可能だと考えられる。 

発案者効果の先行研究では，ユーザー発案情報の表示に触れた非参加消費者は，その製

品を製造する企業の顧客志向の知覚を高める(Schreier et al., 2012)。なぜなら，ユーザーを

新製品開発プロセスに参加させている企業は，数多くのユーザーの声を聞き，ニーズを理

解しようと努めている企業だと知覚するからだ。同様に，ユーザー発案情報の表示は，そ

のブランドの誠実さの知覚を高めることも明らかになっている(van Dijk et al., 2014)。つま

りユーザーがアイデアを発案したという情報表示は，HI/I製品カテゴリーにとって重要な

信頼性を高めるシグナルであると推測できる。さらに，第 4 章では，ユーザー発案情報は

非参加消費者の予防焦点，すなわち失敗を回避できる安心感を媒介として，製品選択意向

に正の影響を与えることが見出されている。また，この傾向は非参加消費者の製品関与の

高低に関わらず，強固な一貫性を示していた。 

まとめると，RPGの先行研究において，HI/I製品カテゴリーのマーケティング・コミュ

ニケーションには真実性の高さが重要であり，一般消費者を推奨者として起用することで

製品の信頼性が高まる効果があることが確認された。また，発案者効果の先行研究では，

ユーザー発案情報の表示が企業やブランドの顧客志向や誠実さの知覚，消費者自身の予防

焦点を刺激して，購買意向を高める要因となっていることが明らかになっている。よっ

て，以下の仮説を提示する。 

 

H3: HI/I 製品カテゴリーにおいて，ユーザー発案情報の表⽰は企業発案情報の表⽰と⽐較
して，製品選択意向に正の影響を与える 
 

3-4 HI/T(⾼関与-変換型)製品カテゴリー 
HI/T製品カテゴリーは，価格が比較的高く購買以前の情報探索や確信が重要な製品の中

でも，ポジティブな動機づけを満たすための製品群である。例えば，旅行，自動車，ファ

ッション，香水などが HI/T製品カテゴリーに分類される(Rossiter et al., 2018)。HI/T製品カ

テゴリーにおいて重要なのは，真実味のある情動だとされている。なぜなら，この製品カ

テゴリーの満足は感覚的であり，数値などの客観的な指標で計測することが難しいからで

ある。そのため，マーケティング・コミュニケーションのメッセージを通じて消費者に

「この製品は私のためのものだ」と感じさせることが重要である。そのため，HI/T製品カ

テゴリーのマーケティング・コミュニケーションにおいて，一般消費者を推奨者として登

場させるコミュニケーションが効果的だと言われている(Rossiter et al., 2018)。なぜなら，

 
14 ただし，医療サービスをユーザーの体験に基づいた推奨広告などを行うことは，日本では「医薬品，医

療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律」(薬機法)で禁止されており，実務で適応する

ことはできない。 
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一般的なユーザーが推奨者として登場することで，消費者はコミュニケーションや製品に

対して類似性を感じ，「私のためのものだ」と感じるからである。 

発案者効果の先行研究では，ユーザー発案情報に触れた非参加消費者は，新製品開発に

関わったユーザーとの類似性を感じて，ユーザー創造製品を製造する企業の評価を高め，

購買意向を高めることが複数の研究により明らかになっている(Costa & Coelho do Vale, 

2018; Dahl et al., 2015)。Costa and Coelho do Vale(2018)は，非参加消費者が，発案者である

ユーザーに対して感じる類似性は，製品の技術的複雑さが低い場合に有効であることを見

出した。非参加消費者は，技術的複雑さが高い製品の場合は専門知識を持つ企業の専門家

による発案を好むが，そうではない製品の場合は自身と近い存在であるユーザーに類似性

を感じるため，ユーザーが発案した製品を選好すると主張している。本研究では技術的複

雑さが低い製品を対象としているため，ユーザー発案者情報の表示によって類似性の知覚

を高める効果が期待できる。 

また，Liljedal and Berg(2020)によるユーザー発案者の写真を用いた研究も，発案者効果

がもたらす類似性の影響を示している。ユーザー発案情報と共に，発案したユーザーの写

真や肩書きなどの補足説明を加えた場合，その情報が非参加消費者にとって同一だと感じ

られた場合にはブランド態度に正の影響があり，そうでない場合にはその効果が失われ

た。この研究からも，ユーザー発案情報が非参加消費者の類似性の知覚を高め，その結果

としてブランドに対する評価を高めていると考えられる。 
さらに，高級ファッションブランドのブランド名を表示した状態では発案者効果が負の

効果をもたらすことが明らかになっている(Fuchs et al., 2013)。しかし，企業名やブランド

名を隠した第 3 章の研究では，レザーバッグにおける発案者効果は正の影響を示してお

り，なおかつ有用性の媒介効果も確認することができた。つまり，HI/T製品カテゴリーは

具体的な企業名やブランド名の影響に作用されやすい傾向にあるものの，企業名を隠した

状態下においては発案者効果は有効である可能性が高い。 
まとめると，HI/T製品カテゴリーにおいては，一般ユーザーを推奨者としてマーケティ

ング・コミュニケーションに登場させることが，消費者に対する類似性を高める有効な手

段だとされている。また，発案者効果においても，ユーザー発案情報の表示によって，非

参加消費者は，アイデアを発案したユーザーが自分との類似性の高さを感じ，その結果と

して製品やブランドを高く評価していることも明らかになっている。さらに，企業名を隠

した状態で行われた第 3 章の研究では，レザーバッグに対する発案者効果の有効性が示さ

れている。よって，以下の仮説を提示する。 

 

H4: HI/T 製品カテゴリーにおいて，ユーザー発案情報の表⽰は企業発案情報の表⽰と⽐較
して，製品選択意向に正の影響を与える 
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4. 研究⽅法 
本節では，研究方法について述べる。まず，対象となる製品カテゴリーの選定を行う。

次に，プレテストを行い，適切な製品カテゴリーが選定できているかを確認する。続いて

本調査の詳細について述べる。 

 

4-1 製品カテゴリーの選出 
本研究では，技術的複雑さが低い，いわゆるローテク分野の製品を対象に，複数の製品

カテゴリーを横断してその有効性を定量的に検証し，製品カテゴリーによる発案者効果の

境界条件を明らかにする。また，企業名を表示せず，調査対象者が事前にブランドに対し

て持つ予備知識や態度が結果に影響を与えない状態で調査を行うこととする。 

はじめに，調査に使用する製品カテゴリーを，RPGの先行研究(e.g., Bruce et al., 2012; 

Coulter, 1994; Rossiter et al., 1991; Rossiter et al., 2018)を参考に，ローテク分野の製品を対象

にして各象限で 3製品カテゴリーずつ収集した(図表 5-2)。さらに，調査設計と分析を行う

上で，先述した RPGに対する 2つの批判に考慮した。1 点目は，RPGは特定のターゲット

オーディエンスの視点で行われるべきだという批判(Rossiter & Percy, 2017)である。この批

判に配慮して，プレテスト・本調査共に，購買意欲も高く，消費行動が活発だと考えられ

る 30 代の有職女性に対象を絞って調査を行った。2 点目は RPGの先行研究では専門家が製

品を振り分けており，消費者の意向が反映されていないという批判である。この批判に配慮し

て，各製品カテゴリーが適切に RPGに分かれているかを確認するために，関与と情報型動

機，変化型動機に関する操作チェックのためのプレテストを行った。 

 

図表 5-2 製品カテゴリーの抽出 

  購買動機 

情報型(Informational)  変換型(Transformational) 

意思決定 

低関与(Low 

Involvement) 

＜LI/I 製品カテゴリー＞ 

ミントタブレット 

⾷器洗剤 

⻭磨き粉 
 

＜LI/T 製品カテゴリー＞ 

ポテトチップス 

グラノーラ 

サイダー 

⾼関与(High 

Involvement) 

＜HI/I 製品カテゴリー＞ 

スタッドレスタイヤ 

メガネ 

レインブーツ 
 

＜HI/T 製品カテゴリー＞ 

ネックレス 

サングラス 

⾹⽔ 

Rossiter et al.(2018)をもとに筆者作成 
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4-2 プレテスト 
プレテストには，103名の 30 代有職女性(M 年齢=34.61)が参加した。関与に関する質問項

目は Teng, Huang, and Hsieh(2010)を参考に，「この商品15カテゴリーを購入する時は，異な

るブランドを比較して，特徴をしっかり調べた上で購入する」「この商品カテゴリーを購

入する場合，間違ったブランドを選んだら後悔するだろう」という 2項目で測定した。動

機については，Rossiter et al.(2018)を参考に，情報型動機は「この商品カテゴリーを購入す

る動機は，問題を解決するためである」「この商品カテゴリーを購入することで，不安が

解消されそうだ」の 2項目，変換型動機は「この商品カテゴリーを購入する動機は，楽し

さや満足を得るためである」「この商品カテゴリーを購入することで，嬉しい気持ちにな

れそうだ」の 2項目で測定した。いずれもリッカートの 7 点尺度(1=とても当てはまる，7

＝全く当てはまらない)で測定し，2項目の平均値を合成変数として使用した。なお，内的

整合性を示すクロンバック αの値は，関与は.70<α<.83，情報型動機は.61<α<.92，変換型動

機は.74<α<.88であった。 

プレテストの結果について，各項目の天井効果(平均値＋1SD)および床効果(平均値-1SD)

について確認したところ，スタッドレスタイヤの情報型動機の平均値＋1SDの値が 7より

も大きい数値を示し，天井効果を示していた。これは，スタッドレスタイヤに対する情報

型動機が著しく最大値に偏っている可能性があることを示している。本研究は，複数の製

品カテゴリー間での発案者効果の違いを検討することが目的であり，その中の 1製品カテ

ゴリーのみが他の製品カテゴリーに比べて何らかの要因が著しく異なることは，本来解明

したい内容とは別の要因が働く可能性がある。よって，スタッドレスタイヤは本調査の対

象から除外し，残りの 11製品カテゴリーを対象として分析を行うことにする(図表 5-3)。 

各製品カテゴリーの関与，情報型動機，変換型動機の平均値(図表 5-4)を，一元配置分散

分析を用いて比較した結果，関与(F(3,102)=60.43, p<.001)，情報型動機(F(3,102)=152.00, 

p<.001)，変換型動機(F(3,102)=33.40, p<.001)のいずれも適切に分類されていることが確認

された(図表 5-5)。 

 

 
15 本論文では「製品」という言葉を用いているが，調査票においては参加者により馴染みのある「商品」

という言葉を使用した。ただし，本論文で同じ意味として用いている。 
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図表 5-3 プレテストの結果：製品カテゴリー別 

  関与(SD) 情報型動機(SD) 変換型動機(SD) 

LI/I(低関与-情報型)製品カテゴリー     

ミントタブレット 3.73(1.38) 5.02(1.22) 4.05(1.32) 

⾷器洗剤 4.22(1.43) 5.21(1.13) 4.07(1.45) 

⻭磨き粉 4.52(1.36) 5.32(1.08) 4.07(1.39) 

LI/T(低関与-変換型)製品カテゴリー       

ポテトチップス 3.77(1.46) 3.04(1.47) 5.36(1.08) 

グラノーラ 4.05(1.32) 3.82(1.39) 4.46(1.32) 

サイダー 3.67(1.45) 3.17(1.54) 4.99(1.33) 

HI/I(⾼関与-情報型)製品カテゴリー     

メガネ 5.48(1.37) 5.39(1.33) 4.56(1.48) 

レインブーツ 5.09(1.33) 5.39(1.21) 4.31(1.42) 

HI/T(⾼関与-変換型)製品カテゴリー     

ネックレス 5.38(1.40) 2.99(1.45) 5.39(1.47) 

サングラス 4.90(1.67) 3.85(1.48) 4.64(1.59) 

⾹⽔ 5.25(1.46) 3.41(1.38) 5.03(1.56) 

筆者作成 

図表 5-4 プレテストの結果：RGBによるカテゴリー分類の平均 

  関与(SD) 情報型動機(SD) 変換型動機(SD) 

LI/I(低関与-情報型)製品カテゴリー 4.16(1.19) 5.18(0.91) 4.06(1.21) 

LI/T(低関与-変換型)製品カテゴリー 3.83(1.22) 3.34(1.25) 4.94(0.98) 

HI/I(⾼関与-情報型)製品カテゴリー 5.28(1.18) 5.39(1.13) 4.43(1.28) 

HI/T(⾼関与-変換型)製品カテゴリー 5.18(1.24) 3.42(1.04) 5.02(1.26) 

筆者作成 
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図表 5-5 一元配置分散分析の結果 

関与                     

  平⽅和 df 平均平⽅ F p  (I)カテゴリー (J)カテゴリー 平均差(I-J) p 

グループ間 163.3  3 54.43 61.241 0.00   HI/I LI/I 1.12  0.00  

グループ内 323.4  102 3.17        LI/T 1.45  0.00  

       HI/T LI/I 1.02  0.00  

         LI/T 1.35  0.00  

           

情報型動機                     

  平⽅和 df 平均平⽅ F p  (I)カテゴリー (J)カテゴリー 平均差(I-J) p 

グループ間 376.6  3 125.53 146.58  0.00   LI/I LI/T 1.84  0.00  

グループ内 223.6  102 2.19        HI/T 1.77  0.00  

       HI/I LI/T 2.05  0.00  

         HI/T 1.97  0.00  

           

変換型動機                     

  平⽅和 df 平均平⽅ F p  (I)カテゴリー (J)カテゴリー 平均差(I-J) p 

グループ間 62.4  3 20.785 27.33  0.00   LI/T LI/I 0.88  0.00  

グループ内 342.8  102 3.361        HI/I 0.51  0.00  

       HI/T LI/I 0.96  0.00  

         HI/I 0.59  0.00  

           

筆者作成 

 

4-3 本調査 
本調査では，プレテストで RPGの分類が確認された 11製品について，Nishikawa et 

al.(2017)を参考に，新製品の店頭 POPを刺激画像として使用した(図表 5-6)。本調査には

30 代有職女性 618名(M 年齢=34.66)が参加した。参加者は 2つのセルにランダムに振り分け

られた上で，企業名が隠された 11製品の POP画像を見た後に，「もしあなたが，表示さ

れた 2つの新製品のうち 1つを購入するとしたら，どちらを選びますか？」という質問に

対して，SD尺度(1=新製品 Aに大変当てはまる, 4=どちらともいえない, 7=新製品 Bに大変

当てはまる)で回答した。 
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製品の説明文の違いによる選好効果を打ち消すために，セル 1とセル 2はアイデア発案

者の情報(お客様のアイデアあるいは開発者のアイデア)を反転させた。セル１では，アイ

デア発案情報の表示パターン偏りを排除するために，LI/Iと HI/Iの 5製品カテゴリーは左

にユーザー発案，右に企業発案の情報表示がくるように，LI/Tと HI/Tの 6製品カテゴリ

ーは右にユーザー発案，左に企業発案の情報表示がくるように配置した上で，各設問の順

番をランダマイズした。セル 2は，セル 1とは逆の表示になるように，LI/Iと HI/Iの 5製

品カテゴリーは右にユーザー発案，左に企業発案の情報表示が，LI/Tと HI/Tの 6製品カ

テゴリーは左にユーザー発案，右に企業発案の情報表示がくるように配置した上で，各設

問の順番をランダマイズした。そして，新製品 Bの製品選択意向の平均値をセル間で比較

した。 

 

図表 5-6 実験で使用した画像の一部(全ての画像は資料を参照) 

 
筆者作成 

 

5. 研究結果 
セル間の新製品 Bの選択意向の平均値を対応のない t検定を用いて比較を行い，仮説の

検証を行った(図表 5-7)。まず，個別の製品カテゴリーについて確認したところ，LI/I製品

カテゴリーについては，ミントタブレット(t(616)=1.08, p=0.28, d=0.09)と食器洗剤

(t(616)=0.60, p=0.54, d=0.05)はユーザー発案情報の表示は選択意向に有意な影響は認められ

ず，歯磨き粉(t(616)=-6.04, p<.001, d=0.49)についてはユーザー発案情報の表示は選択意向に

有意な負の影響を与えていた。また，LI/I製品カテゴリー全体の平均値(t(616)=-2.49, p<.05, 

d=0.20)においても，ユーザー発案情報の表示が選択意向に有意に負の影響を与える結果を

示した(図表 5-8)。よって，仮説 1は部分的に支持された。 

続いて，LI/T製品カテゴリーの結果について確認する。まず，個別製品カテゴリーにつ

いて確認したところ，ポテトチップス(t(616)= 3.11, p<.01, d=0.25)，グラノーラ(t(616)= 3.53, 

p<.01, d=0.28)，サイダー(t(616)= 3.69, p<.01, d=0.26)いずれもにユーザー発案情報の表示が

選択意向に有意な正の影響を与えていた。また， LI/T製品カテゴリー全体の平均値

(t(616)=5.46, p<.001, d=0.44)においても，ユーザー発案情報の表示が選択意向に有意な正の

影響を与える結果を示した。よって仮説 2は支持された。 
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次に，HI/I製品カテゴリーの結果について確認する。まず，個別製品カテゴリーについ

て確認したところ，メガネ(t(616)=2.62, p<.01, d=0.21)，レインブーツ(t(616)=2.35, p<.05, 

d=0.19)ともにユーザー発案情報の表示が選択意向に有意な正の影響を与えていた。また，

HI/I製品カテゴリー全体の平均値(t(616)=3.30, p<.001, d=0.27)においても，ユーザー発案情

報の表示が選択意向に有意な正の影響を与える結果を示した。よって仮説 3は支持され

た。 

最後に，HI/T製品カテゴリーの結果について確認する。まず，個別製品カテゴリーにつ

いて確認したところ，ネックレス(t(616)=4.91, p<.001, d=0.39)，サングラス(t(616)=2.87, 

p<.01, d=0.23)，ともにユーザー発案情報の表示が選択意向に有意な正の影響を与えてい

た。また，香水(t(616)=1.71, p<.10, d=0.14)はマージナルなものの，有意な傾向を示してい

た。さらに，HI/T製品カテゴリー全体の平均値(t(616)=2.43, p<.05, d=0.40)は，ユーザー発

案情報の表示が選択意向に有意な正の影響を与える結果を示した。よって仮説 4は支持さ

れたといえる。 

以上の結果をまとめると，以下のようになる。 

 

H1: LI/I 製品カテゴリーにおいて，ユーザー発案情報の表⽰は企業発案情報の表⽰と⽐較
して，製品選択意向に負の影響を与える→部分的に⽀持 
 
H2: LI/T 製品カテゴリーにおいて，ユーザー発案情報の表⽰は企業発案情報の表⽰と⽐較
して，製品選択意向に正の影響を与える→⽀持 
 

H3: HI/I 製品カテゴリーにおいて，ユーザー発案情報の表⽰は企業発案情報の表⽰と⽐較
して，製品選択意向に正の影響を与える→⽀持 

 

H4: HI/T 製品カテゴリーにおいて，ユーザー発案情報の表⽰は企業発案情報の表⽰と⽐較
して，製品選択意向に正の影響を与える→⽀持 

 

最後に，発案者効果の製品カテゴリーによる境界条件について確認する。分析の結果，

LI/I製品カテゴリーにおいて，発案者効果の有効性が失われることが明らかになった。よ

って，LI/I製品カテゴリーが発案者効果の境界条件であるといえる。 
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図表 5-7製品カテゴリー個別の発案者効果の結果 

  ユーザー発案表⽰ 企業発案表⽰ t p d 

LI/I(低関与-情報型)製品カテゴリー        

ミントタブレット 3.52  3.38  1.08  0.28 0.09  

⾷器洗剤 3.31  3.22  0.60  0.54 0.05  

⻭磨き粉 3.61  4.49  -6.04  *** 0.49  

LI/T(低関与-変換型)製品カテゴリー           

ポテトチップス 4.54  4.08  3.11  ** 0.25  

グラノーラ 4.06  3.55  3.53  *** 0.28  

サイダー 4.11  3.69  3.23  ** 0.26  

HI/I(⾼関与-情報型)製品カテゴリー        

メガネ 3.66  3.33  2.62  ** 0.21  

レインブーツ 3.33  3.03  2.35  * 0.19  

HI/T(⾼関与-変換型)製品カテゴリー        

ネックレス 4.53  3.93  4.91  *** 0.39  

サングラス 4.63  4.28  2.87  ** 0.23  

⾹⽔ 4.05  3.82  1.71  † 0.14  

 ※筆者作成。† p<.10, * p<.05, ** p<.01, *** p<.001  

 

 

図表 5-8 RPGのカテゴリー別の発案者効果の結果 

  ユーザー発案表⽰ 企業発案表⽰ t p d 

LI/I(低関与-情報型)製品カテゴリー 3.48  3.70  -2.49  * 0.20  

LI/T(低関与-変換型)製品カテゴリー 4.24  3.77  5.46  *** 0.44  

HI/I(⾼関与-情報型)製品カテゴリー 3.50 3.18  3.30  ** 0.27  

HI/T(⾼関与-変換型)製品カテゴリー 4.40  4.01  4.93  *** 0.40  

※筆者作成。* p<.05, ** p<.01, *** p<.001  

 

6. 本章のまとめ 
本節では，これまでの調査のまとめと考察を行う。また，本研究の理論的貢献と実務的

貢献，本研究の限界と今後の研究課題について述べる。 
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6-1 考察 
ユーザーがアイデアを発案したという情報が与える非参加消費者の購買意向に対する影

響の解明は，マーケティング・コミュニケーション研究で重要な課題となっている(Wang 

et al., 2019)。しかし，発案者効果が常に有効であるわけではなく，どのような条件下にお

いて有効性を失うのかは十分に明らかになってはいない。そのような背景の下，発案者効

果の有効性が失われる境界条件に関する研究が，企業レベル，製品レベル，消費者レベル

の 3つの潮流で進められてきた。しかし，製品の技術的複雑さの高さやステータスの高さ

など企業や製品に要因を求める境界条件研究が多く，消費者側に要因を求める研究の少な

さが指摘されている(Paharia & Swaminathan, 2019)。また，消費者レベルの境界条件研究は

既存のマーケティング研究分野との接続が十分になされておらず，消費者の関与や動機と

いった基礎的な要因と発案者効果の境界条件の関係性は明らかにされていなかった

(Schreier et al., 2012)。 

そこで本研究では，製品カテゴリーの違いが発案者効果の有効性に与える影響を把握す

るために，マーケティング分野の基礎的な要因である関与と動機に基づいた理論フレーム

である RPG(Rossiter et al., 1991)を採用した。RPGが提唱する 4つの異なる製品カテゴリー

を用いて発案者効果の有効性を横断的に実証することで，発案者効果の境界条件を検証し

た。その結果， LI/T製品カテゴリー，HI/I製品カテゴリー，HI/T製品カテゴリーの 3つ

の製品カテゴリーでは発案者効果の有効性が実証された。一方，LI/I製品カテゴリーでは

その効果が失われたため，境界条件であることが示された。 

負の動機解決が求められ，推奨者には専門性を持つ専門家が最適(Rossiter et al, 2018)とさ

れる LI/I製品カテゴリーの場合は，ユーザー発案情報は有効ではないと考えられる。この

結果は，非参加消費者は企業よりもユーザーの専門性を低く知覚するという先行研究とも

一致している(Schreier et al., 2012)。 

一方，低関与であり，変換型動機に基づいた製品である LI/T製品カテゴリーでの発案者

効果の有効性は，他の製品カテゴリーに比べても高い結果を示していた。LI/I製品カテゴ

リーとは違って専門知識を必要としないこの製品カテゴリーは，ユーザー発案情報がもた

らす企業の顧客志向や製品の有用性に対する知覚を高める効果(Schreier et al., 2012)の恩恵

を最も受けるといえる。コーヒー(スターバックス)や Tシャツ(Threadless)，スナック

(MUJI)といった，ユーザー発案情報を積極的に活用している事例の多くが LI/T製品カテゴ

リーである点も，今回の結果と一致している(Fuchs & Schreier, 2011; Hossain & Islam, 2015; 

Nishikawa et al., 2017)。 

LI/T製品カテゴリーよりも消費者の関与が高く，購買リスクを伴う HI/T製品カテゴリ

ーでも，発案者効果は有効だった。この結果は，第 5 章で調査の対象として用いたレザー

バッグの結果とも一致しており，強固な一貫性を示している。ただし，本研究では企業名

を表示しないことで，企業やブランドに対する知覚の影響を取り除いている点に注意が必

要である。消費者がすでに高いステータスを感じているグッチやプラダといった高級ファ
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ッションブランドでは，ユーザー発案情報の表示は非参加消費者の購買意向に負の影響が

あることが明らかになっている(Fuchs et al., 2013)。なぜなら，ユーザー発案情報は高級フ

ァッションブランドの魅力の中心である「自分は他の人よりも優れている」という代理感

情とは相入れない情報だからである。一方で，本研究の結果から，ユーザーがまだ十分に

ブランドに対する認識を持たない状態であれば，LI/T製品カテゴリーであっても，発案者

効果の有効性が発揮される可能性があるといえる。例えば，スタートアップ企業や，認知

度の低い企業の場合は，LI/T製品カテゴリーであってもマーケティング・コミュニケーシ

ョンの手法として発案者効果を用いることは有効だと考えられる。 

最後に，HI/T製品カテゴリーにおいて発案者効果が効果的だった背景には，購買リスク

の高さがある。ユーザーが新製品開発に参画しているという情報が，消費者にとって購買

リスクの知覚を低下させて，安心につながる情報になっている可能性が高い。これは，第

4 章で見出された予防焦点の媒介効果に関する研究や，リスクが高い製品広告にユーザー

推奨者が登場することで信頼性や使用意向が高まるという先行研究と一致する(Kemp et al., 

2015)。 

 

6-2 理論的貢献 
本研究の理論的貢献として，以下の 2 点があげられる。第一に，発案者効果の消費者レ

ベルにおける境界条件研究を拡張した点である。これまで，発案者効果の境界条件研究

は，企業レベルではステータス(Fuchs et al., 2013)，製品レベルでは技術的複雑さ(Schreier et 

al., 2012)といった境界条件が既に見出されていた。また，近年では消費者レベルでの境界

条件研究が盛んに行われており，ユーザー共創の熟知性(Jacobsen et al., 2020; Schreier et al., 

2012)や権力格差(Paharia & Swaminathan, 2019; Song et al., 2021)といった要因が実証されて

いる。 

しかし，既存の消費者レベルで明らかになっている境界条件は，企業のイノベーショ

ン・マネジメント視点による研究が多く，既存のマーケティング分野と十分に接続が行わ

れておらず，企業のマーケターによる把握が難しい要因を対象とした研究が多かった。本

研究で採用した RPGは，マーケティング・コミュニケーション分野の製品カテゴリー分類

としてこれまでも多くの研究で用いられてきただけでなく，その分類のための軸も関与の

高低と情報型動機・変換型動機というマーケティング分野で基礎的に用いられる概念であ

る。したがって，発案者効果をさらに拡張する上でも，これらのマーケティング分野にお

ける基礎的な概念との関連性が見出せたことは大きな貢献であるといえる。 

第二に，製品カテゴリーを横断して俯瞰的かつ定量的にユーザー発案情報の表示による

効果を実証した点も，理論的貢献だといえる。これまで，ユーザー発案情報の表示に関す

る研究では，Tシャツ(Dahl et al., 2015; Fuchs & Schreier, 2011)，シリアル(Dahl et al., 2015; 

Schreier et al., 2012)，スナック菓子(Nishikawa et al., 2017)など，様々な製品カテゴリーが実

験に使われていたが，異なる製品カテゴリーを横断的に比較するような研究は多くなかっ
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た。本研究は，同じ実験参加者に対して，同条件で複数の製品カテゴリーにおける発案者

効果の有効性を検証した点で，これまでの研究に対して新奇性があるといえる。RPGの分

類を用いて 11製品カテゴリーを同時に調査して発案者効果の有効性についての比較を行

った本研究は，今後の研究を拡張していく上で重要な基盤を作ったといえる。 

 

6-3 実務的貢献 
本研究の実務的貢献として，ユーザー参加型での新製品開発を推進する企業のマーケタ

ーに対して，ユーザー発案情報の活用と製品カテゴリーの関係性に関する知見を提供した

点があげられる。第一に，発案者効果の境界条件，すなわち LI/I製品カテゴリーにおいて

は，ユーザーが新製品開発へ参加しているという情報は，マーケティング・コミュニケー

ションでの扱い方は注意が必要だという示唆である。ただし，発案者効果が有効ではない

からといって，LI/I製品カテゴリーにおいて新製品開発のプロセスにユーザーを参加させ

ること自体が否定されているわけではないことには注意が必要である。実際にユーザーが

LI/I製品カテゴリーの製品開発に参加すること自体は製品開発戦略としては有効である

が，非参加消費者に対するマーケティング・コミュニケーション上のメッセージとして伝

えない方が良い可能性が高い。 

第二に，LI/I製品カテゴリー以外に分類される製品では，幅広く発案者効果が有効であ

ることを示した点である。LI/I製品カテゴリー以外の製品カテゴリーにおいては，新製品

開発にユーザーが参加している場合，その事実を積極的にマーケティング・コミュニケー

ションのメッセージとして活用することを検討したほうが良い。特に，LI/T製品カテゴリ

ーの中でも，高いステータスを特徴とする製品の場合，知名度の高いブランドはユーザー

発案情報の表示は逆効果になるが(Fuchs et al., 2013)，消費者に対して認知が十分にないス

タートアップ・ブランドにとっては，ユーザー発案情報の表示が消費者の購買意欲を高め

る可能性が高い。 

 

6-4 本研究の課題 
本研究にはいくつかの限界がある。1 点目は，HI/I製品カテゴリーに分類された製品カ

テゴリーが，マニュピレーションチェックの結果 2つに減少してしまっている点である。

他の製品カテゴリーとのバランスを考えれば，3製品カテゴリーで揃えた検証を行うこと

が望ましい。この点は今後の研究課題としたい。 

2 点目に，境界条件である LI/I製品カテゴリーにおけるユーザー発案情報の効果が，1

つの製品カテゴリー(歯磨き粉)では仮説通り負の効果を示したものの，2つの製品カテゴリ

ー(ミントタブレットと食器洗剤)については有意な結果を示していない点である。同一製

品カテゴリー内での効果の違いについて，さらなる検証が必要であり，この点も今後の研

究課題とする。 
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3 点目として，調査で使用した刺激画像の説明文の正確さや現実味である。本研究では

筆者が既存の複数の製品のWEBサイトなどでの製品説明を参考に架空の説明文を作成し

たが，文章の正確さや現実味などが十分であるかは検証できていない。本研究では 2つセ

ルを比較することにより説明文の差異は相殺されているため，調査の結果に大きな影響を

与えるものではないと考えるが，今後の調査においては該当製品カテゴリーに精通する専

門家による確認を行うなど，より実際の市場環境に近い刺激画像を作成することも課題で

ある。 

4 点目として，LI/I製品カテゴリーにおいて失われる発案者効果を有効にするための戦

略を提示して実証する研究も，今後求められる。企業レベルの境界条件である高ステータ

スファッションブランドの研究では，ユーザーが(1)ブランドのトップデザイナーによって

正当化されている場合，(2)ユーザーではなくアーティストとして表現されている場合，(3)

一般ユーザーではなく有名人である場合，非参加消費者はユーザー発案情報にポジティブ

な反応をすることが明らかになっている。同様に，発案者効果が失われる LI/I製品カテゴ

リーにおいても，企業の専門家に認められたユーザーである場合や，「医学部の学生が考

えた」などユーザーの専門性が明示されている場合，ユーザー発案情報の表示が有効性を

示す可能性がある。このような検証を行うことも，今後の研究で期待される。 

5 点目としては，製品カテゴリーの違いと媒介要因との関係性を十分に明らかにできて

いないという課題である。既存研究や本論文の第 3 章，第 4 章において，発案者効果の媒

介要因は，企業レベル，製品レベル，消費者レベルにおいて複数の要因が明らかになって

いる。それらの媒介要因と，RPGの 4つの製品カテゴリーとの関連性を明らかにすること

は，発案者効果研究を拡張する上で重要な示唆をもたらすだろう。例えば，第 3 章におい

て，発案者効果の媒介効果として有用性の知覚の高さが有意な結果を示し，新奇性の知覚

は有意な結果を示さなかった。しかし，第 3 章で対象とした製品は，Tシャツ(LI/T製品カ

テゴリー)とレザーバッグ(HI/T製品カテゴリー)の 2製品カテゴリーであり，情報型動機の

側面が強い製品では検証できていない。このような製品カテゴリーの違いが，既存研究で

明らかになっている媒介効果に影響を与える可能性がある。同様に，第 4 章で見出した制

御焦点の媒介効果についても，第 4 章で対象としたのがグラノーラ(LI/T製品カテゴリー)

であったことを考えれば，本研究で扱ったレインブーツやメガネ(HI/I製品カテゴリー)な

ど，異なる製品カテゴリーを対象とした場合，既存研究で明らかになっている媒介効果に

も変化を与える可能性がある。本研究は，同一条件で複数の製品カテゴリーを横断して検

証した最初の研究であるため，発案者効果の有効性という基礎的な効果の有無を明らかに

した点で貢献があるものの，今後の研究ではさらに，製品カテゴリーの違いが媒介効果へ

与える影響についても明らかにすることが期待される。 

6 点目として，具体的な企業名やブランド名を用いた製品カテゴリーを横断した研究

が，今後の研究として必要である。本研究は，企業名やブランド名に対する事前知識や態

度が結果に与える影響を取り除くことを目的に，企業名を隠した状態で実験を行なった。
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しかし，実際の市場では企業名やブランド名が明記された状態であり，本来の購買環境と

は異なるという指摘がある(Liljedal, 2016; Meißner et al., 2017)。今後，具体的な企業名やブ

ランド名を明記して，より市場に近い状態に保った上で，異なる製品カテゴリーでの発案

者効果の有効性を検証することも，今後の研究を拡張する上で大きな貢献になるだろう。

具体的には，本研究をベースにした，企業名やブランド名の有無の比較(Liljedal, 2016)や，

同じ製品カテゴリー内で異なるブランドイメージを持つ企業・ブランドの比較(Fuchs et al., 

2013)，同じ企業が提供する異なる製品カテゴリーの比較(Nishikawa et al., 2017)への拡張が

考えられる。 

このように，いくつかの限界はあるものの，本研究では幅広い製品カテゴリーにおいて

発案者効果の有効性が確認されるとともに，その境界条件の一端が明らかになったことは

大きな進展だといえる。 
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7. 資料：実験で使⽤した調査票 
 

セル 1 
 

私たちは，新製品の情報を表示する方法について理解を深めるための学術的な研究を行ってい

ます。 

 

今から，ある企業が発売を予定している，12 種類の新製品の POP(店頭で表示される製品の説明

書き)を表示します。(実験のため，企業名は隠されています) 

 

その新製品を「ご自身が購入する」という状況を想定して，説明文や画像などをしっかり見たうえで

質問にお答えください。 

 

Q1.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q2.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

Q3.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q4.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

Q5.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q6.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

Q7.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q8.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

Q9.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q10.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びます

か？ 以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

Q11.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びます

か？ 以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q12.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びます

か？ 以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

 

調査へのご協力ありがとうございました。 
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セル 2 
 
私たちは，新製品の情報を表示する方法について理解を深めるための学術的な研究を行ってい

ます。 

 

今から，ある企業が発売を予定している，12 種類の新製品の POP(店頭で表示される製品の説明

書き)を表示します。(実験のため，企業名は隠されています) 

 

その新製品を「ご自身が購入する」という状況を想定して，説明文や画像などをしっかり見たうえで

質問にお答えください。 

Q1.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q2.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

Q3.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q4.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

Q5.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 



 118 

Q6.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

Q7.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q8.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

Q9.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びますか？ 

以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q10.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びます

か？ 以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

Q11.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びます

か？ 以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 
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Q12.もしあなたが，表示された 2 つの新製品のうち 1 つを購入するとしたら，どちらを選びます

か？ 以下から 1 つ選んでください。 

1 2 3 4 5 6 7 
新製品 A に

大変当ては

まる 

新製品 A に

当てはまる 

新製品 A に

ややあては

まる 

どちらでも

ない 

新製品 B に

ややあては

まる 

新製品 B に

当てはまる 

新製品 B に

大変当ては

まる 

 

調査へのご協力ありがとうございました。 
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第６章 結論と今後の課題 
 

1. 全体のまとめ 
本論文は，発案者効果が非参加消費者に与える影響を明らかにすることが目的である。 

企業がユーザーを新製品開発プロセスに積極的に参加させ，新たなイノベーションを生

み出そうとする試みが広がっている中で，そのような企業とユーザーの共創プロセスから

生まれた「ユーザー創造製品」を市場へと普及させる方法について研究や実践が行われて

いる。また，ユーザー創造製品が市場での成果を獲得するためには，新製品開発プロセス

に参加していない「非参加消費者」に対する，ユーザー創造製品のマーケティング・コミ

ュニケーションが課題となっている。そのような背景の下，有力な手法の一つとして注目

を集めているのが，新製品のアイデアをユーザーが発案したという情報を製品とともに表

示することで，非参加消費者の購買意欲を高める「発案者効果」である。 

これまで，発案者効果に着目して様々な研究が行われきたものの，その効果のメカニズ

ムを探る「媒介要因」に関する研究や，発案者効果が失われる条件を探る「境界条件」研

究については，十分に進んでいるとはいえない。また，企業のイノベーション・マネジメ

ント研究から派生したこの研究分野は，企業側の要因に着目した企業レベル研究は充実し

ているものの，製品そのものの要因に着目した製品レベルの研究や，消費者側に要因を探

る消費者レベルの研究が十分になされていないという課題がある。 

そこで本論文では，製品レベルの媒介要因研究および，消費者レベルの媒介要因研究と

境界条件研究を拡張することを目指した。また，マーケティング関連分野で蓄積のある概

念を用いることで，発案者効果研究とマーケティング分野の研究との接続を行ない，今後

の研究拡張の基盤作りを行なった。 

以下では，設定した 3つのリサーチクエスチョンに対し，どのような答えが得られたか

を述べる。 

 
Ø RQ1. 発案者効果の製品レベルの媒介要因を，革新性の概念を用いて示すことはできる

のか？ 
 

RQ1は，発案者効果の製品レベルにおける媒介要因を，既存のマーケティング分野や新

製品開発分野の研究で一般的に用いられる概念である革新性を用いて明らかにすることを

目指して設定された。第 3 章において，新製品の評価で頻繁に用いられる製品の革新性を

構成する新奇性と有用性の 2つの概念を用いて，ユーザー発案情報の表示が非参加消費者

の知覚にどのような影響を与えるのか，定量的に検証を行った。 

そこでは，ユーザー発案情報の表示が非参加消費者の新奇性と有用性の双方の知覚に正

の影響を与えていること，および，ユーザー発案情報が与える製品選択意向への正の影響
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を有用性の知覚が媒介していることが見出された。つまり，非参加消費者は，ユーザーが

アイデアを発案したという情報を知ることで，その製品が消費者のニーズにあった有用な

製品だと知覚し，ユーザー創造製品を選択する傾向にあるといえる。また，ユーザー発案

情報により，その製品が既存にはない新しいものだという知覚が高まるものの，それが製

品選択に影響を与える可能性は極めて少ないことも確認できた。このような内容は，

Nishikawa et al. (2017)と傾向は一致しているとともに，Nishikawa et al. (2017)では十分に明

らかにされていなかった媒介要因の詳細を明らかにした点で貢献があった。 

以上から，発案者効果は非参加消費者の有用性の知覚によって媒介されるという結果が

示され，RQ1は肯定的に解決されたといえる。 

 
Ø RQ2. ユーザー発案情報の表示が購買意向に与える影響は，購買動機によって媒介され

ているのか？ 
 

RQ2は，発案者効果の消費者レベル研究における媒介要因を明らかにするために，非参

加消費者の購買動機との関係性に焦点を当てて設置された設問である。第 4 章において，

消費者行動やマーケティングの分野で近年注目を集めている制御焦点理論より，予防焦点

と促進焦点の 2つの概念を援用して，発案者効果が製品選択意向に与える影響の媒介効果

について実証した。 

その結果，発案者効果が製品選択意向に与える正の影響は，予防焦点および促進焦点の

2つの要因によって媒介されることが明らかになった。つまり，ユーザー発案情報に触れ

た非参加消費者は，その製品を「失敗のない，安心して購入できるものだ」という予防焦

点と，「理想に近づける楽しいものだ」という促進焦点のどちらも刺激され，その結果ユ

ーザー創造製品を選択する傾向にあることが示された。 

さらに，製品関与がもたらす媒介調整効果についても調査を行った。その結果，製品関

与の高さは，促進焦点の媒介効果に対して負の影響があることが明らかになった。つま

り，その製品に対して高い関与度を持つ非参加消費者は，ユーザー発案情報がもたらす促

進焦点の影響をあまり受けないということが示された。 

以上より，RQ2によって掲げられた問いに対しては，発案者効果は予防焦点と促進焦点

という 2つの購買動機によって媒介されるという回答が得られたといえる。 

 

Ø RQ3. ローテク分野において，発案者効果の消費者レベルでの境界条件となる製品カテ

ゴリーとは何か？ 
 

RQ3は，発案者効果が有効だと言われているローテク分野の製品において，さらに細分

化した製品カテゴリーを用いて，発案者効果の有効性が失われる境界条件を調べるために

設定された問いである。第 5 章において，マーケティング・コミュニケーション分野の研
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究と実践で蓄積のある RPGを製品カテゴリーの分類に援用し，発案者効果の有効性につい

て定量的な検証を行った。RPGを援用した理由として，RPGが消費者の関与や動機といっ

たマーケティング分野の基礎的な概念に立脚したフレームである点があげられる。既存の

発案者効果研究での境界条件は，企業レベルとしてステータスの高さが，製品レベルとし

て技術的複雑さが明らかになっているものの，消費者レベルでの境界条件を解明する研究

は十分ではないと考え，本研究では消費者要因に基づいて構築されている RPGを採用し

た。 

その結果，RPGの 4つの製品カテゴリー分類のうち，LI/I(低関与-情報型)製品カテゴリ

ーにおいては，発案者効果が失われることが確認された。また，残りの 3つの製品カテゴ

リー，すなわち LI/T(低関与-変換型)製品カテゴリー，HI/I(高関与-情報型)製品カテゴリー

および HI/T(高関与-変換型)製品カテゴリーについては，発案者効果の有効性が確認され

た。LI/I製品カテゴリーは，専門知識が少ないユーザーよりも，専門知識が多い専門家を

推奨者として起用することが，マーケティング・コミュニケーション戦略において有効で

あることが明らかになっている(Rossiter et al., 2018)。発案者効果についても同様の傾向が

見られており，結果は整合的であった。 

以上から，ローテク分野の製品において，消費者レベルでの境界条件として，LI/I製品

カテゴリーが該当することが明らかになった。よって，RQ3は肯定的に解決されたといえ

る。 

研究目的と研究課題に照らし合わせると，本研究の結果は以下の通りまとめられる。発

案者効果が非参加消費者に与える影響は，既存のマーケティング分野等の関連分野の概念

を使って説明することが可能である。まず，ユーザー発案情報の表示は製品レベルにおい

て，非参加消費者の有用性の知覚を媒介して製品選択意向に影響を与える。また，ユーザ

ー発案情報の表示は消費者レベルにおいて，非参加消費者の予防焦点および促進焦点を媒

介として製品選択意向に影響を与える。ただし，製品関与の高さは促進焦点が持つ媒介効

果を緩和する。さらに，発案者効果は，LI/I製品カテゴリーにおいて，その有効性は失わ

れる。 
 

2. 理論的貢献 
本論文がどのような理論的貢献を成し遂げたのかについて論じる。 

まず，発案者効果の製品レベルでの媒介要因を，マーケティングや製品開発分野で蓄積

のある概念を用いて詳細を明らかにしたという貢献があげられる。発案者効果研究は企業

のイノベーション・マネジメント研究を源流に持つユーザー・イノベーション研究から派

生したものであり，企業レベルでの媒介要因研究が進んでいる一方で，製品レベルの媒介

要因研究は十分に進んでいないという現実がある。また，既存研究より発案者効果は製品

品質を媒介して購買意向を高めていることが明らかになっていたが，製品品質の詳細は十

分に明らかになっていなかった(Nishikawa et al., 2017)。そのような状況の中，マーケティ
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ングや製品開発分野で一般的に用いられている製品の革新性を構成する新奇性と有用性の

2つの概念を用いて発案者効果のメカニズムを明らかにしたことは，今後の発案者効果研

究の見通しを得たという貢献がある。 

また，有用性の知覚が持つ媒介効果を，異なるステータスを持つ製品カテゴリーで明ら

かにした点も，研究結果をより一般化した点で貢献があったといえる。企業名やブランド

名が明らかになっている場合，高ステータス製品において発案者効果の有効性が失われる

ことが既存研究で明らかになっている(Fuchs et al. 2013)。本研究では企業名を伏せて，非

参加消費者が事前に持っているイメージを排除した形で発案者効果の検証を行い，ステー

タスの高低に関わらず有用性の知覚が媒介効果を持つことを明らかにした。より幅広い製

品カテゴリーにおいて一貫した結果を示したことは，本論文の学術的貢献である。 

次に，発案者効果の消費者レベルの媒介要因を，近年マーケティング領域で注目を集め

ている制御焦点理論を用いて明らかにしたことも貢献だといえる。制御焦点の 2つの側面

である予防焦点と促進焦点は，消費者購買動機だけでなく，広告表現の分類や製品カテゴ

リーの分類など，さまざまな場面で使用される幅広い概念である。本研究で，発案者効果

が非参加消費者の予防焦点と促進焦点のそれぞれを媒介して選択意向を高めていること

や，製品関与が高い場合は促進焦点の媒介効果が緩和されることを明らかにした点など，

今後の発案者効果研究を発展させる上で重要な視点を示した。ユーザー・イノベーション

領域の新しい分野である発案者効果と，マーケティング領域の新しい概念である制御焦点

理論の関係性を明らかにしたことで，二つの分野の最新研究の結節点を見出したといえ

る。 

また，RPGのフレームによって分類される 4つの製品カテゴリーを用いて横断的に発案

者効果の有効性を検証した上で，境界条件を発見した点でも貢献があった。本研究では，

発案者効果の有効性が明らかになっているローテク分野の製品群を，非参加消費者の関与

と動機のタイプで分類した RPGを用いて，11製品カテゴリーを同一条件で横断的に調査

を行った。その結果，LI/I製品カテゴリーが発案者効果の有効性が失われる境界条件であ

ることを示した。また，その他の 3つの製品カテゴリー，すなわち LI/T製品カテゴリー，

HI/I製品カテゴリー，HI/T製品カテゴリーでは発案者効果の有効性が示された。このよう

な結果は，今後の発案者効果研究において，調査対象となる製品カテゴリーを選定する際

に重要な手掛かりとなるであろう。 

また，発案者効果と，マーケティング分野で伝統的に用いられる関与や動機との関連性

を，RPGを用いることによって明らかにしたことも理論的な貢献だといえる。発案者効果

の境界条件を消費者側の要因から明らかにしようとする消費者レベルの研究では，ユーザ

ー共創の熟知性(Jacobsen et al., 2020; Schreier et al., 2012)や権力格差(Paharia & Swaminathan, 

2019; Song et al., 2021)といった要因が明らかになっている。今回の研究において，関与の

高低や動機のタイプの違いが発案者効果に影響を与えることが明らかになった。このよう
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な，マーケティング分野で一般的に扱われる概念との接続を行なったことは，今後の発案

者効果研究を拡張する上で重要な貢献だと考えられる。 

 

3. 実務的貢献 
本論文がどのような実務的貢献を成し遂げたのかについて論じる。 

製品レベルにおいては，本論文での研究結果は，ユーザー創造製品のマーケティング・

コミュニケーション戦略立案において，有用性の重要性を示した点が貢献である。ユーザ

ー発案情報の表示は非参加消費者の新奇性および有用性のいずれの知覚も高めるが，製品

品選択においては有用性のみが媒介効果を持つ，という本論文の知見は，実際のマーケテ

ィング・コミュニケーションの実務において重要な示唆を与えている。というのも，これ

までの研究結果では，ユーザー発案情報があることで，製品の品質が高いと知覚されてい

たことは先行研究で既に明らかになっていたが，具体的に製品のどの側面が評価されてい

たのかは，具体的には明らかになっていなかったからである。 

近年，企業のWEBサイトや SNSなどで，新製品に関してより多くの情報を発信できる

ようになっている。ユーザー創造製品を販売する企業のマーケターにとっては，ユーザー

創造製品の販売に際して，ユーザーが新製品開発のプロセスに参加しているという情報を

積極的に非参加消費者に届けることが可能になっている。そのような情報戦略を構築する

際に，本研究の成果である有用性の重要性を意識した情報発信を行うことで，より高い成

果をあげられる可能性がある。 

具体的には，ユーザーが新製品開発プロセスに参加する中でどのような消費者の悩み事

やニーズを把握してきたのかという情報や，ユーザーのアイデアから生まれた製品が持つ

機能や性能がユーザーのどのような悩みやニーズに応えているのかという情報を付加する

ことは，非参加消費者の有用性の知覚をさらに高め，購買意向を高めることになると考え

られる。一方で，ユーザーが新製品開発プロセスに参加することは，その企業にとっては

新しいことであり，既存の枠に囚われないユーザーのアイデアによって新しい製品が生ま

れている可能性もあるが，そのような新奇性の訴求については，非参加消費者の購買意向

を高める要因にはならないだろう。インターネットの発達によって届けられる情報量が増

えたとはいえ，非参加消費者の情報処理能力は変わらないという現状の中で情報の取捨選

択を行う点においても，本研究の知見が実務に与える貢献は大きいものだと考えられる。 

また，有用性の重要性がステータスの高低に関わらず一貫していることを明らかにした

点も，実務的な貢献といえる。既存研究においては，高級ファッションブランドでの発案

者効果による負の影響が示されている(Fuchs et al., 2013)。しかし，本研究では，企業名が

隠された状態であれば，高ステータス製品であっても発案者効果が有効であることや，そ

の媒介要因として有用性の知覚の存在が明らかになった。このような結果は，ユーザーと

の共創を考えている企業，とりわけスタートアップや海外への進出を検討している企業な

ど，高い認知度が無い企業のマーケターにとっては朗報である。先述の通り，企業からの
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情報提供手段が増えているなかで，有用性の知覚を高めるような工夫を行うことで，高価

格帯の製品であってもユーザー創造製品のマーケティング戦略として発案者効果のメリッ

トを十分に生かすことができる可能性が示されている。 

消費者レベルにおいては，関与や動機といったマーケティング分野の基礎的な概念を用

いた消費者理解と発案者効果の関係性を明らかにした点が貢献であるといえる。まず，ユ

ーザー発案情報が非参加消費者の購買動機に与える影響が明らかになったことは，ユーザ

ー創造製品をより魅力的に伝えたい企業のマーケターに対して実務的な示唆を与えてい

る。発案者効果を媒介する 2つの制御焦点，すなわち予防焦点と促進焦点を補強するよう

な情報提供は，ユーザー創造製品をより魅力的に見せるための有効な手段であると考えら

れる。ユーザー創造製品を開発するプロセスでユーザーの悩みやニーズを十分に把握して

いることを示したり，ユーザーの悩みやニーズを解消できる機能や性能を強調して伝える

ことは，発案者情報が非参加消費者の予防焦点を刺激するという前提に立てば，有力なコ

ミュニケーション手法だと考えられる。また，ユーザー創造製品を使用することで理想の

状態に近づけることを示したり，楽しさや興奮といったポジティブな面を強調すること

は，発案者情報が非参加消費者の促進焦点を刺激するという本論文の知見を前提に考える

と，効果的な手法だということができる。 

また，製品関与が促進焦点の媒介効果を緩和させるという本研究の結果も，企業がユー

ザー創造製品のマーケティング・コミュニケーション戦略を立案する上で重要な示唆を与

えている。近年，企業はデータマーケティングを通じて，消費者の関与度などが以前に比

べて把握しやすくなっている。また，消費者の特徴に合わせて広告コミュニケーションを

出し分ける技術も以前に比べて大きく進んでいる。このような背景の下，本研究の結果か

ら，関与度が高い消費者に対してユーザー創造製品のコミュニケーションを行う際には，

促進焦点を刺激するようなコミュニケーションは有効ではない可能性が高い。その場合，

ユーザー創造製品が非参加消費者の期待に応える，失敗の少ない製品であることを印象付

けるような予防焦点に重きを置いたメッセージを考案することが有効だと考えられる。逆

に，関与度が低い消費者，例えば購買頻度が低い消費者や，製品カテゴリー自体に関心が

無い消費者に対しては，予防焦点と促進焦点のいずれを刺激する情報も有効である。この

ように，ターゲットの関与の違いに合わせたメッセージを発信することで，ユーザー創造

製品の購買意向を効果的に高めることができる。 

さらに，ユーザー創造製品を販売する企業のマーケターは，RPG フレームを用いてター

ゲットとなる消費者が自社の製品をどの製品カテゴリーに分類しているかを分析した上

で，発案者効果の有効性を確認することができる。ターゲットとなる顧客が，販売しよう

とするユーザー創造製品を LI/T製品カテゴリー，HI/I製品カテゴリー，あるいは HI/T製

品カテゴリーだと認識しているのであれば，発案者効果は有効である。よって，ユーザー

のアイデアから生まれた製品であることを積極的に発信することで，より高い成果を得る

ことが可能である。一方で，LI/I製品カテゴリーだと認識している場合は，発案者効果の
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有効性は失われる可能性がある。よって，ユーザーが新製品開発プロセスに関与している

ことを情報発信することが，成果につながらない可能性がある。このように，ユーザー創

造製品を販売する企業のマーケターに対して，その製品にとって発案者効果が有効か否か

という判断軸を与えた点は，本研究の貢献であるといえる。 

このように，製品レベルにおいても，消費者レベルにおいても，本研究が明らかにした

内容は実務的な貢献があるといえる。また，どちらのレベルにおいても既存のマーケティ

ング分野の実務において頻繁に用いられている概念を使用していることから，企業のマー

ケターが実際の実務に取り入れやすいと考えられる。具体的には，製品の新奇性や有用

性，消費者の関与や動機といった要因は，企業のマーケターにおいても一般的に用いられ

る要因であるため，企業にデータが蓄積されている可能性が高い。ユーザー創造製品の発

案者効果はまだ多くの企業で取り入れられているコミュニケーション手法ではないもの

の，このような伝統的な概念を用いて明らかにしたことにより，実務の現場での応用を促

進する貢献があったと考えられる。 

 

4. 本研究の課題 
本論文の限界と課題について述べる。 

まず，媒介要因研究の対象となる製品カテゴリーの拡大が課題である。本論文では，製

品レベルの媒介要因として有用性の知覚の存在を，消費者レベルの媒介要因として制御焦

点の 2つの側面である予防焦点，促進焦点の存在を明らかにした点で貢献がある。しか

し，製品レベルの媒介要因の調査では Tシャツとレザーバッグを対象に，消費者レベルの

媒介要因の調査ではグラノーラを対象に実験を行っており，対象となる製品カテゴリーが

限定されている。今後，幅広い製品カテゴリーを対象とした研究を行うことは，媒介要因

研究を拡張する上で重要な示唆を発見できる可能性がある。 

次に，制御焦点を援用した発案者効果の媒介要因研究について，本研究ではその一端を

明らかにしたものの，制御焦点の既存研究の幅広さを十分にカバーできているわけではな

い。本研究では，制御焦点の 2つの焦点である予防焦点，促進焦点を発案者効果の媒介要

因として扱った点で貢献がある。しかし，制御焦点は他にも消費者固有の性質として先行

要因で扱われたり，製品カテゴリーを分類する判断軸として扱われたりするなど，幅広い

研究での蓄積がある。本研究の目的である，マーケティング分野と発案者効果研究のさら

なる接続を目指すためにも，制御焦点理論の既存研究で扱われている様々な枠組みを援用

した研究が今後必要となるであろう。 

また，本研究で用いた RPG フレームでの分類の限界としては，実験参加者が 30 代女性

に限られていることである。本研究では，RPGはターゲット・オーディエンスによって変

化するべきだという Rossiter and Percy(2017)の指摘に考慮して，購買意欲の旺盛な 30 代女

性に対象を絞って調査を行った。しかし，同様の結果が他のターゲット・オーディエンス

でも同様の傾向を示すことが十分に明らかにできていない点では限界がある。本研究での
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知見をさらに一般化していく上でも，異なるターゲット・オーディエンスを対象として，

発案者効果の有効性や境界条件を明らかにしていく研究が必要とされる。 

最後に，具体的な企業名やブランド名を用いた研究の必要性があげられる。本研究は，

発案者効果においてすでに研究が数多く行われている企業レベルと比較して，十分研究が

進められていない製品レベルおよび消費者レベルの研究拡張に貢献するために，企業名や

ブランド名によらない研究を目指した。具体的には，企業名やブランド名に対する非参加

消費者の予備知識や態度の違いによる影響を排除することを目的に，企業名を隠した状態

で実験を行なった。このような研究は，多くの企業にとって有用となる結果を示せる点に

おいては貢献があるものの，実際の市場環境とは異なるという批判があり(Liljedal, 2016; 

Meißner et al., 2017)，この点は本研究の課題である。また，このような批判の下で具体的な

企業名やブランド名を提示した状態での既存研究もいくつか存在しているが，一貫性した

結果は十分に見出せていない。企業名やブランド名を示した上で，複数の製品カテゴリー

を横断するようなフィールド調査を行ってデータを取得することは，容易ではないもの

の，本研究の知見をもとに研究を拡張していくことも大きな貢献となる。このような，実

際の市場環境を考慮した研究の蓄積が求められている。 
 

5. 今後の展望 
最後に，本研究の成果と課題をふまえて，今後の研究展望について述べる。 

まず，本論文で明らかになった媒介要因と，RPGを用いた複数の製品カテゴリーを横断

する調査を融合させることで，発案者効果に関する知見をさらに広げることが可能だと考

えられる。製品レベルにおいては，本論文で明らかになった有用性の知覚が持つ媒介効果

について，さらに幅広い製品カテゴリーで検証することが期待される。具体的には，Tシ

ャツ(LI/T製品カテゴリー)とレザーバッグ(HI/T製品カテゴリー)の 2製品カテゴリーにお

いて有用性の知覚が有意な媒介効果を示していたが，情報型動機が強い製品カテゴリーを

用いた検証は十分にできていない。情報型動機が先行する製品カテゴリーにおいては，消

費者はネガティブな状態を回避することに重きを置くため，機能やスペックが重要になる

と考えられる。そのような製品カテゴリーの場合，発案者効果がもたらす新奇性の知覚

は，購買意思決定において重要になることが予想される。このように，異なる製品カテゴ

リーにおいて製品レベルでの媒介要因を検証していくことは，実務的にも理論的にも貢献

があると考えられる。 

同様に，消費者レベルにおいても，本論文で明らかになった予防焦点と促進焦点の媒介

効果を，さらに幅広い製品カテゴリーで検証することは，今後の研究として必要であろ

う。具体的には，グラノーラ(LI/T製品カテゴリー)を対象とした調査においては予防焦点

と促進焦点の媒介効果は有意な結果を示していたが，例えばレインブーツやメガネ(HI/I製

品カテゴリー)などの情報型動機が先行する製品カテゴリーでの制御焦点の媒介効果につい

ては，十分に検討できておらず，今後の研究が期待される。 
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次に，RPG フレームにおいて発案者効果が失われることが示された LI/I製品カテゴリー

においては，発案者効果を有効にさせるマーケティング・コミュニケーション上の戦略が

求められる。発案者効果が失われるとされる高級ファッションブランドの研究において

は，アイデアの発案者であるユーザーが，ファッションブランドのデザイナーから認めら

れた存在である場合や，ユーザーを「アーティスト」であると表現した場合，ユーザーが

著名な俳優などセレブリティである場合は，発案者効果の有効性が示されている。同様

に，ユーザーよりも専門家の方が優位だと考えられる LI/I製品カテゴリーにおいても，表

現を工夫したり，起用するユーザーの肩書きなどを表示することによって，発案者効果の

有効性が示される可能性がある。このような境界条件の回避戦略を立案・実証すること

も，今後の発案者効果の研究および実務を拡張させる上で，重要な視点となってくるであ

ろう。 

制御焦点理論との接続という観点からは，非参加消費者が持っている固有の制御焦点の

傾向と発案者効果の関係性を明らかにする研究も，今後の発案者効果研究を拡張する上で

重要な視点となる。例えば，発案者効果の有効性が示されなかった LI/I製品カテゴリーを

対象に，予防焦点の側面が強い非参加消費者と，促進焦点の側面が強い非参加消費者と

で，その傾向の違いを確認するような研究は，先述した LI/I製品カテゴリーでの発案者効

果の有効性を発揮させるマーケティング・コミュニケーション戦略の立案に有効な示唆を

示す可能性がある。先行要因としての制御焦点と発案者効果の関係性を明らかにするため

の研究が必要である。 

同様に，制御焦点理論を用いた製品カテゴリー分類を行い，発案者効果の有効性を明ら

かにすることも，今後の研究課題としたい。本研究で用いた RPGはマーケティング・コミ

ュニケーション分野で理論的にも実務的にも用いられている有用なフレームではあるもの

の，近年のマーケティング領域においては，制御焦点に関する研究が多くなされている。

マーケティング分野の研究とより密接に接続するためにも，注目が集まる制御焦点理論と

発案者効果とを結びつけるような研究がさらに必要だと考えられる。そのアイデアの一つ

として，制御焦点の 2つの側面を用いた製品分類を行うことがあげられる。既存研究にお

いても，予防焦点が先行する製品と，促進焦点が先行する製品に分類した上で，それぞれ

の購買意向について明らかにする研究が行われている(Mourali et al., 2007)。それらの既存

研究を参考に，制御焦点理論を基にして製品カテゴリーを分類し，横断的に発案者効果の

有効性について検討することも，今後の研究展望として加えたい。 

近年，ユーザーと企業による共創型開発が増加している。また，そのようなプロセスか

ら生まれたユーザー創造製品を市場に広く普及させるための重要な戦略として，発案者効

果が注目されている。発案者効果を研究することは，単に企業とユーザーとの共創活動を

推進するエンジンとなるだけでなく，社会が企業とユーザーとの共創をどのように捉え，

期待し，あるいは拒絶しているのかを知ることでもある。また，ユーザー創造製品が社会

に広がることは，これまで世の中に埋もれていたユーザーの革新的なアイデアが生かされ
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て，より良い社会を実現することにも繋がっている。このような社会的意義を念頭におき

ながら，今後の研究を進めていきたい。 
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充実した博士課程を過ごすことができた大きな要因である。 

本論文の第 3 章は日本マーケティング学会の学会誌「マーケティングレビュー」に，第

4 章は日本広告学会の学会誌「広告科学」に掲載させていただいた。マーケティングレビ

ューのシニアエディターの先生，広告科学の論集編集委員長である東京富士大学の広瀬盛

一先生および査読者の先生方からは，改稿のための貴重なご意見をいただいた。ここに記

して感謝したい。また，青山学院大学の石井裕明先生には，実験の計画やゼミ学生への調

査協力，原稿へのアドバイスまで，いつも親身になって相談に乗って頂いた。 

最後に，修士課程，博士課程合わせて 5年間，博士号を取るという考えに理解を示し，

支え，時には論文の推敲までも手伝ってくれた妻と，二人の子ども達，母と祖父母に感謝

したい。 
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